








新たな創成期を切り開いていくために

　札幌市を取り巻く社会経済情勢は、人口減少や高齢化の急速な進行など、今後10年間

で大きく変化することが見込まれており、市民の暮らしや地域経済などに様々な影響を

与えることが予測されています。

　こうした状況の中で、先人たちが築き上げてきたこのまちの魅力を更に高め、将来を

担う子どもたちの輝かしい未来を創造していくためには、札幌が持つ強みを生かすとと

もに、時代の潮流を的確に捉えながら、経営資源の集中的な投下など、「選択と集中」

により戦略的にまちづくりを進めていくことが重要となります。

　このため、先に策定した「札幌市まちづくり戦略ビジョン＜ビジョン編＞」に掲げる

目指すべき都市像「北海道の未来を創造し、世界が憧れるまち」と、「互いに手を携

え、心豊かにつながる共生のまち」の実現に向けて、主に行政が優先的・集中的に取り

組むことを示した＜戦略編＞を策定しました。

　この＜戦略編＞には、超高齢社会の到来に伴う様々な地域課題を克服するための「暮

らし・コミュニティ」、生産年齢人口の減少に伴う経済規模の縮小を克服するための

「産業・活力」、そして、低炭素社会と脱原発依存社会を実現するための「低炭素社

会・エネルギー転換」の3つの重点テーマを掲げています。

　私たちがかつて経験したことのない社会経済情勢の変化の中で、最も大きなパラダイ

ムの転換が必要となるこれらのテーマに沿った施策を重点的に展開していくためには、

市民一人一人の創造性から湧き出るアイデアと行動力を結集し、一丸となって取り組む

ことが重要であり、このことにより、私たちは、今後待ち受ける様々な困難を柔軟に乗

り越え、「新たな創成期」を切り開いていけるものと確信しています。

　「札幌市まちづくり戦略ビジョン」は、市民と共有し、共に進めていく「市民計画」

です。このビジョンに基づき、市民の皆様と「札幌らしい将来のまちの姿」を思い描

き、共に築き上げていくことによって、世界に誇る魅力的な札幌のまちを将来に引き継

いでいきたいと考えております。

　平成25年（2013年）10月

　　　札幌市長
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1　戦略編の策定趣旨
　これまで一貫して増加傾向にあった札幌市の人口は、少子高齢化の急速な進行に伴い、平成27年

（2015年）前後をピークに、市制施行以来、初めて減少傾向に転じるとともに、その人口構造は大きく変

化していくことが見込まれています。このこと

により、様々な社会課題や地域課題が想定され

ており、今後、札幌市はかつて経験したことの

ない時代へと突入していきます。

　こうした状況においても、将来の札幌を担う

子どもたちの明るい未来を願い、先人たちがこ

れまで培った都市の魅力を更に高める努力をし

た上で、このまちの輝きを次世代に引き継いで

いかなければなりません。

　この札幌市まちづくり戦略ビジョン「戦略

編」（以下「戦略編」という。）は、こうした課

題に果敢に挑戦していくための羅針盤とも言う

べき、札幌市の新たな都市経営1戦略を定める

ものです。

⑴　将来の見通しと課題
　札幌市まちづくり戦略ビジョン「ビジョン編」（以下「ビジョン編」という。）第2章「社会経済情勢

の変化と札幌」に示すとおり、今後は、人口減少や高齢化の進行に伴う様々な地域課題の顕在化や、生産

年齢人口2の減少に伴う経済規模の縮小、さらには、福島第一原子力発電所の事故をきっかけとしたエネ

ルギー政策の抜本的な見直しなど、かつて経験したことのない課題に対して、創造的3な発想で立ち向

かっていかなければなりません。

　そこで、こうしたパラダイム4の転換が求められる課題に対して、ビジョン編第5章「ビジョンの推進

に当たって」では、7つのまちづくり5の分野を横断的な視点で整理した上で、「選択と集中」の観点か

ら、今後、戦略を持って取り組むべき3つのテーマ（「暮らし・コミュニティ」、「産業・活力」、「低炭素

社会6・エネルギー転換」）を導き出しており、これからのまちづくりにおいては、これらのテーマに沿っ

  1【都市経営】行政組織や事務事業の簡素・効率化を中心に取り組んできた、いわゆる行政改革の考え方に、成果主義や市場主義など
の考えを取り入れることにより、計画的・継続的にまちづくりを進めていくこと。

  2【生産年齢人口】15歳以上65歳未満の人口。
  3【創造的】新たなもの・ことをつくりだす力・性質。
  4【パラダイム】ここでは、ある時代や分野において支配的規範となる「物の見方や捉え方」のことをいう。
  5【まちづくり】ここでは、快適な生活環境の確保、地域社会における安全及び安心の推進など、暮らしやすいまちを実現するための

公共的な活動の総体をいう。
  6【低炭素社会】地球温暖化の原因とされているCO2 などの排出量を最小化した社会。

はじめに

図1　 札幌市の人口の将来見通し

＜資料＞　札幌市、総務省「国勢調査」
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た施策を重点的に展開していく必要があります。

  7【扶助費】社会保障制度の一環として、児童・高齢者・障がいのある方・生活困窮者などに対して国や地方公共団体が行う支援に要
する経費。

  8【公債費】地方自治体が借り入れた地方債の元利償還費と一時借入金の利息の合計。
  9【地方分権改革】住民に身近な行政は、地方公共団体が自主的かつ総合的に広く担うようにするとともに、地域住民が自らの判断と

責任において地域の諸課題に取り組むことができるようにするための改革。
 10【持続可能】人間活動、特に文明の利器を用いた活動が、将来にわたって持続できるかどうかを表す概念。環境問題やエネルギー問

題だけでなく経済や社会など人間活動全般に用いられる。

　一方、これからの財政状況を見

てみると、生産年齢人口の減少な

どの影響により、市税等の財源の

落ち込みが懸念されるとともに、

高齢化の急速な進行などにより扶

助費7等の社会保障関係費や公債

費8の増加傾向が今後も続くこと

が見込まれています。

　現在、地方分権改革9や持続可

能10 な社会保障制度の構築な

ど、国の制度改正の動きも見られ

ますが、札幌市の財政状況の先行

きは依然として不透明であり、総

じて厳しい局面にあるといえます。

表1　 今後4年間の財政見通し（中期財政見通し）

＜資料＞　札幌市

（単位　億円）

平成
25年度 26年度 27年度 28年度

歳
　
　
　
入

市税、地方交付税など
の一般財源（臨時財政
対策債を含む）1）

4,615 4,615 4,615 4,615

国・道支出金 2,157 2,246 2,351 2,435
市債（臨時財政対策債
を除く） 307 322 336 325

その他 1,445 1,400 1,403 1,405
A 8,524 8,583 8,705 8,780

歳
　
　
　
出

人件費 1,004 977 984 947
扶助費 2,629 2,757 2,885 3,009
公債費 915 910 936 931
普通建設事業費1） 742 742 742 742
他会計繰出金 1,054 1,083 1,119 1,110
その他 2,180 2,187 2,192 2,194

B 8,524 8,656 8,858 8,933
財政見通し　A－B － ▲ 73 ▲ 153 ▲ 153
注：1）一般財源及び普通建設事業費は平成25年度同水準と仮定

原発事故
地球環境問題
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⑵　都市経営戦略の必要性
　今後、先人たちが築き上げてきたまちの魅力を更に高め、将来を担う子どもたちの輝かしい未来を創造

するためには、札幌の強みや弱みを分析した上で、戦略を持って取り組むべきテーマへの経営資源11 の

集中配分を行うための指針と、その展開を支えるための新しい時代に対応する行財政運営の視点が必要と

なっています。

 11【経営資源】ここでは、まちづくりを支える各主体の、いわゆる「ヒト」、「モノ」、「カネ」及び「情報」（知的財産）などの無形資産
の総称をいう。

　そこで、この戦略編では、札幌の強みや時代の潮流を生かしながら、様々な課題への対応と、まちの魅

力を高めていくためのまちづくりの指針として、第1章において、「選択と集中」の考えを取り入れた

「創造戦略」を示すとともに、第2章では、戦略を促進する都市整備の基本方針として、「戦略を支える

都市空間」を示しています。

　また、これらの取組を効果的に進め、新たな視点と価値観で都市経営を展開していくために、特に踏ま

えるべき点を、第3章「戦略の展開に当たって踏まえるべき行財政運営の視点」で示しています。これ

らにより構成される戦略編を、「新たな創成期」を切り開く札幌市の都市経営戦略とします。

展開を支える●人口減少社会の到来
●高齢化の急速な進行
●エネルギー転換の必要性

パラダイムの転換が
求められる課題

戦略的に取り組むべき
まちづくりのテーマ

行財政運営上の懸念

まちづくりの指針

行財政運営の視点

○暮らし・コミュニティ
○産業・活力
○低炭素社会・エネルギー転換

市税等の伸び悩み、社会保障関
係費の増などによる厳しい行財
政運営

パラダイムの転換に重点的
・集中的に対応するための
『都市経営戦略』

第3章　戦略の展開に当たって踏まえるべき行財政運営の視点

第2章　戦略を支える都市空間

第1章　創造戦略

「目指すべき都市像」と、それを実現する「まちづくりの基本目標」などを掲載

ま
ち
づ
く
り
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略
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ン
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戦略編

ビジョン編
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2　戦略編の展開に当たって
⑴　多様な主体との連携
　この戦略編は、主に行政が優先的・集中的に実施すべきことを記載していますが、その展開に当たって

は、その効果が最大限に発揮されるよう、市民や企業などの多様な活動主体と協力しながら取り組んでい

きます。

⑵　中期実施計画12 などの策定
　今後、この戦略の方向性や視点に沿って、財政的な検討を加えた中期実施計画や行財政運営の計画を策

定していくとともに、必要に応じて、各分野における個別計画の策定や見直しを行い、具体的な取組を進

めていくことで、戦略の着実な推進を図ります。

⑶　成果指標の設定による進捗管理
　目標とする成果指標やロードマップ13 を設定するなど、実現性を確保するための目安を設け、明確な

進捗管理を行います。成果指標の設定に当たっては、市民への分かりやすさや、戦略の進捗管理を行う上

で集約的・代表的である項目を選定し、それぞれの創造戦略におおむね2つの指標を設定します。

⑷　戦略の適切な点検・評価と見直し
　国の制度や社会経済情勢は今後も刻々と変化していくとともに、不測の事態や急激な変化が生じること

も考えられます。そのため、統計情報の戦略的な活用による現状分析などを行いながら、適宜、中間点検

や評価を実施し、必要に応じて戦略の見直しを行うことで、時代の変化に的確に対応していきます。

 12【実施計画】札幌市まちづくり戦略ビジョンに示すまちづくりの基本的な方向に沿った施策を計画的、効果的に推進していくため、
短中期間で取り組む具体的な事業について定めるとともに、各年度の予算編成や事業執行の指針として策定する計画。

 13【ロードマップ】ある作業をするときの手順表。行程表。
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　札幌は今、大きな転換期を迎えようとしています。

　かつて経験したことのない社会経済情勢の変化の中で、新たな創成期を切り開いていくためには、市民一

人一人の創造性から湧き出るアイデアと行動力により、様々な課題に立ち向かっていくとともに、先人たち

が培ってきた札幌の持つ多彩な魅力を磨き上げ、新たな価値を創造し、次の世代に継承していかなければな

りません。

　また、創造性に富む市民と、外部との交流によって生み出された知恵が産業や文化を育み、新しいコト、

モノ、情報を絶えず発信していくまち、すなわち、「創造都市さっぽろ」を目指して、全力で取り組んでい

く必要があります。

　そこで、この章では、ビジョン編第5章に示す3つのテーマごとに、社会経済情勢の変化や札幌ならで

はの強みと弱みを踏まえた戦略設定のための分析（SWOT分析14）を行った上で、時代の変化に的確に対

応しながら目指すべき都市像を実現するための8つの創造戦略を設定します。

　今後、これらの創造戦略に経営資源を集中的に配分することで、将来を担う子どもたちのための輝かしい

未来を創造していきます。

 14【SWOT分析】1960年代に考案された、もともとは企業経営を展望するための組織のビジョンや戦略を企画立案する際に利用す
る現状分析手法の一つ。SWOTは、Strengths（強み）、Weaknesses（弱み）、Opportunities（機会）、Threats（脅威）
の頭文字を取ったもの。札幌市の分析状況は136～138ページのとおり。

○ 高齢化の急速な進行に伴う様々な支援を必要
とする高齢者等の大幅な増加

○ 地域での付き合いや交流の減少などによる社
会と関わりが少ない市民の増加

○ 地域ごとの人口動態や年齢構成の違いなどに
よる地域課題の多様化

○ 北海道全体の人口減少に伴う道内需要に依存
した札幌経済の縮小や市民所得減少への懸念

○ グローバル化の進展に伴う国際的な都市間・
企業間競争の激化

○ 生産年齢人口の道外流出などによる減少に起
因した将来の札幌経済を支える人材の不足

○ 公共交通の利用者数の減少傾向と自家用車へ
の依存の高まり

○ 東日本大震災を契機とした脱原発依存社会の
実現に向けた機運の高まり

1　地域福祉力創造戦略

4　札幌型産業創造戦略

7　低炭素都市創造戦略

2　共生社会創造戦略

5　都市ブランド創造戦略

8　次世代型エネルギー創造戦略

3　地域マネジメント創造戦略

6　産業人材創造戦略

主な社会経済情勢の変化 創造戦略

暮
ら
し
・
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ

産
業
・
活
力

低
炭
素
社
会
・

エ
ネ
ル
ギ
ー
転
換

第1章 創造戦略
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　人口減少や少子高齢化の進行に伴う高齢単身世帯15 の増加や、貧困等の様々な要因による

社会的孤立16 の顕在化などに対応するため、地域17 でのつながりや支え合いによる共助18 の

意識の醸成と、これらを補完する地域社会の仕組みづくりに取り組む必要があります。また、

少子化を背景とした、子どもを社会全体で育てる意識の高まりや、ノーマライゼーション19

の理念の浸透を踏まえ、子どもから高齢者まで、障がいの有無にかかわらず、誰もが社会に参

加できる環境づくりが重要となります。さらには、複雑・多様化する地域課題の解決に向け

て、まちづくり活動の担い手の育成や活動主体同士の連携などによる地域資源の活用を通じ

て、地域マネジメントを推進していく必要があります。そこで、「暮らし・コミュニティ」の

テーマでは、3つの創造戦略を掲げます。

 15【高齢単身世帯】65歳以上の人一人のみの世帯。
 16【社会的孤立】社会の中で居場所、社会的な安定性を持たない社会的集団又は個人を指す。
 17【地域】この場合の「地域」とは、行政区より小さい、生活に身近な空間的広がりを指す。
 18【共助】地域における多様な生活ニーズへの的確な対応を図るため、自立した個人が主体的に関わり、支え合うこと。
 19【ノーマライゼーション】高齢者や障がいのある方などを施設に隔離せず、健常者と一緒に助け合いながら暮らしていくのが正常な

社会の在り方であるとする考え方。また、それに基づく社会福祉政策。

戦略の設定

創造戦略1 地域福祉力創造戦略
～市民が孤立することのない地域づくり～

創造戦略2 共生社会創造戦略
～全ての市民が社会に参加できる地域づくり～

創造戦略3 地域マネジメント創造戦略
～地域資源の活用の推進～

第１節 暮らし・コミュニティ
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　地域の支え合いによって、高齢単身世帯や障がいのある方、要介護者20 などの社会的に孤立しがち

な市民を始め、支援を必要とする市民が支援を受けられる環境が整うとともに、行政機関などによる地

域に密着した保健福祉サービスが充実しています。また、災害発生時に支援を必要とする災害時要援護

者21 への支援体制も充実しており、誰もが安心して暮らしています。

　平成37年（2025年）には、おおむね8世帯に

1世帯が高齢単身世帯となり、社会的に孤立しがち

な人が増えると予想されます。

　これに対応して、市内で活動する約2,200の単位

町内会22 や、その連合体である90の連合町内会な

ど地域の組織基盤を生かした住民同士の見守りや支え

合いなどを通じて、孤立を防ぐ環境をつくる必要があ

ります。

 20【要介護者】介護が必要な状態にある65歳以上の人又は政令で定められた特定疾病が原因で介護が必要な状態にある40歳から
64歳までの人。

 21【災害時要援護者】高齢者、要介護者、障がいのある方、難病患者、妊婦、乳幼児・児童、日本語に不慣れな外国人など、災害時に
自分や家族だけでは避難が難しく、また、避難場所での生活に困難を来す住民のこと。

 22【町内会】安全・安心で快適なまちを実現するために、地域住民の親睦や高齢者の見守り、子育てに関する活動を始めとして、除排
雪、ごみステーションの管理、清掃活動、お祭りなど、地域で生活するために欠かすことができない活動を行っている住民等
で組織される任意団体・地縁団体のこと。札幌市では、約65万世帯が加入している（平成25年1月1日現在）。

地域福祉力創造戦略　 ～市民が孤立することのない地域づくり～創造戦略1

1-❶　市民の孤立を防ぐ支え合いの環境づくり

10年後の目指すべき姿

現状分析と施策の方向性 ～SWOT分析より～（136ページ参照）

◆保健師等による訪問相談などの充実
◆まちづくりセンターによる地域支援機能の強化

実現するために変わります！
パラダイム
シフト

支援を必要とする市民へのアプローチ強化

図1－1　 高齢単身世帯数及び一般世帯
数に占める割合の将来見通し

＜資料＞　札幌市、総務省「国勢調査」

（千世帯）
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 23【民生委員・児童委員】民生委員は、民生委員法によって設置が定められている、地域住民の福祉向上のための相談、指導、調査な
どの自主的な活動や、福祉事務所などへの協力活動を行う民間奉仕者。児童福祉法によって児童委員を兼ねている。

 24【NPO】ノンプロフィット・オーガナイゼーション（Non-Profit Organization）の略。民間の非営利組織のことをいう広い概念。
一般的には、継続的、自発的に社会貢献活動を行う、営利を目的としない団体の総称。

 25【地区福祉のまち推進センター】市民の自主的な福祉活動を行う組織として、おおむね連合町内会を単位とした範囲に市内89箇所
設置し、一人暮らしの高齢者の見守りなど多様な活動を実施している（平成25年4月1日現在）。

　身近な地域における住民同士の見守りや支え合いにより、支援を必要とする市民の孤立を防ぐため、

住民組織などによる地域福祉活動に対する支援を充実します。

　さらに、これらの地域福祉活動団体や民生委員・児童委員23、ボランティア団体、NPO24、企業など

の連携を促進し、地域福祉のネットワーク化を推進することにより、地域の共助による重層的な見守り

体制を構築します。

地区福祉のまち推進センター25 の活性化
　単位町内会レベルの小地域の範囲での日常的な見守り活動を推進するた

め、先駆的な取組の紹介やマニュアル作成などを通じた支援の充実により、

地区福祉のまち推進センターの活性化を図ります。

民生委員・児童委員活動への支援体制の強化
　高齢者などへの相談・支援を行う民生委員・児童委員活動の充実を図るため、研修の充実などを通じ

て支援体制を強化します。

活動主体間の情報共有化
　地域福祉活動の活性化を図るため、見守りが必要な要支援者の情報に関する取扱いのルールを確立さ

せ、地域の活動主体間における共有化を推進します。

主な取組

地域福祉活動主体などへの支援強化

地域福祉活動に対する支援を充実します。

短期的な取組 長期的な取組

先行地区での福まち活動
への支援充実

先行地区における取組の全市域への拡大、小地域の範囲
での見守り活動の推進

個人情報の取扱いルール
づくり、研修の充実 活動主体間における効果的な情報共有の推進

ロードマップ
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 26【まちづくりセンター】住民組織の振興、地区の要望などの収集、市政の周知などに加え、様々なまちづくり活動を支援する地域の
拠点として市内に87箇所設置（平成25年4月1日現在）。

 27【社会福祉協議会】地域福祉の向上を目的として、地域住民及び公私の福祉機関・団体により構成された社会福祉法に基づく民間福
祉団体。

 28【孤立死】ここでは、周囲との交流がなく、地域から孤立している状況の中で、自宅などで誰にも看取られず一人で亡くなり、発見
までに時間を要した死をいう。

 29【福祉推進委員会】地区福祉のまち推進センター等の支援を受けながら、単位町内会の範囲で地域住民による日常的な見守り活動な
どを行う組織。

　地域の重層的な見守り体制を構築するため、区役所、まちづくりセン

ター26、社会福祉協議会27 による一体的な支援・調整機能の強化を通じて、

民生委員や地区福祉のまち推進センターなどの多様な活動主体による地域福

祉のネットワーク化を推進します。

　多様な社会資源を地域の見守りに活用するため、宅配事業者などとの見守り連携協定の締結を推進す

るとともに、企業やNPOなどが事業活動の中で要支援者の異変を発見した際の確認・通報体制の充実

を図ります。

成果指標
指標選定の考え方 指　　標 現状値 目標値

孤立を防ぐ環境に対する
市民意識を示す指標

孤立死28 について心配していない市民
の割合

43.1％
（平成22年度）

55％
（平成34年度）

地域福祉活動に取り組む
団体の割合を示す指標

福祉推進委員会29 を組織している単位
町内会の割合

53.6％
（平成23年度）

59％
（平成34年度）

企業などとの連携推進

地域福祉のネットワーク化の推進

重層的な見守り体制を構築します。

短期的な取組 長期的な取組

一体的な支援・調整機能
の強化 多様な活動主体による地域福祉のネットワーク化の推進

ロードマップ

短期的な取組 長期的な取組

確認・通報体制の整備 連携協定を締結する企業などの拡大、確認・通報体制の
充実

ロードマップ
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　要介護等認定者数や障がい者数は増加傾向にあり、今後も増えていく見込みです。

　このため、市内に集積している医療・福祉等の関係機関や、登録数が増加している市内で活動する

NPOなどと連携し、要支援者の適切な把握と相談・支援体制の充実を図る必要があります。

1-❷　地域に密着した保健福祉サービスを提供する環境づくり

現状分析と施策の方向性～SWOT分析より～（136ページ参照）

　自ら支援にたどり着けない市民の増加に対応するため、支援を必要とする市民を適切に把握する体制

を構築します。また、一人一人の状況やライフステージ30 に応じたきめ細やかな支援を行うため、保

健・福祉・医療の関係機関の公助31 による実効性のあるネットワークを強化することで、相談・支援

体制の充実を図り、地域で必要な保健福祉サービスが受けられる環境づくりを推進します。

 30【ライフステージ】人間の一生において節目となる出来事（出生、入学、卒業、就職、結婚、出産、子育て、退職など）によって区
分される生活環境の段階。

 31【公助】行政が個人や地域の取組を支援したり、個人や地域レベルでは解決できない問題に取り組むこと。

保健師などの地域活動の強化
　要支援者に対する支援体制の充実を図るため、保健・福祉・医療を担当す

る職員等による地域活動や訪問相談の実施など、個別支援を強化します。

地区担当別の行政組織への移行推進
　地域に密着した支援体制を構築するため、区役所における組織体制につい

て、現行の業務担当別から地区担当別への移行を推進します。

支援を必要とする市民を適切に把握する体制を構築します。

地域へのアプローチの強化

主な取組

地域福祉ネットワークと専門機関との連携強化
　支援を必要とする市民を把握し、適切なサービスにつなげていくため、地

域福祉のネットワークと専門機関との連携を強化します。

地域福祉ネットワークの連携強化

短期的な取組 長期的な取組

先行地区での地域活動の
強化 地域に密着した保健福祉活動の全市域への拡大

ロードマップ
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相談・支援機関の拡充
　身近な地域での相談機関の機能充実を図るため、地域包括支援セン

ター32、障がい者相談支援事業所33 などの相談・支援機関を拡充します。

区役所総合相談機能の強化
　それぞれの世帯の複雑・多様な課題やニーズに対して、「もれ」や「きれめ」のない支援につなげて

いくため、区役所における窓口間の連携強化による総合相談機能を強化します。

地域医療・介護ネットワークの強化
　かかりつけ医の普及促進や在宅医療34・在宅介護35 を推進するため、地域の医療・介護の関係機関が

参加する会議や勉強会などを通じて病診連携36 や医療と介護のネットワークを強化します。

地域で必要な保健福祉サービスが受けられる環境づくりを推進します。

相談・支援体制の充実

 32【地域包括支援センター】介護保険法で定められた、地域住民の保健・福祉・医療の向上、虐待防止、介護予防マネジメントなどを
総合的に行う機関。

 33【障がい者相談支援事業所】障がいのある方や家族からの地域生活に関する全般的な相談に応じ、福祉サービス等の情報提供や関係
機関との連絡調整などを行う機関。

 34【在宅医療】希望する市民ができる限り住み慣れた自宅などで療養し、医師などが訪ねて診療すること。
 35【在宅介護】要支援又は要介護者が自宅で生活しながら、各種の介護サービスを受けること。
 36【病診連携】地域医療等において、核となる病院と地域内の診療所が行う連携のこと。必要に応じて、患者を診療所から専門医や医

療設備の充実した核となる病院に紹介し、高度な検査や治療を提供する。快方に向かった患者は元の診療所で診療を継続する
仕組み。

まちづくりセンターの地域福祉活動支援機能の強化
　まちづくりセンターが、地域活動のコーディネーターとしての役割をより一層発揮できるようにする

ため、区役所から必要な情報提供を行い、まちづくりセンターの地域福祉活動への支援機能の強化を図

ります。

短期的な取組 長期的な取組

地域福祉ネットワークと
専門機関との連携強化 要支援者を適切なサービスにつなげる体制の充実

ロードマップ

短期的な取組 長期的な取組

関係機関によるネット
ワークの構築

参加機関の拡大、連携内容の充実（地域の要支援者の情
報やケア方針の共有など）

ロードマップ
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サービス提供体制の充実

　高齢者や障がいのある方等の地域生活や在宅介護などを支えるため、実態

に即した適切なサービス量を確保するとともに、サービス提供体制の充実に

努めます。

成果指標
指標選定の考え方 指　　標 現状値 目標値

必要な保健福祉サービス
が受けられる環境に対す
る市民意識を示す指標

生活や健康福祉に関して困っているこ
とや相談したいことの相談先がない高
齢者の割合

27.0％
（平成22年度）

20％
（平成34年度）

障がいのある方にとって
のまちの暮らしやすさを
示す指標

障がいのある人にとって地域で暮らし
やすいまちであると思う人の割合

28.1％
（平成24年度）

60％
（平成34年度）

　東日本大震災37 を契機として、防災に対する市民の意識は

高まっています。また、被災地では、避難所での寒さや物流機

能の停止による物資不足などが課題として指摘されています。

　札幌市においても、実践的な地域防災体制づくりや災害時要

援護者に対する支援体制を充実させるとともに、積雪寒冷地の

特徴的な課題である避難場所の防寒対策を進める必要がありま

す。

1-❸　災害に備えた地域防災体制づくり

 37【東日本大震災】平成23年3月11日、三陸沖で発生したマグニチュード9.0 の東北地方太平洋沖地震により引き起こされた大災
害。最大震度7の強い揺れと国内観測史上最大の津波を伴い、東北・関東地方を中心とする広い範囲に甚大な被害をもたらし
た。また、福島第一原子力発電所が被災し、放射性物質が漏れ出す深刻な事態になった。

短期的な取組 長期的な取組

保健福祉ニーズの的確な
把握（随時） ニーズに即したサービス提供体制の充実

ロードマップ

現状分析と施策の方向性～SWOT分析より～（136ページ参照）

図1－2　 家庭で防災対策をし
ている市民

（％）
80

70

60

50
平成21年度 23年度

61.4

71.2

＜資料＞　札幌市
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　地震などの大規模災害や、水害等の地域特性に応じた災害の発生に備え、地域の避難場所における防

災機能の向上に向けた環境整備を推進します。また、自力で避難することが困難な災害時要援護者への

避難支援の充実強化など、市民、地域の自主防災組織38、企業、行政が連携した防災協働社会39 の実現

を目指した実践的な地域防災体制づくりを進めます。

避難場所の防寒対策などの充実
　冬季の災害に備えた避難場所の環境整備を推進するため、暖房用エネル

ギー供給設備の設置など防寒対策の充実を図ります。

学校施設の耐震化などの推進
　避難場所の防災機能を向上させるため、学校施設の窓ガラスや照明器具な

どの非構造部材や受水槽の耐震化を推進するとともに、玄関スロープや車い

す対応トイレの設置などバリアフリー40 化を推進します。

避難場所の環境整備を推進します。

学校施設などの防災機能の向上

主な取組

小中学校などへの備蓄物資の拡充
　避難場所における冬季の災害発生に備えた備蓄物資を確保するため、発災

直後から必要となる食糧や毛布、寝袋、移動式灯油ストーブ等を拡充すると

ともに、全ての小中学校などへの分散配置を進めます。

防災備蓄倉庫の整備
　災害時における応急救援備蓄物資を効果的に供給するため、被害集中地区への物資配送拠点となる防

災備蓄倉庫（拠点倉庫）を整備するとともに、輸送体制を確保します。

応急救援備蓄物資の整備・配置

 38【自主防災組織】災害対策基本法で規定されている、住民による任意の防災組織。主に町内会などが母体となって住民が自主的に連
帯して防災活動を行う任意団体。

 39【防災協働社会】市民、地域の団体、企業及び行政が連携して、災害の被害を軽減するため日頃から防災活動を行う社会。
 40【バリアフリー】高齢者や障がいのある方などが、社会生活をしていく上で障壁となるものを除去すること。道路、建物、交通手段

など物理的なものだけではなく、社会的、制度的、心理的なものを含めた全ての障がいを無くすことを意味している。

短期的な取組 長期的な取組

学校施設の改修に合わせた環境整備、非構
造部材の耐震化の推進

玄関スロープ、車いす対応トイレ設置な
どバリアフリー化の推進

ロードマップ
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避難場所運営研修などの充実
　災害時に避難場所の開設・運営を円滑に行うため、地域の自主防災組織や

学校、区役所等が参加する研修などの充実を図ります。

防火・防災教育の推進
　将来の自主防災活動の担い手を育成するため、災害時に主体的な行動がで

きるよう、成長段階に応じた災害活動支援教育の充実を図るなど、幼少年期

から継続した防火・防災教育を推進します。

災害情報伝達体制の充実
　災害時に市民一人一人が的確な行動を取れるようにするため、携帯電話などを活用した災害情報の伝

達体制の充実を図ります。

火災分析を踏まえた情報発信の充実
　火災や地震などの災害時に市民が的確に対応できるようにするため、地域ごとの火災事象の分析を行

い、実態を踏まえた効果的な情報発信の充実を図ります。

実践的な地域防災体制づくりを進めます。

自助41・共助に基づく地域の防災力強化

 41【自助】自分や家族の身を自ら守ること。

災害時要援護者の避難支援体制等の充実
　高齢者や障がいのある方など、災害時に支援が必要な市民への対策を強化

するため、地域等での情報共有や避難支援体制の充実を図ります。

配慮を要する市民の生活環境の充実
　外国人や女性など、災害時に配慮を要する市民への対策を強化するため、

災害時要援護者対策の強化

短期的な取組 長期的な取組

小中学校などへの備蓄物
資の拡充 拠点倉庫の整備、輸送体制の確保

ロードマップ

短期的な取組 長期的な取組

住民参加型防災訓練など
の実施

避難場所の運営体制の確立などによる地域防災体制の充
実強化

ロードマップ
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成果指標
指標選定の考え方 指　　標 現状値 目標値

市民の防災行動に対する
取組状況を示す指標

災害に対する備えを行っている家庭の
割合

72.8％
（平成24年度）

80％
（平成34年度）

地域の自主的な防災活動
の充実度を示す指標

災害に備えた活動を行っている自主防
災組織の割合

84.6％
（平成24年度）

95％
（平成34年度）

避難時の支援強化や避難場所での生活環境の充実を図ります。

短期的な取組 長期的な取組

災害時要援護者に対する
支援体制の検討 災害時要援護者に対する避難支援体制の充実

ロードマップ
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　性別や年齢、障がいの有無などにかかわらず、全ての市民が持てる能力を社会の中で発揮し、経済的

にも自立しながら生きがいをもって生き生きと暮らしています。また、子どもや若者42 を社会全体で

育てていく意識が高まっています。さらに、誰もが住み慣れた地域で安心して暮らせる環境が整ってい

ます。

共生社会創造戦略　 ～全ての市民が社会に参加できる地域づくり～創造戦略2

10年後の目指すべき姿

◆ボランティアポイント制度の拡充
◆生涯学習とまちづくり活動をつなぐ仕組みづくり

実現するために変わります！
パラダイム
シフト

誰もが生涯現役で活躍できる環境整備

　65歳以上の高齢者は今後10年間で約20％増加する

見込み（平成27年（2015年）：49万人→平成37年

（2025年）：58万人）であり、障がいのある方の数も増

加傾向にあります。また、経済的な困難を抱える層が拡大

しており、生活保護費が増加する傾向にあります。

　こうした中にあっても、団塊世代の退職に伴う元気な高

齢者の増加やノーマライゼーションに対する意識の高まり

などを生かし、誰もが地域の中でお互いを認め合いなが

ら、健康で生きがいをもって共に暮らす共生のまちづくり

を進めていく必要があります。

2-❶　地域で共生する環境づくり

 42【若者】主に18歳から34歳の人をいう（札幌市若者支援基本構想による）。

現状分析と施策の方向性 ～SWOT分析より～（136ページ参照）

図1－3　 障がい者（手帳保持者）数
の推移（各年度末現在）

（千人）

（年度）

90
85
80
75
70
20
15
10
5
0
平成17 18 19 20 21 22 23

身体障がい者 知的障がい者 精神障がい者

＜資料＞　札幌市
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　子どもと高齢者との多世代交流や障がいのある方との日常的なふれあいなどを通じて、市民一人一人

がお互いを尊重しながら共生・協働できる地域づくりを推進します。また、豊富な社会経験や知識・技

能を有する高齢世代などが積極的に社会に参加し、生涯現役で生きがいをもって暮らせる環境づくりを

進めます。

児童会館の活用推進
　地域における多世代交流を促進するため、子どもと大人の交流の場として

児童会館の更なる活用を推進します。

多様な活動主体による交流の場の拡充
　住民同士の交流を促進するため、学校や福祉施設など多様な社会資源を活用した多世代交流の場の創

設や多様な活動主体による交流の場の拡充を図ります。

共生・協働できる地域づくりを推進します。

地域における多世代交流などの促進

主な取組

障がいのある方への就労支援の充実

　障がいのある方の雇用の場を確保し、地域での自立した生活を支えていくため、障がいのある方もな

い方も共に働く場の拡充や、障がいのある方を雇用する企業の開拓など就労支援の充実を図ります。

就労困難者に対する支援強化
　長期間未就労の生活保護受給者などの社会参加意識や就労意欲の向上を図

るため、就労体験的なボランティア活動の場を拡充し、中間的就労43 など

経済的困難を抱えた方の社会的自立の推進

 43【中間的就労】一般的な就労が困難な人に対して、社会的な自立に向けたサポートをする仕組みを組み込んだ就労形態。例えば、
ソーシャルファーム（支援付き雇用などを行う社会的事業所）での就労など。

短期的な取組 長期的な取組

児童会館・学校施設など
の活用推進 多様な活動主体による交流の場の拡充

ロードマップ

短期的な取組 長期的な取組

障がいのある方の雇用の
場の拡大、雇用企業の開
拓

障がいのある方の安定的な雇用に向けた就労支援の充実

ロードマップ
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本人の段階に応じた自立のための支援を検討します。

ひとり親家庭への就業支援の充実
　ひとり親家庭の生活の安定を確保するため、就業に向けた資格取得への支援や相談体制などの充実を

図ります。

まちづくり活動への参加促進
　生涯現役で活躍できる環境づくりを推進するため、退職世代を対象とした

セミナーや、生涯学習と地域のまちづくり活動とのマッチング45 などによ

り、まちづくり活動への参加を促進します。

ボランティア活動の一体的な支援の充実
　市民がボランティア活動に参加しやすい環境づくりを推進するため、ボラ

ンティアの研修から登録、活動のコーディネート46 までを一体的に支援す

る体制の充実を図ります。

ボランティアポイント制度の拡充
　市民の生きがいづくりや社会貢献活動を促進するため、ボランティア活動

に応じて様々な特典と交換ができるポイント制度を拡充します。

高齢世代の活躍機会の拡充
　知識や経験を持つ高齢世代の専門人材を活用し、生涯現役社会を実現するため、企業やソーシャルビ

ジネス47 の場で活躍する機会の提供を進めるとともに、遊休農地48 等を活用して行う自給的農業や就

農など（定年起農）を支援します。

生涯現役で生きがいをもって暮らせる環境づくりを進めます。

高齢世代などを対象とした生きがいづくりや生涯学習44 の充実

 44【生涯学習】学校での教育や学習のみならず、生涯にわたって、あらゆる機会や場所において、各人の興味・関心や社会的な課題な
どに応じ、自発的な意思と選択に基づき行われる様々な学習活動のこと。

 45【マッチング】合うものをみつけること、合うものを組み合わせること。
 46【コーディネート】調整し、全体をまとめること。
 47【ソーシャルビジネス】環境、医療、福祉など地域の様々な社会的課題を、ビジネスの手法を用いて解決しようとする事業。
 48【遊休農地】耕作の目的に供されておらず、かつ、引き続き耕作の目的に供されないと見込まれる農地。

短期的な取組 長期的な取組

段階に応じた自立支援の
在り方などの検討 経済的困難世帯への就労など総合的支援の充実

ロードマップ

短期的な取組 長期的な取組

退職世代を対象としたセ
ミナーなどの開催

生涯学習と地域のまちづくり活動とのマッチングなどを
通じた社会参加の促進

ロードマップ



20

は
じ
め
に

資 

料 

編

第

1
章

第

2
章

第

3
章

第
1
節

第
2
節

第
3
節

第
1
節

第
2
節

第
3
節

成果指標
指標選定の考え方 指　　標 現状値 目標値

障がいのある方にとって
のまちの暮らしやすさを
示す指標【再掲13ページ】

障がいのある人にとって地域で暮らし
やすいまちであると思う人の割合

28.1％
（平成24年度）

60％
（平成34年度）

高齢者の社会参加の状況
を示す指標

高齢者の活動度（社会貢献活動を行う
高齢者の割合）

57.8％
（平成24年度）

70％
（平成34年度）

障がいのある方の一般就
労の状況を示す指標

就労支援施設などの福祉施設から一般
就労への移行者数

231人
（平成23年度）

300人
（平成34年度）

　全国的に少子化が進む中で、札幌でも子育てに対する不安や負担を感じている保護者の割合は高い状

況にあります（平成23年度（2011年度）市民アンケート：65.1％）。

　また、ニート49 や引きこもりなどの社会的自立が困難な若者が増加している中、町内会や地域福祉

活動団体など地域の組織基盤の存在や、市内を拠点に活動するNPOなどを生かし、子育てや若者の自

立を支える体制の充実を図る必要があります。

　子育て家庭が子育てしやすい環境づくりを進めるとともに、地域の重要な担い手である子ども・若者

に対する地域資源50 を活用した多様な学びの機会の創出やまちづくり活動への参加機会の拡充など、

子どもの年齢等に応じた様々な支援の充実を図ります。また、社会的自立が困難な若者に対する支援体

制を充実し、社会参加や就労を促進します。

2-❷　子ども・若者を社会全体で育成・支援する環境づくり

子育てサロン51 などの充実
　子育て家庭の育児に対する不安感や負担感の軽減を図るため、区保育・子

子育てしやすい環境づくりを進めます。

地域での子育て支援の充実

主な取組

 49【ニート】仕事に就いておらず、就職活動もしていない若者のうち、家事も通学もしていない人。
 50【地域資源】地域のまちづくりを進める上で、活用できる施設や活動主体、人材などの総称。
 51【子育てサロン】子育て中の親子が気軽に集い、自由に交流や情報交換ができる場。

現状分析と施策の方向性～SWOT分析より～（136ページ参照）
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育て支援センター（ちあふる）52 の全区設置などを通じた子育て家庭への個別支援を強化するととも

に、子育てサロンの充実を図ります。

ひとり親家庭などへの学習支援等の推進
　ひとり親家庭などの子どもの健やかな成長を支援するため、学習支援や生活相談等の場の設置を推進

します。

社会的養護53 体制の充実
　家庭で適切な養育を受けられない子どもに対して、安全で安心して育つことのできる環境を提供する

ため、児童相談所などの相談・支援機能を強化するとともに、里親の育成を始めとした社会的養護体制

の充実を図ります。

保育サービスの充実
　多様な保育ニーズに対応するため、小規模保育などの地域型保育54 や休

日保育を推進するとともに、延長保育や一時預かりなどの地域子ども・子育

て支援事業55 を拡充し、保育サービスの充実を図ります。

放課後児童クラブ56 の利便性向上
　小学校に通う子どもを持つ子育て家庭への支援の充実を図るため、小学校と児童会館の併設化などに

より、放課後児童クラブの利便性を向上させます。

きめ細やかな保育サービスなどの提供

 52【区保育・子育て支援センター（ちあふる）】保育サービスに加えて、子育てサロンを始めとする様々な子育て支援に関するサービス
を提供する施設。

 53【社会的養護】家庭において適切な養育を受けることができない子どもを、社会が公的な責任の下で育てる仕組み。
 54【地域型保育】少人数の乳幼児を預かる保育施設などの身近な地域での保育機能。
 55【地域子ども・子育て支援事業】子ども・子育て家庭を対象として地域の実情に応じて実施する事業。
 56【放課後児童クラブ】放課後帰宅しても保護者が就労などにより家庭にいない児童に対し、適切な遊び及び生活の場を与え、その健

全育成を図る事業。

短期的な取組 長期的な取組

子育て家庭への個別支援の強化

子育てサロンの充実、ちあふるの全区展開

ロードマップ

短期的な取組 長期的な取組

多様な保育ニーズの的確
な把握
保育サービスの充実

ニーズに即した子育て環境の整備促進
（多様な保育サービスの充実）

ロードマップ
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学校と地域の連携促進
　子どもの教育支援を更に充実させるため、地域の人材による学校支援など

を通じて学校と地域が一体となって子どもの学びを支える仕組みづくりを推

進します。

児童会館の活用推進
　子どもの多様な学びの機会の充実を図るため、子ども自身がまちづくり活動に主体的に関わる機会の

創出・拡大や、地域の住民との交流を通じた学びの場として、児童会館の更なる活用を推進します。

子ども・若者の多様な学びやまちづくり活動への参加機会を拡充します。

子どもの多様な学びの機会の充実

学生や若者のまちづくり活動への参加促進

　将来のまちづくりの担い手として、若者のまちづくり活動への参加機会を

拡充するため、大学との連携協定の拡充などにより、学生や若者のまちづく

り活動への参加を促進します。

社会的自立が困難な若者への支援体制を充実します。

相談・支援体制の強化

就労支援の充実

　ニートや引きこもりなどの社会的自立が困難な若者を支援するため、若者

支援総合センターを核として、教育機関などと連携した自立支援プログラム

の充実を図るとともに、身近な地域における相談・支援体制を強化します。

　自立支援が必要な若者の社会参加を促進するため、地域の企業や団体とのネットワーク構築を進める

とともに、伴走型支援57 者の育成や就労支援の充実を図ります。

 57【伴走型支援】支援者がマンツーマンで対象者を担当し、社会適応のプロセスを支援するという支援モデル。

短期的な取組 長期的な取組

大学との連携協定の拡充
など 学生などのまちづくり活動への参加機会の拡充

ロードマップ
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成果指標
指標選定の考え方 指　　標 現状値 目標値

子育て環境全般に対する
市民意識を示す指標

子どもを生み育てやすい環境だと思う
市民の割合

55.2％
（平成24年度）

80％
（平成34年度）

保育環境の充実度を示す
指標 保育所待機児童58 数 757人

（平成25年度）
0人

（平成27～34年度）

 58【待機児童】認可保育所への入所を希望し、市に申込書を提出している子どものうち、入所要件を満たしているにもかかわらず入所
できずにいる子ども。

 59【再開発】既存の市街地を再整備することを指し、都市再開発法に基づく「市街地再開発事業」や、国土交通省所管の要綱に基づく
「優良建築物等整備事業」など様々な手法がある。

 60【都市機能】都市の持つ種々の働きのことで、業務、商業、居住、工業、交通、政治、行政、教育などの諸活動によって担われる。

　高齢者が増加する中、今後は自家用車を利用できない市民も増加していくことが見込まれることか

ら、計画的に整備された市内の公共交通ネットワークを生かし、誰もが日常生活に支障なく安全で快適

に暮らし続けることができるまちづくりを進めていく必要があります。

　自家用車を利用しない市民も住み慣れた地域で安心して暮らしていけるよう、生活利便機能の維持・

向上を推進するとともに、多くの市民が訪れる地下鉄駅周辺施設などの利便性を向上し、歩いて暮らせ

るまちづくりを進めます。

2-❸　歩いて暮らせるまちづくり

生活利便機能の維持・向上を推進します。

地域の拠点の機能向上

主な取組

　周辺地域からアクセスしやすい地下鉄駅周辺などの地域の拠点としての利

便性を高めるため、再開発59 などを通じて商業や医療などの都市機能60 や

短期的な取組 長期的な取組

企業・団体とのネット
ワーク構築

伴走型支援者の育成、就労支援の充実、身近な地域にお
ける相談・支援体制の強化

ロードマップ

現状分析と施策の方向性～SWOT分析より～（136ページ参照）
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交流機能の集積を図るとともに、区役所などの公共施設の集約化を推進します。

日常的な生活利便機能確保への支援
　身近な地域における日常的な生活利便機能の維持を図るため、土地利用計

画制度61 の適正な運用や、高齢者などが買い物しやすい環境づくりに取り

組む商店街への支援を行います。

地域の特性に応じた交通の確保
　自家用車を持たない市民の利便性を確保するため、地域の需要に応じた路線バスルートの見直し等の

運行の最適化を図る取組や、多様な主体と連携した生活交通を確保する取組などを推進します。また、

ノンステップバス62 導入支援などによるバスの利便性向上を図ります。

高齢者向け居住機能の集積促進
　高齢者が安心して快適に暮らすことができる居住環境を確保するため、利便性の高い地域へのサービ

ス付き高齢者向け住宅などの居住機能の集積を促進します。

公共施設の併設化などの検討
　公共施設の効率的な再配置を推進するため、学校、まちづくりセンター、

児童会館など目的別に設置されている公共施設の併設化や機能統合等の検討

を進めます。

生活利便機能が維持された市街地の形成

 61【土地利用計画制度】まちづくりの諸施策のうち都市計画法に基づく制度の一つであり、土地の利用に関するルールを定め、個別の
建築行為などを規制・誘導することによってまちづくりの目標の実現を図るもの。

 62【ノンステップバス】高齢者や障がいのある方に配慮した、乗降口に階段のない超低床のバス。

短期的な取組 長期的な取組

拠点機能強化支援の枠組
みや制度の検討 拠点における再開発等の支援

（利便機能、医療・福祉機能など）
再開発方針の見直し

ロードマップ

短期的な取組 長期的な取組

公共施設配置の在り方検
討

公共施設の拠点への集約化、建替え・更新に合わせた再
配置の実施

ロードマップ
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地下鉄駅周辺施設などの利便性を向上します。

バリアフリー化の推進

　高齢者を含む歩行者の利便性の向上を図るため、再開発等を活用した空中

歩廊63 の整備や地下接続などを進めるとともに、地下鉄駅周辺などの重点

整備地区におけるバリアフリー化を推進します。

成果指標
指標選定の考え方 指　　標 現状値 目標値

住んでいる地域の住環境
の充実度を示す指標

住んでいる地域の住環境に満足してい
る人の割合

80.1％
（平成24年度）

95％
（平成34年度）

公共交通の利用度を示す
指標 公共交通の利用者数 108万人／日

（平成24年度）
110万人／日
（平成34年度）

 63【空中歩廊】高架などによって車道から立体的に分離された歩行者専用の通路。

短期的な取組 長期的な取組

再開発などを活用した効果的なバリ
アフリー化の手法の検討

地下鉄駅周辺施設などの更なるバリアフリー化
の推進による利便性の向上

ロードマップ
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　地域活動の担い手となる人材が育成されているとともに、活動主体同士による連携も深まり、様々な

地域資源が創出・活用されています。また、多様化する地域課題の解決に取り組む住民の主体的な活動

が活発化するとともに、行政による支援も充実し、課題に的確に対応した地域マネジメント64 が推進

されています。さらに、市民・企業・行政の協働による地域特性に合わせた除排雪などにより、雪と共

存した札幌らしい冬の暮らしが実現しています。

地域マネジメント創造戦略　 ～地域資源の活用の推進～創造戦略3

10年後の目指すべき姿

◆共助と公助の接点となる身近な行政機能の充実
◆様々な活動主体間のネットワークの構築

実現するために変わります！
パラダイム
シフト

地域の特性や課題に即した組織体制の構築

　地域コミュニティ65 の中核を担っている町内会の加入率は年々低下しており、地域活動の担い手不

足が課題となっています。

　こうした中で、元気な高齢者の増加や市内を拠点として活動するNPOの増加などを生かし、地域活

動の担い手の育成や活動団体同士の連携を促進して相互に補完する環境づくり、さらには活動の場づく

りを進めていく必要があります。

　人と人のつながりによる地域コミュニティの形成を促進するため、地域のまちづくり活動の担い手と

なる人材を発掘・育成します。さらに、様々な活動主体同士の連携を促進し、相乗効果による活動の活

発化を図るとともに、市民の居場所・活動拠点づくりを推進します。

3-❶　地域活動を活発化する環境づくり

 64【地域マネジメント】地域における良好な環境や地域の価値を維持・向上させるため、経営的な発想を持って市民・企業など地域の
様々な活動主体の連携の下で行う主体的な取組。

 65【地域コミュニティ】ここでは、コミュニティとは、地縁、血縁、文化的背景、価値観などに基づく共同体をいい、そのうち、地縁
的な要素の大きいものを地域コミュニティという。

現状分析と施策の方向性 ～SWOT分析より～（136ページ参照）
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町内会への加入促進
　地域コミュニティの中心的組織である町内会の活性化を図るため、各種情

報媒体による、町内会の役割への理解を進める情報発信の強化や、不動産関

連団体等との連携を通じた加入促進などを進めます。

子どもの地域活動への参加促進
　将来のまちづくりの担い手を育成するため、学校、PTA、町内会などの

連携により子どもの地域活動への参加を促進します。

高齢世代などのまちづくり活動への参加促進
　まちづくりの担い手を創出し、地域のまちづくり活動を活発化するため、退職世代を対象としたセミ

ナーや、生涯学習と地域のまちづくり活動とのマッチングなどにより、高齢世代等のまちづくり活動へ

の参加を促進します。

市民活動団体への支援の充実
　NPOやボランティア団体などによる市民活動を促進するため、市民活動サポートセンター66 等によ

る活動場所の提供や運営に対する支援の充実を図ります。

ボランティア活動の一体的な支援の充実（再掲19ページ）

ボランティアポイント制度の拡充（再掲19ページ）

学生や若者のまちづくり活動への参加促進（再掲22ページ）

まちづくり活動の担い手となる人材を発掘・育成します。

まちづくり活動を担う人・団体への支援

主な取組

 66【市民活動サポートセンター】札幌で活動しているボランティアやNPO団体など、様々な分野の市民活動団体を支援する総合拠点。

短期的な取組 長期的な取組

町内会、学校などとの連携による
子どもの地域活動への参加促進 子どものまちづくり活動への参加機会の段階的な拡

大、多様な世代のまちづくり活動への参加促進生涯学習の充実などによ
る人材育成

ロードマップ
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学校施設などの有効活用
　地域資源のネットワーク化により、相乗効果によるまちづくり活動の活発

化を推進するため、様々な活動主体が交流し相互に連携できる場として学校

施設などを有効に活用します。

企業・NPOなどへの支援
　企業やNPOなどの連携を通じて地域のまちづくり活動を活発化するため、企業の社会貢献活動

（CSR67）の立ち上げ支援や、多様な活動主体と連携して地域の課題解決に取り組むNPOへの支援を

行います。

様々な活動主体同士の連携を促進します。

地域資源のネットワーク化

空き家・空き店舗などの活用支援
　地域コミュニティの活性化を図るため、地域活動や文化芸術活動の場とし

て、空き家や空き店舗などの活用を支援します。

市民集会施設など活動拠点の整備・改修支援
　市民の居場所・活動の場づくりを推進するため、地区会館や市民集会施設

などの整備・改修支援や、学校とまちづくりセンターの併設化の検討を進め

ます。

市民の居場所・活動拠点づくりを推進します。

地域コミュニティ活動の場づくりへの支援

 67【CSR】コーポレート・ソーシャル・レスポンシビリティ（Corporate Social Responsibility）の略。企業の社会的責任。法令順
守や社会貢献など、一般に企業が社会に対して果たすべき責任。

短期的な取組 長期的な取組

企業による社会貢献活動
やNPOの活動への支援

活動団体同士の連携強化を通じた相乗効果による活動の
活発化

ロードマップ

短期的な取組 長期的な取組

空き家などを活用した地域
活動の場づくりへの支援

学校とまちづくりセンターの併設化など効果的な地域活
動拠点づくりの推進

ロードマップ
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成果指標
指標選定の考え方 指　　標 現状値 目標値

地域活動への市民の意識
を示す指標 町内会加入率 71.1％

（平成24年度）
75％

（平成34年度）

NPO活動の活発さを示
す指標

市内に主たる事務所を置くNPO認証
法人数

857団体
（平成24年度）

1,300団体
（平成34年度）

　市内の人口動態68 や年齢構成は、地域によって大きく異なっており、地域課題も多様化しています。

　こうした中で、地域に密着したまちづくりの拠点となる「まちづくりセンター」の存在を生かし、地

域の特性や課題に合わせた地域マネジメントを進めていく必要があります。

　市民が主体的に取り組む地域活動を支援するため、町内会を始めとした地域の様々な活動主体間の

ネットワークの構築に向けたまちづくりセンターなどによる支援・調整機能を強化します。また、幅広

3-❷　地域マネジメントの推進

 68【人口動態】出生・死亡、転入・転出などを合わせた人口の動き。
 69【統計区】区よりも小さな地域の統計情報を集計するため、札幌市が独自に設定している地理的区域で、市内を206に分割してい

る（平成24年10月 31日現在）。長期間にわたって集計結果を比較できるよう、区域の境界線は、幹線道路や大きな河
川、字界（あざかい）など、一般的に変動要素が少ないものとしている。

現状分析と施策の方向性～SWOT分析より～（136ページ参照）

図1－5　 札幌市の統計区別高齢化率  
（平成22年 10月 1日現在）

豊平区

清田区

白石区

中央区

北区

西区

南区

手稲区 東区

厚別区

20％以上30％未満 20％未満
40％以上 30％以上40％未満

＜資料＞　札幌市
注：「国勢調査」の結果による。65歳以上の人口の割合

図1－4　 札幌市の統計区69 別人口増加数
（平成12年～17年）

豊平区

清田区

白石区

中央区

北区

西区

南区

手稲区 東区

厚別区

1,000人以上増加 0人～999人増加 減少

注：「国勢調査」の結果による。
＜資料＞　札幌市
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い市民、団体が参加する区民協議会70 等の活動の活発化を図るとともに、地域の特性に合わせた課題

解決への支援などにより、地域マネジメントを推進します。

まちづくり協議会71 などへの参加促進
　地域による主体的なまちづくりを進めるため、まちづくりセンター等が

コーディネート役となり、連合町内会を中心としたまちづくり協議会等への

参加団体を多様化するなど参加促進に取り組み、地域内における様々な活動

主体間のネットワークの充実を図ります。

活動主体への支援充実
　地域のまちづくり活動を活性化させるため、まちづくりセンター等による活動主体への行政情報や統

計データの提供、関係部局とのコーディネートなどの支援の充実を図ります。

まちづくりセンターなどによる支援・調整機能を強化します。

様々な活動主体間のネットワークの構築

主な取組

 70【区民協議会】区内の様々な団体等の代表者などで構成した、区民意見の調整や合意形成を行うための組織。
 71【まちづくり協議会】地域で活動している様々な団体などがゆるやかに結び付き、それぞれが得意分野を生かしながら、地域の課題

解決や目標を実現するためのネットワーク組織。

短期的な取組 長期的な取組

まちづくり協議会などの
設置促進 参加団体の多様化、ネットワークの充実

ロードマップ

地域マネジメントを推進します。

区民協議会などの活性化

　市民自治の実践による地域課題の解決を支援するため、地域の意見をまちづくりに反映する仕組みづ

くりを進めるとともに、地域に対する効果的な支援の在り方を検討し、区民協議会やまちづくり協議会

などの活性化を図ります。

短期的な取組 長期的な取組

地域の意見などをまちづく
りに反映する仕組みづくり

地域に対する効果的な支援の在り方検討、各構成団体の
特長を生かした地域課題解決の取組の更なる促進

ロードマップ



31

は
じ
め
に

資 

料 

編

第

1
章

第

2
章

第

3
章

第
1
節

第
2
節

第
3
節

第
1
節

第
2
節

第
3
節

地域課題の分析を踏まえたまちづくりへの支援
　地域の特性や課題を踏まえたまちづくりを推進するため、地域カルテ72

や地域マップ73 などの活用を進めるとともに、地域ごとの将来を展望した

「地域まちづくりビジョン」の策定を支援します。

商店街による地域課題解決の促進
　商店街と地域団体などとの連携による地域課題の解決を促進するため、地域の将来像を共有し、商店

街の新たな役割や可能性の発見と協調的な取組を生み出す場の構築を促進します。

地域課題に対応した活動に対する支援強化

 72【地域カルテ】統計データなどを再整理し、まちづくりセンターの区域で再分析することにより、地域のまちづくり活動団体が更に
活性化するための参考資料として札幌市が作成した資料。

 73【地域マップ】地域の公共施設や交流サロンの状況などをマップに記載するとともに、統計データや災害予測（ハザード）などの分
析結果をマップで表現したもの。

短期的な取組 長期的な取組

地域カルテ・マップを活用
した地域情報の集約・分析

地域の特性や課題を踏まえた「地域まちづくりビジョ
ン」策定への支援

ロードマップ

地域を重視した効果的な行政組織体制の構築

　地域の身近な行政機関である区役所の特性を生かし、全市一律の取組では

解決できない地域課題に対応していくため、地域への組織横断的な支援の在

り方や、区役所と本庁の機能・役割分担の在り方などの検討を進め、効果的

な行政組織体制を構築します。

短期的な取組 長期的な取組

区役所と本庁の機能・役
割分担の在り方検討

地域課題の解決を支援するための効果的な行政組織体制
の構築

ロードマップ

成果指標
指標選定の考え方 指　　標 現状値 目標値

市民活動の活発さを示す
指標

「市民まちづくり活動」に参加したこ
とのある市民の割合

41.8％
（平成24年度）

85％
（平成34年度）

地域活動への市民の意識
を示す指標【再掲29
ページ】

町内会加入率 71.1％
（平成24年度）

75％
（平成34年度）
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　積雪寒冷による冬期間の厳しい気候や、年間6 mもの降雪量がある札幌の特性を踏まえ、冬も安心

して快適に暮らしていくための雪対策が重要です。

　また、人口構成の変化など地域ごとの特性に合わせた効果的な除排雪を推進するとともに、雪と共存

した札幌らしい冬の暮らしの実現を目指していく必要があります。

　冬の安心な暮らしに欠かすことのできない雪対策を効果的かつ効率的に進めるため、市民・企業との

協働による地域特性に合わせた除排雪を推進します。また、ウインタースポーツの振興や雪を楽しむイ

ベントの魅力向上などにより、札幌らしい雪と共存した冬の豊かな暮らしを実現します。

3-❸　雪と共存した暮らしの推進

市民への理解促進と民間サービスとの連携推進
　市民・企業との協働による生活道路環境の向上を図るため、地域との懇談

会や小中学校での出前授業などを通じて、幅広い世代への除排雪に対する理

解を促進するとともに、民間の雪処理サービスとの連携方策の検討などを進

めます。

地域内雪処理の推進
　排雪量を抑制した効率的な除排雪を推進するため、既存の流雪溝74 等の未利用エネルギーの活用に

よる地域内雪処理の検討などを行うとともに、利用可能な公共用地を地域の雪置き場として活用します。

冬のボランティアの推進
　自力での除雪が困難な高齢者や障がいのある方を対象とした福祉除雪を推進するため、地域のネット

ワークを通じた地域協力員の確保や企業・団体などによる協力を促進するとともに、大学等との連携な

どを通じた冬のボランティア活動への若い世代の参加を促進します。

雪対策情報の効果的な発信
　除排雪作業の見込みや異常気象時に取るべき行動、雪たい積場の開設状況

などの情報を、より多くの市民・企業に提供するために、様々な媒体を通じ

て効果的に発信します。

地域特性に合わせた除排雪を推進します。

市民・企業との協働の推進

主な取組

 74【流雪溝】道路下に設置された流雪溝本体に下水処理水や河川水を送水し、道路上の投雪口から沿線住民が投雪作業を行い、水の流
れを利用して雪を流す施設。

現状分析と施策の方向性～SWOT分析より～（136ページ参照）
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除雪の在り方検討
　今後の高齢化と人口減少を踏まえた除雪の在り方について検討するため、市民、有識者などによる議

論を進めます。

短期的な取組 長期的な取組

現行の基本計画「冬のみ
ちづくりプラン」の検証

高齢化等を踏まえた除雪
の在り方検討

在り方検討を踏まえた除
雪事業の展開

ロードマップ

バス路線の除排雪強化
　公共交通の運行の円滑化を図るため、バスレーン（専用・優先）や狭小バ

ス路線の幅員確保に向けた除排雪を強化します。

交通事業者との連携体制の構築
　渋滞箇所や危険箇所を効果的に解消するため、バスやタクシーの事業者との間で道路環境に関する情

報共有や連携体制を構築します。

通学路などの除排雪強化
　冬季の歩行環境の向上を図るため、多くの市民が通行する公共施設周辺の歩行環境の改善を図るとと

もに、子どもたちの安全を確保するための通学路の除排雪を強化します。

冬期間も快適な歩行空間の創出促進
　高齢者を始め、誰もが冬期間でも安心・快適に移動することができる空間を創出していくため、再開

発などを活用した地下鉄コンコースへの接続や、空中歩廊による駅への接続などを促進します。

除雪事業者などの経営・雇用の安定化推進
　除排雪体制を確保するため、除雪事業者や従事者の経営・雇用の安定化に

向けた業務規模・形態の検討を進めるとともに、除排雪に必要な機械を安定

的に確保します。

大雪時などの連携体制強化
　大雪時などにおける除排雪等を迅速に行うため、関係部局・機関との情報連絡体制の強化など雪害対

策実施本部の機能を強化します。

冬季道路環境などの向上

短期的な取組 長期的な取組

除排雪体制の安定化に向け
た業務規模・形態の検討 安定的な除排雪体制の確保

ロードマップ
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地域の人材発掘と活用
　身近なウインタースポーツの振興を図るため、スキー指導者等の地域の人

材を発掘し、身近な冬のイベントや学校などに派遣する取組を推進します。

冬季スポーツ大会の開催・誘致推進
　ウインタースポーツの魅力を広く発信するため、2017年アジア冬季競

技大会を開催するほか、冬季スポーツ国際大会の誘致を推進します。

冬のイベントの魅力向上
　市民自身が雪に親しみ、冬の暮らしを楽しむライフスタイルを推進することで、国内外への発信力を

高めるため、雪まつりなど既存の冬のイベントの開催の在り方を再構築し、魅力の向上を図ります。

雪と共存した冬の豊かな暮らしを実現します。

冬を楽しむウインタースポーツなどの振興

短期的な取組 長期的な取組

地域の人材を発掘・活用
する仕組みづくり

地域のイベントや学校への派遣を通じたウインタース
ポーツの振興

ロードマップ

成果指標
指標選定の考え方 指　　標 現状値 目標値

協働による雪対策の取組
状況を示す指標

冬の暮らしに関する地域内協働の取組
に参加した団体数

1,096団体
（平成24年度）

1,400団体
（平成34年度）

市民のウインタースポーツ
活動の活発さを示す指標 ウインタースポーツをする市民の割合 11.7％

（平成24年度）
25％

（平成34年度）
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　地域消費型75 の経済構造となっている札幌・北海道は、今後想定される人口減少により、

経済規模の縮小や、市民所得の減少による経済的困難を抱える層の拡大など、深刻な影響を受

ける懸念があります。これを克服していくためには、北海道経済全体の活性化を見据え、魅力

と強みを生かして、新たな価値の創造による産業の高度化を図るとともに、道内循環を高め、

道外需要を取り込むことで、足腰の強い経済基盤を確立することが重要な課題となります。ま

た、経済を支える人材を育て、札幌・北海道の経済のために活躍してもらうことも必要です。

そこで、「産業・活力」のテーマでは、3つの創造戦略を掲げます。

 75【地域消費型】ここでは、ある圏域において生産されるものや提供されるサービスを圏域内で消費する行動形態をいう。

戦略の設定

創造戦略4 札幌型産業創造戦略
～新たな価値の創造による産業の高度化～

創造戦略5 都市ブランド創造戦略
～道内循環を高め、道外需要を取り込む手法と基盤づくり～

創造戦略6 産業人材創造戦略
～将来の札幌・北海道経済を支える人材の育成・活用～

第２節 産業・活力
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　札幌が持つ魅力的な地域資源を生かした食や観光分野において、新たな価値が生み出され、これらを

機軸とした幅広い産業分野の競争力が高まっています。また、低炭素社会の実現や超高齢社会76 の到

来によって生じる様々な需要や課題を的確に捉え、その対応などを通じて新たな価値を創造する環境、

健康・福祉分野の産業が根付き、新しいビジネスが生まれています。

　北海道は高い食糧自給率78 を誇り、道産食材のブランドイメージ79 は高いものの、食料品の粗付加

価値率80 は 30.5％（平成22年（2010年））で、全国の中でも低い状況にあります。一方、札幌市

では、製造業の中でも食料品の事業所数などの割合が最も高く、食関連産業の集積が進んでいます。

　こうした中、道内一次産品と市内の製造業などとの連携を促進し、食の魅力を生かしながら、産業の

高度化や道産品の付加価値81 の向上を図っていく必要があります。

 76【超高齢社会】総人口に占める65歳以上人口の割合が21％を超える社会のこと。なお、7％以上14％未満を「高齢化社会」、
14％以上21％未満を「高齢社会」と呼ぶ。

 77【MICE】多くの集客交流が見込まれるビジネスイベントなどの総称で、Meeting（会議・セミナー）、Incentive Travel（Tour）
（企業報奨・研修旅行）、Convention（大会・学会・国際会議）、Exhibition（イベント・展示会・見本市）の頭文字のこと。

 78【食糧自給率】特定地域の食糧消費が、同一地域の農業生産でどの程度賄えているかを示す指標。
 79【ブランドイメージ】ある商品銘柄などに対して社会や消費者が抱いている印象。ここでは、都市や地域、さらには、そこで創出さ

れる産品やサービスなどに対する印象をいう。
 80【粗付加価値率】粗付加価値額（販売額から原材料費を差し引いた額）を売上額で除したもの。
 81【付加価値】生産過程で新たに付け加えられる価値。総生産額から原材料費と機械設備などの減価償却分を差し引いたもの。

札幌型産業創造戦略　 ～新たな価値の創造による産業の高度化～創造戦略4

4-❶　食の魅力を生かした産業の高度化

10年後の目指すべき姿

現状分析と施策の方向性 ～SWOT分析より～（137ページ参照）

◆食の新たな価値創造、食関連企業の集積
◆札幌・北海道の強みを生かしたMICE77 誘致の強化

実現するために変わります！
パラダイム
シフト

北海道の魅力資源を生かした産業力強化
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　北海道の豊かな自然や風土・気候、安全・安心を背景とした札幌の食の魅力を生かして、食関連産業

の基盤を強化し、産業間の連携を促進するとともに、新たな価値の創造から道外販路の確保までを支援

します。さらに、関連する企業や人材を道内外から誘致し、集積を図ることにより、食分野における産

業の高度化を図ります。

安全・安心の確保によるブランド力向上
　札幌の食のブランド力を高めるため、食の「安全・安心」の確保に向けた

取組を一層推進します。

コーディネート機能の構築
　新たな製品・技術の開発を推進するため、企業間や産業間、さらには産・

学・官のコーディネート機能を構築し、お互いの技術や強みを生かした食関

連産業同士の連携や、食関連産業と他産業との連携を促進します。

試験・試作支援機能などの充実
　重点品目（米、小麦、乳製品等）による新たなブランドづくりを進めるた

め、試験・試作支援機能や事業提案機能などの充実を図ります。

主な取組

食を中心としたプラットフォーム82 機能の構築

食関連産業の基盤を強化し、産業間の連携を促進します。

短期的な取組 長期的な取組

プラットフォーム機能の
構築 重点品目による新たなブランドづくり

ロードマップ

 82【プラットフォーム】ここでは、総合的な支援体制整備を目指した基礎、基盤や中間支援の仕組みをいう。

図1－6　食料品製造業における粗付加価値率（平成22年中）

＜資料＞　経済産業省「工業統計調査」
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　道産品の付加価値の向上を図るため、医薬や機能性食品83 の研究開発

や、鮮度保持技術の実用化などを支援します。

機能性等に着目した研究開発などの支援

新たな価値の創造から道外販路の確保までを支援します。

短期的な取組 長期的な取組

医薬や機能性食品の研究開発、鮮度保持技
術の実用化などへの支援 商品化や販路拡大に向けた支援

ロードマップ

アジアを始めとした海外展開の支援

商品開発支援と輸出の拡大
　企業の海外展開・販路拡大を推進するため、輸出向け食品の開発を支援す
るとともに、国際貨物輸送の強化や海外有望市場における食の販売と情報発
信を行う拠点の形成により、輸出の拡大を図ります。

海外プロモーションの強化
　道産食品の重点的なブランド化を図るため、イベントを活用した発信強化や外食産業の海外展開を支
援するとともに、札幌コンテンツ特区84 を活用するなど、北海道の食の海外プロモーションを一層強
化します。

短期的な取組 長期的な取組

輸出向け食品開発への支援 売込拠点形成、道産有望商材の重点的なブランド化

ロードマップ

 83【機能性食品】一般的に、人間の健康、身体能力、心理状態に好ましい影響を与える働きが科学的に明らかにされた食品。
 84【札幌コンテンツ特区】札幌のアジアにおける映像産業の拠点化を目指し、平成23年（2011年）に国から指定を受けた地域活性

化総合特区。アジアにおける映像コンテンツの国際共同制作・国際共同流通・共同人材育成などを進めることで、札幌・北海
道の観光や貿易を始めとした多様な産業に波及する循環を創出し、地域全体の活性化を図る。

 85【北海道フード・コンプレックス国際戦略総合特区】食料供給基地である北海道ならではの「食の総合産業」の確立により国際競争
力を強化し、東アジアにおける食産業の研究開発・輸出拠点化を目指す国際戦略総合特区。平成23年（2011年）に札幌・
江別地区、帯広・十勝地区、函館地区の3つのエリアで国から指定を受けている。

 86【東雁来流通工業系業務地区】交通利便性を生かした流通運輸関連、軽工業関連施設及び沿道サービス施設等の立地を進める地区。

食関連産業の集積
　札幌における食品産業の付加価値を高めるため、特区の税制優遇などを活用しながら、東雁来流通工

業系業務地区86 などへ食料品・機能性食品製造業を誘致し、食関連産業の企業集積を促進します。

道内外からの食関連企業の誘致、集積を促進します。

北海道フード・コンプレックス国際戦略総合特区85 の活用
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短期的な取組 長期的な取組

特区を活用した食関連企
業誘致 食関連企業や研究機関等の集積促進

ロードマップ

近隣自治体と連携した企業誘致

　札幌圏87 域に、北海道の強みを生かせる食・バイオ分野などの企業の更

なる集積を図り、付加価値を創出しやすい環境を整えるため、近隣自治体と

連携して、積極的な企業誘致活動を展開します。

短期的な取組 長期的な取組

近隣自治体と連携した企
業誘致 札幌圏域への企業集積の促進

ロードマップ

成果指標
指標選定の考え方 指　　標 現状値 目標値

市内食料品製造業の集積
状況を示す指標 食料品製造業の製造品出荷額等 2,053億円

（平成22年度）
2,400億円

（平成34年度）

市内食料品製造業の粗付
加価値創出の取組状況を
示す指標

食料品製造業の粗付加価値額 782億円
（平成22年度）

940億円
（平成34年度）

 87【札幌圏】ここでは、行政、経済、環境などの様々な分野において、札幌市と結び付きの強い近隣市町村をまとめて指す呼び名をいう。

補完技術の誘致促進
　食品産業の生産性を高めるため、食関連技術のうち、ボトリング（瓶詰

め）などの道内において十分に対応ができていない部分を補完する企業の誘

致を重点的に進めます。

　札幌市内の総観光消費額は3,743億円（平成24年度（2012年度））であり、重要な産業の一つ

となっています。その一方で、平成24年度（2012年度）の来札観光客数は1,304万 1千人とな

り、平成18年度（2006年度）の1,410万人4千人をピークに7.5％減少しています。

4-❷　魅力あるまちづくりと観光振興の一体的推進

現状分析と施策の方向性～SWOT分析より～（137ページ参照）
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短期的な取組 長期的な取組

プラン策定 プランに基づく取組の展開

魅力の再発見、観光関連
産業同士の連携 観光関連産業同士の連携促進

観光資源の発掘・創出 既存の観光資源と周辺地域を含めたまちづくり

ロードマップ

　自然、食、文化芸術、スポーツなど、札幌らしい魅力資源を磨き、観光関連産業同士の連携を生むこ

とで新たな都市観光を創造します。さらに、「北海道のショーケース」として道内各地の魅力が集まる

ことを生かし、来訪者の集客・再訪、周遊・滞在を促進し、札幌・北海道の観光消費の拡大、付加価値

の向上を図ります。

観光まちづくりプランの策定
　観光を通じて、市民や来訪者が豊かな生活や体験を実現できるまちづくり

を進めるため、観光振興の取組の方向性を示す「観光まちづくりプラン」を

策定します。

観光関連産業同士の連携促進
　札幌の都市ブランドの価値を高めるため、自然、食、文化芸術、スポーツ

を始めとした札幌らしい魅力を再発見し、磨き上げるとともに、観光関連産業同士の連携を促進するこ

とで、こうした魅力を観光プログラムに活用します。

観光資源と周辺地域の総合的なマネジメント
　市民にも来訪者にも魅力的なまちづくりを進めるため、外国人観光客のニーズに合致した観光資源の

発掘・創出を図るとともに、既存の観光資源（定山渓、札幌芸術の森、藻岩山、モエレ沼公園・サッポ

ロさとらんど、歴史的建造物等）と周辺地域を含めたまちづくりを総合的にマネジメントします。

様々な世代の視点を生かした魅力の向上
　多様な観光ニーズに対応するため、子どもを含む様々な世代の視点を生かしながら、あらゆる世代が

楽しめる札幌・北海道らしい魅力的な観光資源を発掘・創出し、その魅力を積極的に活用していきます。

札幌らしい新たな都市観光を創造します。

魅力資源の発掘・創出・活用

　こうした中、全国的にも優位性のある北海道の観光資源を生かしながら、道内連携等を通じた交流人

口の拡大などにより、観光振興を図っていく必要があります。

主な取組
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市民力を活用した情報発信
　多様なニーズに応じた観光情報を発信するため、ブログ88 などのソー

シャルメディア89 を活用して、市民、来訪者、観光関連事業者が魅力と感

じている観光地や観光施設などの情報を発信し、さらに情報の相互交流を進

める、いわゆる口コミによる情報発信の形成を促進します。

海外プロモーションの強化
　海外からの効果的な集客を図るため、北海道や道内市町村と連携し、タイやインドネシアといった海

外有望市場や新興国市場など、国・地域のニーズを捉えたプロモーションを実施するとともに、札幌コ

ンテンツ特区を活用した取組を進めます。

ターゲットに合わせたプロモーション活動

 88【ブログ】ウェブ上の記録を意味する「ウェブログ」の略。個人の日記などを簡便な方法で作成し、公開することができるウェブサ
イトの総称。

 89【ソーシャルメディア】SNS、ブログなど、インターネットを利用して個人間のコミュニケーションを促進するサービスの総称。
 90【IT】インフォメーション・テクノロジーの略。情報処理、情報技術。

観光消費の拡大、付加価値の向上を図ります。

道内市町村と連携した観光振興

　道内経済循環の活性化を図るため、道内市町村と連携し、自然を生かした

体験型観光メニューを開発するなど、周遊・滞在に結び付く魅力の創出・充

実を図ります。

　また、交通ネットワークの強化や IT90 を活用した交通案内等の情報提供

機能の充実などにより、訪れた人が道内を含め、周遊しやすい環境づくりを進めます。

短期的な取組 長期的な取組

市民力を活用した情報発信、
国・地域別のプロモーション

市民力を活用した情報発信、国・地域別のプロモーショ
ンの確立

ロードマップ

短期的な取組 長期的な取組

道内連携や IT を活用し
た周遊促進 交通ネットワーク強化による周遊の促進

ロードマップ



42

は
じ
め
に

資 

料 

編

第

1
章

第

2
章

第

3
章

第
1
節

第
2
節

第
3
節

第
1
節

第
2
節

第
3
節

無線通信環境の充実
　都心や主要な観光施設などにおける利便性を向上させるため、外国人観光

客からのニーズが高い無線通信環境の充実を図ります。

多言語対応の促進
　外国人観光客の満足度を向上させるため、交通機関・飲食・商業施設など

における多言語対応を促進します。

配慮が必要な外国人観光客の受入環境向上
　多様な文化圏からの集客を図るため、食における制限など、生活習慣などで配慮が必要な外国人観光

客の受入環境の向上に取り組みます。

外国人観光客の受入環境の向上

短期的な取組 長期的な取組

ロードマップ

多様な文化圏からの外国人観光客への対応
施設やサービスの充実と対象地域の拡大

多様な文化圏からの外国人観光客への対
応手法の普及促進（特定地域）

効率的・効果的な無線通信環境・多言語対
応の確立無線通信環境の向上、多言語対応の促進

観光関連サービスの質的転換の促進

　来訪者の満足度の向上や、一人当たり観光消費額の増加を図るため、宿

泊、飲食、観光施設等における富裕層向けの質の高いサービスの提供など、

付加価値の向上を図る取組を支援し、質的転換を促進します。

短期的な取組 長期的な取組

効果的な支援手法の検
討、実施 具体的な支援の展開、更なる検討

ロードマップ

札幌・北海道の強みを生かしたMICEの誘致

 91【ユニークベニュー】個性的・独創的なパーティ会場（例：モエレ沼公園ガラスのピラミッド、大倉山ジャンプ競技場）。
 92【チームビルディング】チームワークを高めるために競い合うプログラム（例：雪だるま装飾コンテスト）。

MICE向けコンテンツの開発
　多様なMICE誘致に活用するため、札幌・北海道の独自性を生か

したユニークベニュー91 やチームビルディング92 などのプログラム

を開発します。
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成果指標
指標選定の考え方 指　　標 現状値 目標値

観光地としての魅力、受
入環境の充実度などを示
す指標

観光地としての総合満足度（「満足」
と回答した人の割合）

27.0％
（平成24年度）

40％
（平成34年度）

集客交流の札幌市経済に
対する貢献度を示す指標 札幌市内での総観光消費額 3,743億円

（平成24年度）
4,700億円

（平成34年度）

集客交流の状況を示す指
標 年間来客数 1,304万人

（平成24年度）
1,500万人

（平成34年度）

 93【インバウンド】外国人旅行者を自国へ誘致することの意。
 94【コンベンションビューロー】公益財団法人札幌国際プラザの主要事業部門の一つ。コンベンション（大会・学会・国際会議）誘致

やコンベンション関連産業の振興等を行う。
 95【再生可能エネルギー】太陽光、風力、地熱など、エネルギー源として永続的に利用することができるものの総称。

ユニークベニューやチー
ムビルディングの開発

短期的な取組 長期的な取組

ユニークベニューやチームビルディングを活用した誘致推進

インバウンドやMICE
推進体制の強化 MICE誘致の強化に向けた方策の確立と推進

ロードマップ

誘致強化と推進体制の充実
　観光の付加価値の向上を図るため、多様な国際会議などの誘致に取り組むとともに、インバウンド93

や、MICE誘致を推進するコンベンションビューロー94 を始めとする推進体制の充実を図ります。

　環境問題は今後社会全体が一丸となって取り組むべき課題であることに加え、福島第一原子力発電所

の事故を境に、エネルギー転換を求める住民意識が高まっています。

　こうした機会を捉え、エネルギー転換を推進する環境産業の創出に取り組むとともに、再生可能エネ

ルギー95 施設の誘致や集積を図るなど、環境分野における新たな価値を創造する産業を育成する必要

があります。

4-❸　エネルギー転換に対応した環境産業の創造

現状分析と施策の方向性～SWOT分析より～（137ページ参照）

　エネルギー転換の進展に伴って生じるエネルギー消費の在り方などの地域課題の解決に向けて、省エ
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研究開発や実用化の支援
　積雪寒冷技術の産業化を推進するため、産・学・官連携により、高断熱・

高気密住宅関連技術や未利用熱（雪氷冷熱、換気排熱）活用技術の高度化な

どの研究開発や実用化を支援します。

再生可能エネルギー創出関連技術などの研究開発支援
　再生可能エネルギーなどの産業化を推進するため、恵まれた自然資源を活

用した太陽光、風力、地熱、バイオマス 99 などの再生可能エネルギー創出関連技術や、それらのエネ

ルギーを蓄える技術の研究開発や事業化に取り組む企業を支援します。

エネルギー関連技術の産業化を推進します。

先進的な技術に関する研究開発や実用化の推進

主な取組

 96【創エネルギー】太陽光発電を始めとする再生可能エネルギーなどを活用して、エネルギーを創り出すとともに、節電などによりエ
ネルギー消費量を削減すること。

 97【蓄エネルギー】蓄電池などを利用してエネルギー（電気・冷温熱等）を貯めておくこと。天候等に発電量が左右されやすい再生可能
エネルギーと組み合わせることで、安定供給が可能となる。

 98【エネルギーマネジメント】情報通信技術（ICT）を活用して、家庭・オフィスビル・工場などのエネルギー（電気・ガス等）の使用
状況をリアルタイムに把握・管理し、最適化するシステム。

 99【バイオマス】動植物に由来する生物資源の総称。
100【民生部門】エネルギー消費量や温室効果ガス排出量のうち、自家用自動車などの運輸関係を除く家庭からのものと、企業の管理部

門などの事務所、ホテル、百貨店、サービス業等の第三次産業などによるものを合わせたものを示す際に使用する表現。
101【スマートファクトリー】工場内の機器をネットワークで結ぶことなどにより、様々な情報を「見える化」し、エネルギーの効率的

利用を可能にした工場のこと。

関連システムや機器などの導入促進

　メンテナンス等を含めた関連産業全体の振興を図るため、民生部門100 のエネルギーマネジメントや

産業部門のスマートファクトリー101 化に関連するシステムや機器などの導入を促進します。

短期的な取組 長期的な取組

積雪寒冷技術、再生可能
エネルギー創出関連技術
の研究開発支援

積雪寒冷技術、再生可能エネルギー創出関連技術の研究
開発・製品化・事業化支援

ロードマップ

ネルギー・創エネルギー96・蓄エネルギー97 やエネルギーマネジメント98 といったエネルギー関連技術

の産業化を推進します。さらに、関連する技術の集積や企業誘致により、環境分野における新たな価値

を創造する産業を振興します。
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大規模施設の設置促進
　環境関連産業の活性化を図るとともに、都市内でのエネルギー供給の補完

性を高めるため、大規模な再生可能エネルギーシステムの設置を支援します。

実証実験への支援
　積雪寒冷地における再生可能エネルギーに関する技術を確立し、普及拡大を図るため、発電効率の検

証や蓄電池を組み合わせたシステムなどに関する実証実験を支援します。

エネルギー関連技術の集積や企業誘致を図ります。

再生可能エネルギー関連設備などの集積

102【地産地消】地域生産・地域消費の略語で、地域で生産された様々な生産物や資源をその地域で消費すること。
103【スマートグリッド】電力の流れを供給側・需要側の両方から制御し、最適化できる送電網。
104【ベンチャー企業】起業家精神に富み、新たな商品やサービスの開発といった創造的な事業活動に取り組む企業。

広域的なエネルギー関連企業などの誘致推進

　エネルギーの地産地消102 を進めるため、道内市町村と連携して、再生可

能エネルギー・スマートグリッド103 などの技術に関する研究開発や製造を

行う企業の誘致を推進し、企業集積を図ります。

短期的な取組 長期的な取組

関連システムや機器など
の導入促進 効率的なエネルギー利用の促進に伴う関連産業の振興

ロードマップ

成果指標
指標選定の考え方 指　　標 現状値 目標値

新分野進出等に関する企
業の取組状況を示す指標

新製品・新技術の開発や新分野進出に
取り組むと答える企業の割合

58.1％
（平成24年度）

75％
（平成34年度）

新たな価値を創造するベ
ンチャー企業104 の集積
状況を示す指標

大学発ベンチャー企業数（環境・エネ
ルギー）

21社
（平成23年度）

30社
（平成34年度）

短期的な取組 長期的な取組

再生可能エネルギー関連
設備等の集積 再生可能エネルギー関連企業等の広域的な集積の推進

ロードマップ
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105【バイオ産業】バイオテクノロジー技術を応用して商品開発を行う産業。
106【ウェルネス・サイエンス】ここでは、個人や集団の最適な健康状態実現や生活の質の向上を図ることで、地域社会の活性化等を目

指す新たな研究をいう。

4-❹　超高齢社会に対応した健康・福祉産業の創造

　高齢者の増加に伴い、健康福祉分野の市場が拡大することが見込まれます。また、札幌市内における

バイオ産業105 の売上げは313億円（平成23年度（2011年度））となるなど年々増加しているほ

か、市内には大学などの研究機関が集積しています。

　これらの地域資源を生かし、今後の高齢化の更なる進行に伴って生じる需要や課題への対応に向け

て、健康・福祉産業を振興していく必要があります。

　人口減少・超高齢社会の進行に伴って生じる需要や課題への対応に向けて、健康・福祉関連のものづ

くり・サービス産業を振興するとともに、医療・医薬、機能性食品などの研究開発を促進します。さら

に、先端医療技術を活用することにより、健康・福祉分野における新たな価値を創造する産業を振興し

ます。

現状分析と施策の方向性～SWOT分析より～（137ページ参照）

技術研究や商品化の支援
　健康・福祉関連産業の育成・強化を図るため、介護や看護などに関わるも

のづくりの技術研究や商品化を支援します。

ウェルネス・サイエンス106 の推進
　健康・福祉関連産業の裾野を広げるため、市場の成長が期待される生活・

健康分野におけるウェルネス・サイエンスの実用化を大学や研究機関と協力しながら推進します。

医食農 IT連携の推進
　健康や生活の質への関心の高まりによる新たなニーズを取り込むため、医療と食・農業を IT 技術に

よって連携させる新たな産業を育成します。

健康・福祉関連の産業を振興します。

高齢者を中心とした多様な世代に向けた産業の振興

主な取組
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短期的な取組 長期的な取組

技術研究や商品化の支援 技術研究や商品化、販路拡大の支援

医食農 IT 連携モデルづ
くり 医食農 IT 連携の推進

ロードマップ

107【バイオビジネス】生物の持つ機能を上手に利用する技術であるバイオテクノロジー技術を応用して商品開発を行う産業。
108【北海道大学北キャンパス】北海道大学の北キャンパス周辺エリアを指し、研究開発等の集積が進んでいる。
109【エレクトロニクスセンター】情報産業の企業集積を目的に、全国に先駆けて分譲を開始した研究開発型企業団地「札幌テクノパー

ク」（厚別区下野幌）のセンター施設として、昭和61年（1986年）に開設。立地企業のサポート、技術者の交流や企業の
技術連携支援、高度 IT 人材の育成、市内 IT 企業のグローバル化促進などを実施。

110【ウェットラボ】生物化学系の実験を行うため、液体を取り扱えるように、換気機能や給排水などの設備が整備された試験・研究室。
111【IT 産業】情報処理、情報技術に関連する産業の総称。

研究開発への支援
　札幌・北海道が優位性を持つ豊富な食資源や大学・研究機関等の知の集積

を背景としたバイオビジネス107 によって、新たな需要を取り込むため、北

海道大学北キャンパス108 等において行われている、医療・医薬や機能性食

品などの研究開発を支援します。

他産業や試験研究機関との連携促進
　バイオ関連商品などの開発を支援するため、エレクトロニクスセンター109 のウェットラボ110 化によ

るバイオ産業と IT 産業111 の連携や、道立総合研究機構等の試験研究機関の活用などを促進します。

近隣自治体と連携したバイオ関連企業の誘致
　バイオ関連企業の集積を促進し、研究開発機能の高度化を図るため、近隣自治体と連携した企業誘致

を行います。

医療・医薬、機能性食品などの研究開発を促進します。

バイオ関連企業の研究開発への支援

短期的な取組 長期的な取組

研究開発への支援
試験研究機関の活用 バイオ関連企業の集積促進

ロードマップ
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研究開発型企業への支援
　新たな価値の創出と関連産業の活性化を図るため、医療関連の素材・機器

などの研究開発型企業を支援します。

臨床や学術研究と産業のコーディネート機能の構築
　市内関連企業の高度化を図るため、先端医療現場と企業をつなぎ、医学、

工学、薬学の融合を図るコーディネート機能の構築を推進します。

医療と ITの連携促進
　今後更なるニーズが見込まれる遠隔医療などの分野の産業を振興するため、医療と IT の連携を促進

し、利便性の高いサービスの創出を図ることで、新たな市場を開拓していきます。

先端医療技術を活用して、新たな価値を創造します。

先端医療技術を活用した産業の振興

短期的な取組 長期的な取組

コーディネート機能の構
築 先端医療の関連産業の振興

ロードマップ

成果指標
指標選定の考え方 指　　標 現状値 目標値

新分野進出等に関する企
業の取組状況を示す指標
【再掲45ページ】

新製品・新技術の開発や新分野進出に
取り組むと答える企業の割合

58.1％
（平成24年度）

75％
（平成34年度）

市内バイオ産業の景況感
を示す指標 バイオ産業の売上高 313億円

（平成23年度）
730億円

（平成34年度）
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　創造性を生かした産業活動の推進や、国際戦略・シティプロモートの積極的な展開により、道内循環

が高まるとともに、道外需要を積極的に取り込んでいます。また、こうした取組に併せて、札幌を含め

た道央圏、さらには北海道全体の連携による都市競争力を強化するための基盤づくりが進んでいます。

都市ブランド創造戦略　 ～道内循環を高め、道外需要を取り込む手法と基盤づくり～創造戦略5

10年後の目指すべき姿

◆海外需要を取り込むための国際戦略の推進
◆広域的な交通ネットワークの充実

実現するために変わります！
パラダイム
シフト

国内外の活力を取り込む環境整備

　札幌市の人口は減少局面に入ると想定されています。また、人口に占める外国人の割合は0.5％

で、全国平均1.6％を下回っており、（平成23年（2011年））、外国人留学生の数も政令指定都市112

の中で9位と多くない状況にあります（平成23年（2011年））。

　こうした中、人口減少社会の到来を踏まえ、アジアや北方圏を中心とした世界の活力を取り入れ、経

済の活性化を図っていくためには、国際化を積極的に進めていく必要があります。

　中小企業の海外ビジネス展開や海外からの集客を図るため、アジアや北方圏の経済発展地域に対する

マーケティング113 活動の促進やMICE誘致などを強化するとともに、企業や市民の国際化を促進する

ための仕組みを強化します。

5-❶　世界の活力を取り込む国際戦略の積極展開

現状分析と施策の方向性 ～SWOT分析より～（137ページ参照）

112【政令指定都市】人口50万人以上の市で、地方自治法第252条の19の規定に基づいて政令によって指定されたもの。
113【マーケティング】企業や非営利組織が行うあらゆる活動のうち、「顧客が真に求める商品やサービスを作り、その情報を届け、顧客

がその商品を効果的に得られるようにする活動」の全てを表す概念。
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企業マッチングなどの実施
　食関連企業や積雪寒冷地向けの製品・技術を持つ企業等による、アジア

や、ロシアを始めとする北方圏への海外展開を支援するため、札幌市、北海

道や地元金融機関などの海外拠点の活用を通じて、企業マッチングなどを実

施します。

国際協力の促進
　経済分野も含めた多様な交流を推進するため、環境保全や教育、保健衛生

など、幅広い分野における海外研修生の受入れや開発途上国への技術者派遣

などを通じた国際協力を促進します。

MICE向けコンテンツの開発（再掲42ページ）

誘致強化と推進体制の充実（再掲43ページ）

アジアや北方圏に対するマーケティング活動やMICE誘致の強化を進めます。

強みを生かした海外展開の促進やMICEの誘致

主な取組

短期的な取組 長期的な取組

企業マッチングなどの実
施 企業マッチングを含む多様な支援の実施

ロードマップ

国際戦略プランの策定と実効性のある展開

　国際戦略を総合的に推進するため、今後の国際戦略の方向性を示す「国際

戦略プラン」を策定するとともに、その実効性を高めるため、「官民連携国

際実務者会議」を設置します。また、関係部局で組織する国際戦略推進本部

を設置し、横断的な連携による海外シティプロモートを展開するなど、国際

情勢の変化に柔軟に対応する取組を進めます。

短期的な取組 長期的な取組

国際戦略プラン策
定

横断的な連携による海外シティプロモートの展開など、国際戦略
プランに基づく取組の展開

ロードマップ
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海外経験などの促進
　世界の舞台に積極的に挑戦し、活躍できるグローバル人材を育成するた

め、研修や留学などに関する情報提供をきめ細やかに行うことで、若い頃か

らの海外経験を促すとともに、セミナーなどを通じて多様な文化に触れる機

会を提供します。

グローバル人材の就業支援
　企業の国際競争力を高めていくため、外国人留学生の誘致や道内への就業

促進に向けた支援のほか、海外経験のある日本人学生と企業の就職マッチングを進めるなど、グローバ

ル人材の就業を支援します。

企業や市民の国際化を促進する仕組みづくりを進めます。

グローバル人材の育成・就業支援

短期的な取組 長期的な取組

留学生などの就業支援
ニーズの把握と支援方策
の検討

留学生などの市内・道内企業への就業促進に向けた支援
の強化

ロードマップ

外国人が活動しやすい環境づくり

　外国人の就業や起業114、さらには外国企業の活動の活性化を促進するた

め、在住外国人のニーズを踏まえた生活・医療・教育支援を強化するなど、

生活環境の整備を進めます。

短期的な取組 長期的な取組

外国人が活動しやすい環
境づくり、ニーズの把握
と支援方策の検討

外国人が活動しやすい環境づくりに向けた支援の強化

ロードマップ

114【起業】新しく事業を始めること。
115【グローバル化】ヒト、モノ、カネ、情報の国境を越えた移動が地球規模で盛んになり、政治や経済など様々な分野での境界線が無

くなることで、相互依存の関係が深まっていく現象。

成果指標
指標選定の考え方 指　　標 現状値 目標値

グローバル化115 に対す
る企業の取組状況を示す
指標

グローバル化への取組を行っている企
業の割合

8.7％
（平成24年度）

45％
（平成34年度）

集客交流の要素の一つで
あるMICEの振興度合
いを示す指標

国際会議の開催件数 83件
（平成23年度）

120件
（平成34年度）
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116【イノベーション】新しい方法、仕組み、慣習などを導入することをいい、新製品の開発や生産方法の改良、新しい資源や原料の開
発、組織体制の改変などにより、新しい価値を生み出すこと。

117【クリエイター】創造的な仕事をしている人。創作家。制作者。
118【地場産業】ここでは、地域の素材・資源を利用して特産品を製造したり、サービスを提供したりする産業をいう。
119【インキュベーション機能】起業の支援や創業間もない企業、中小企業の事業が軌道に乗るように支援する機能のこと。技術、人

材、資金等の支援を行うインキュベーション施設の提供や事業計画の作成、事業戦略、特許管理のノウハウの提供などにより
支援を行う。

120【コワーキング】各個人が独立して働きつつも、働く場所を共有することで、アイデアや情報を交換し、協働して新たなビジネスを
生み出していく仕事の仕方。

　札幌市内には、IT、コンテンツ、バイオなどの特色ある産業が集積しているという特性があります。

　これらの産業を相互に結び付けることにより、新たな価値を生み出すためのイノベーション116 を誘

発することが期待できます。

　創造的なものづくりにチャレンジするベンチャー企業や起業家を生み育てるとともに、優れたデザイ

ナー、クリエイター117、アーティストなどを輩出する環境を生かし、文化芸術などの創造的な活動と

食、環境、健康・福祉分野などの多様な地場産業118 との交流を促進することにより、イノベーション

を誘発します。

5-❷　創造性を生かしたイノベーションの誘発

現状分析と施策の方向性～SWOT分析より～（137ページ参照）

創造的なものづくりにチャレンジする起業家を育成します。

新たな働き方への支援とインキュベーション機能119 の強化

主な取組

　起業を促進するため、コワーキング120 などの新たな働き方への支援を行

うとともに、インキュベーション施設の有効活用やインキュベーションマ

ネージャーの育成を支援します。

短期的な取組 長期的な取組

新たな働き方の支援を通じた起業促進コワーキング
など新たな働
き方の可能性
や連携の在り
方の検討

インキュベーション機能の充実（施設の有効活用、インキュ
ベーションマネージャーの育成支援）

ロードマップ
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創造性を有する組織・人材による産業化の取組などの推進

　新たな価値を生み出し、国内外の需要を取り込むことができるクリエイ

ティブ産業121 の創発や人材育成を進めるため、ICC122 や札幌市立大学を始

めとした高等教育機関などの創造性を有する様々な組織・人材による産業化

の取組などを推進します。

121【クリエイティブ産業】ここでは、個人の創造性や技能・才能に由来し、また、知的財産権の開発を通じて富と雇用を創造しうる産
業をいう。

122【ICC】インタークロス・クリエイティブ・センターの略。コンテンツ産業の振興を目的として、クリエイターや企業などの新たな
ビジネスの創出を支援する施設。

123【クラウドファンディング】不特定多数の人が、他の人々や組織に財源の提供や協力等を行うこと。

短期的な取組 長期的な取組

様々な組織・人材によるアートやコンテン
ツの産業化、プロジェクト展開 クリエイティブ産業の創発

ロードマップ

映像のプロモーション効果の活用
　観光客やMICEの誘致、地場商品の販路拡大などを複合的かつ効果的に

推進するため、札幌で撮影された商品や景色などの映像が広く海外で視聴さ

れることによるプロモーション効果を活用した事業を展開していきます。

独自の資格制度の創設
　札幌で多くの映像が撮影される環境づくりを進めるため、撮影現場などで

総合的な安全管理を行う札幌市独自の資格制度を創設します。

資金調達支援やスタジオ誘致などの推進
　札幌の魅力を発信する映像制作を促進するため、クラウドファンディング123 等の多様な資金調達支

援やスタジオ誘致などの取組を推進します。

創造的な活動と地場産業の交流を促進します。

札幌コンテンツ特区の活用

ロードマップ
短期的な取組 長期的な取組

資金調達支援方法の検討 資金調達支援やスタジオ誘致の推進

映像を活用した観光客やMICEの誘致、商品の販路拡大
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文化芸術とビジネスの交流促進

　文化芸術の産業化を目指した取組を推進するため、市民交流複合施設124

内に設置する（仮称）アートセンターや札幌国際芸術祭125 を始めとした

様々なイベント等を活用しながら、芸術家とものづくり企業などの多様な企

業との交流や連携を促進します。

124【市民交流複合施設】多様な文化芸術活動の中心的な拠点として、高機能ホール、アートセンター、都心にふさわしい図書館の3つ
の機能を備えた施設の整備を、北1西1街区で実施する市街地再開発事業に合わせて実施する予定。平成30年度の供用開始
を目指す。

125【札幌国際芸術祭】「創造都市さっぽろ」のシンボル的なイベントとして、「都市と自然」を基本方針として、平成26年度に初めて
開催する芸術祭。3年ごとの定期的な開催を目途としている。

ロードマップ
短期的な取組 長期的な取組

アートセンター開設準備・開設 文化芸術の産業化に向けた取組の展開

札幌国際芸術祭の定期開催

成果指標
指標選定の考え方 指　　標 現状値 目標値

IT・コンテンツを活用し
た経営改善に対する企業
の意識を示す指標

IT・コンテンツを活用して高付加価値
をつけようと思っている企業の割合

13.2％
（平成24年度）

20％
（平成34年度）

クリエイティブ産業の集
積を示す指標 クリエイティブ産業の従事者数 37,390人

（平成21年度）
39,000人

（平成34年度）

　札幌周辺には新千歳空港や石狩湾新港などの広域的な交通インフラが整備されているという利点があ

ります。

　これらの基盤と札幌をつなぐ交通ネットワークを一層強化することで、道内外のヒト、モノの流れを

更に活性化するとともに、企業集積や様々な投資を受け入れるための環境整備を行っていくことが必要

です。

5-❸　広域連携ネットワークの強化と投資環境の充実

現状分析と施策の方向性～SWOT分析より～（137ページ参照）
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　道内の産業間の連携を深めるとともに、道央圏における主要な空港や港湾などとの交通ネットワーク

を強化し、道内外とのヒト・モノ・情報の流れを活性化します。

　また、こうした取組に併せて、道都・札幌の都心の魅力づくりや、バックアップ機能126 の誘致、国

内外からのものづくり機能の集積を促すための環境づくりを推進し、北海道全体の発展に貢献していき

ます。

126【バックアップ機能】特に東京圏を中心とした場所に存する中枢機能の継続が何らかの原因により不可能となる事態が発生した場合
に、これを代替する機能。

127【6次産業化】第1次産業、第2次産業、第3次産業を融合させ、新たな産業振興を行うという考え方。
128【滞在型観光】一箇所に滞在し、滞在地で静養や体験型を始めとしたレジャーを楽しむこと、又はそこを拠点に周辺の観光を楽しむ

レジャー形態のこと。
129【骨格道路網】ここでは、都心への不必要な自動車流入の抑制や周辺都市や市内各地域の拠点へ容易に到達でき、それらの拠点相互

が有機的に連結するよう計画的に配置した幹線道路網をいう。
130【都心アクセス強化道路】ここでは、都心における渋滞緩和や、全道各地から都心への人やモノの速達性を向上させるために、機能

強化などを検討していく道路で、創成川通と豊平川通を指す。
131【大谷地流通業務団地】札幌市白石区流通センター付近に存在する流通業務団地で、交通アクセスの優位性と札幌を中心とした一大

消費地を背景に、北海道の広域物流拠点として機能し、現在では札幌都市圏の5分の1、市内の4分の1の貨物を取り扱う
など、北海道の流通経済基地としての役割を担っている。

道内外とのヒト・モノ・情報の流れを活性化します。

道内の産業間連携の促進

主な取組

　産業の高度化を図るため、道内資源を有機的に活用する6次産業化127 や、滞在型観光128 などの観

光分野における道内連携、さらには、広域連携による再生可能エネルギーの活用など、あらゆる産業分

野における道内連携を促進します。

新幹線や道路網の整備推進
　国内の人の流れを活性化し、経済効果を道内や市内に循環させてい

くため、北海道新幹線の札幌延伸の円滑な事業推進、早期開業に向け

た取組を進めるとともに、骨格道路網129 や地域間をつなぐ幹線道路

などの未整備区間の整備を推進します。また、都心アクセス強化道

路130 軸の検討を国とも連携しながら進めます。

物流・交通拠点の高度利用の促進
　市内、道内への物流循環を活性化するため、大谷地流通業務団地131 の物流機能の高度化の方向性に

ついて検討を進めます。また、道内や国内外からのアクセス性を高め、ヒト、モノ、エネルギーなどの

流れを加速させるため、広域的な連携による海外航空路線の拡充促進や関係団体との協働によるプロ

モーションなどを通じて、丘珠空港、新千歳空港、石狩湾新港の利用促進を図ります。

広域的な交通ネットワークの充実
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短期的な取組 長期的な取組

道内の産業間連携の促進 道内連携による食、観光、エネルギー産業の高度化の推
進

物流拠点高度化の必要性
やニーズの把握 物流拠点高度化に向けた機能再構築の検討、推進

ロードマップ

道都・札幌の都心の魅力づくりに取り組みます。

札幌駅交流拠点132 の整備方針の策定

　北海道新幹線の札幌延伸を見据え、国内外からの来客を迎える札幌

駅周辺の魅力を高めるため、道内とのアクセスの拠点ともなる札幌駅

交流拠点の基本的な整備方針を策定するとともに、北5西1地区の

整備検討や地下鉄さっぽろ駅などの再整備を行います。

短期的な取組 長期的な取組

札幌駅交流拠点の整備の
在り方検討 札幌駅交流拠点の整備に向けた取組

ロードマップ

132【交流拠点】「都心まちづくり計画」と「さっぽろ都心まちづくり戦略」で位置付けている都心の骨格構造の一つで、多様な機能・活
動等の集積が見込まれる骨格軸の交点、交流結節点となる札幌駅交流拠点、大通交流拠点、創世交流拠点の3つがある。

133【データセンター】インターネット用のサーバーやデータ通信などの装置を集中的に設置・運用することに特化した拠点のこと。企
業は、データやサーバーなどを預けることで、安定的にシステムを運用することができる。

134【基幹系通信網】大規模な通信ネットワークにおいて、集線装置間や拠点間、あるいは事業者間、国家間などを結ぶ大容量の通信回
線網のこと。

企業集積を促す環境づくりを進めます。

札幌の優位性を生かした企業などの誘致

　高度な都市機能の集積を促し、都市としての価値を高めるため、低い災害

リスクや冷涼な気候等のメリットを生かして、首都圏に集中する政府機関の

災害時のバックアップ拠点機能や民間企業の業務継続のための本社機能など

の移転受入れを推進します。また、データセンター133 などの誘致を進める

とともに、基幹系通信網134 の整備促進を図ります。

短期的な取組 長期的な取組

バックアップ機能の受入
れのための環境整備 民間企業の本社機能などの移転誘致の促進

ロードマップ
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東雁来流通工業系業務地区の整備促進と新たな誘致適地の検討

　札幌の産業構造の多様性と安定性を高めることに寄与するものづくり産業

の集積を図るため、東雁来流通工業系業務地区の整備を進めるとともに、新

たな誘致適地の在り方を検討します。

短期的な取組 長期的な取組

ものづくり機能集積の基
本的方向性の検討 ものづくり関連企業の集積に向けた事業展開

ロードマップ

成果指標
指標選定の考え方 指　　標 現状値 目標値

札幌を含めた広域経済圏
企業の輸出に対する取組
状況を示す指標

札幌を含めた広域経済圏の輸出額135 1,838億円
（平成23年度）

2,000億円
（平成34年度）

経済・雇用の活性化につ
なげるための企業誘致の
取組状況を示す指標

誘致施策を活用した立地企業数 累計80社
（平成24年度）

累計175社
（平成34年度）

135【広域経済圏の輸出額】ここでは、函館税関管内のうち、札幌支署、小樽支署、石狩出張所、苫小牧支署及び千歳支署における合計
額をいう。

136【シティプロモート】ここでは、まちの魅力を再発見し、創造することで新しい都市の輝きをつくり出すとともに、市民が誇りを
もってその魅力を内外に発信することで、世界の人々と多様な関係をつくり出すための一連の活動をいう。

　札幌は国内でもトップクラスの魅力があるまちとして認識されており、文化芸術活動、都市生活、自然

との共生など、札幌ならではのライフスタイルが定着するほか、様々な国際的イベントも行われています。

　こうした魅力を市民や来訪者が感じ、世界に発信することで、集客力が強化され、まちの活性化につ

なげることができます。

5-❹　シティプロモート戦略の積極展開

現状分析と施策の方向性～SWOT分析より～（137ページ参照）

　創造的な文化芸術活動、豊かな食文化、環境との共生、健康な暮らしなどの札幌ならではのライフス

タイルの魅力を市民が感じ、その魅力を高めて世界に発信するシティプロモート136 の推進や、札幌ら

しい特色のある国際的なイベントの開催などを通じて集客を図ることにより、札幌の魅力を感じ、発信

する人を更に増やしていきます。
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137【SAPP RO（サッポロスマイル）笑顔になれる街】札幌市では、シティプロモートのコンセプトに「笑顔、スマイル」を掲げ、そ
の象徴として、「SAPP RO」（サッポロスマイル）」のシンボルマークを作成。食や自然、四季折々の様々なイベントなど、
多くの魅力的な資源に恵まれた「笑顔になれる街」札幌を表現している。

138【ユネスコ創造都市ネットワーク】創造的・文化的な産業の育成・強化によって都市の活性化を目指す世界の各都市が、国際的な連
携・相互交流を行うことを支援する枠組で、文化の多様性の保護を重視するユネスコ（国際連合教育科学文化機関）が平成
16年に創設。

139【メディアアーツ】ユネスコ創造都市ネットワークの登録分野の一つで、デジタル技術などを用いた新しい芸術表現。映像、演劇・
舞踊（パフォーミングアーツ）なども含む幅広い表現であり、創造的な産業にも波及する概念。

140【クリエイティブ人材】ここでは、企画・デザイン・パフォーマンスなどを通じて新たな価値を創造する人材をいう。

“SAPP RO（サッポロスマイル）笑顔になれる街”137 の普及推進
　市民のおもてなし意識の醸成を図るとともに、市民や企業が、札幌ならで

はの魅力に誇りを持ち、その魅力を高めて世界に発信していくコミュニティづくりを進めるため、笑顔

をキーワードとするシンボルマークの普及促進などを実施します。

シティプロモートの展開
　観光客等の交流人口の増加や企業・人材の誘致等を通じた経済活性化を

図っていくため、札幌ならではのライフスタイルの魅力をトップセールスな

ども活用しながら、効果的に世界に発信するシティプロモートを展開します。

都市の魅力を高めるため、シティプロモートを推進します。

市民意識の醸成とシティプロモートの展開

主な取組

短期的な取組 長期的な取組

市民のおもてなし意識の
醸成

シティプロモート活動の展開による魅力発信を通じた交
流人口の増加や経済活性化

ロードマップ

冬季スポーツ大会の誘致や冬のイベントの魅力向上
　札幌ならではのライフスタイルや冬の魅力を体感し、その魅力を発信する

人を増やすため、雪まつりなど既存の冬のイベントの魅力の向上や、

2017年アジア冬季競技大会の開催、さらには、国際的な知名度を高める

冬季スポーツ国際大会の誘致を推進します。

国内外の創造都市相互の交流・連携の促進
　国際的な都市ブランドの価値と魅力を高めていくため、ユネスコ創造都市ネットワーク138 のメディ

アアーツ139 分野への加盟や札幌国際芸術祭の定期開催などを通じて、海外との交流・連携やクリエイ

ティブ人材140 の誘致を進めます。

札幌の魅力を感じ、発信する人を更に増やします。

札幌ならではの特色を生かした取組の推進
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短期的な取組 長期的な取組

アジア冬季競技大会開催に向けた取組 大規模冬季スポーツ大会の積極
的な誘致

ロードマップ

成果指標
指標選定の考え方 指　　標 現状値 目標値

観光地としての魅力、受
入環境の充実度などを示
す指標
【再掲43ページ】

観光地としての総合満足度（「満足」
と回答した人の割合）

27.0％
（平成24年度）

40％
（平成34年度）

集客交流の状況を示す指
標【再掲43ページ】 年間来客数 1,304万人

（平成24年度）
1,500万人

（平成34年度）
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新たな札幌の
ブランド価値の創造

市民企業等 行政

さっぽろ未来創造プロジェクト

　札幌市では、先人たちが培ってきた財産を生かし、官民
の連携を通じて札幌の未来を創造していくため、以下の
3つのプロジェクトに重点的に取り組みます。
　市民、企業、行政など、このまちに関わるすべての人
が、札幌の将来の姿を共に思い描き、共有し、そこから湧
き上がる情熱を胸に、それぞれの立場で役割を発揮しなが
ら、都市像の実現に向けてまい進していきます。こうした
官民一体となった活動によって夢を実現していく取組を、
未来創造プロジェクトと名付け、シビックプライド141 の
醸成を図りつつ、新たな札幌のブランド価値を創造してい
きます。

141【シビックプライド】ここでは、市民が都市を構成する一員であると自覚し、誇りや愛着をもって、都市をより良くしようとする当
事者意識をいう。

　私たちの長年の夢であった新幹線の札幌延伸。
　北海道の中心都市と全国各地を結ぶ路線として、また、交流人口や
商流の増加を受け入れるための基盤として重要な新幹線について、札
幌延伸の早期実現を目指し取り組みます。
　同時に、延伸効果を北海道全体に波及させていきます。

　東日本大震災などを機に注目を浴びる、リスク分散の考え方。
　札幌市には、大都市としての都市機能や冷涼な気候、地震や台風など
の発生率が低いなど、バックアップ拠点として必要な条件が多くそろっ
ています。都心の機能向上や、都心アクセス機能の強化を図るとともに、空港・港湾の積極的活用
を図ることで、バックアップ拠点を形成し、日本全国に貢献していきます。

3「バックアップ拠点としての全国への貢献」

　ウインタースポーツの感動を、世界と分かち合う。
　札幌市は、約40年前に冬季オリンピックを開催した大都市として世
界的に有名であり、また、多くの関連施設という資源もあります。
　こうした資源を活用しながら、国際的なスポーツ大会の開催を通じて、
再び輝きを放ち、都市ブランドを更に高めることによって、市民の誇りに
つなげていきます。

2「冬季スポーツ国際大会の誘致」

1「新幹線の札幌延伸の早期実現」
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　札幌・北海道の将来を担う創造性豊かな人材が育ち、誰もが活躍できる環境が整っています。さら

に、女性や高齢者を始めとした市民一人一人が力を発揮し、多様化する社会的課題の解決や持続可能な

経済の成長が実現されています。

産業人材創造戦略　 ～将来の札幌・北海道経済を支える人材の育成・活用～創造戦略6

10年後の目指すべき姿

◆女性の力を生かした起業や就職の支援
◆ 多様な保育サービスや放課後児童クラブの利
便性向上

実現するために変わります！
パラダイム
シフト

女性が活躍できる環境整備

　札幌市内には、15の大学に約5万人の大学生が通学するなど、大学等の高等教育機関が集積して

います。

　こうした地域資源を活用するとともに、幼い頃から創造性や国際感覚を育む環境づくりを行うことに

より、札幌・北海道の将来を担う人材を育てる必要があります。

　子どもたちが文化芸術に親しむ環境や、様々な就業体験、留学体験などの教育プログラムを充実させ

ることで、幼い頃から創造性や国際感覚を育むなど、子どもたちの経験を豊かにする環境をつくるとと

もに、高等教育機関などにより、札幌・北海道の将来を担う創造性豊かな人材の育成につなげます。ま

た、優れた人材が持つ知識や経験などを積極的に活用します。

6-❶　将来を担う創造性豊かな人材の育成・活用

現状分析と施策の方向性 ～SWOT分析より～（137ページ参照）
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子どもたちの経験を豊かにする環境をつくります。

創造性や国際感覚豊かな人材の育成

主な取組

創造性を育む教育プログラムの充実
　子どもたちの創造性を育むため、札幌の自然や歴史等を学び、文化芸術に

親しむ機会や、食育、科学的リテラシー142、勤労観や職業観を育む学習機

会など、様々な教育プログラムの充実を図ります。

　また、より効果的に学び、体験ができるよう、次世代型博物館143 計画の

策定を進めるなど、学習環境の整備・活用を図ります。

国際理解教育などの推進
　国際感覚豊かな人材を育成するため、国際理解教育144 の推進や若い頃からの海外経験を促すととも

に、海外との交流促進などを図るほか、市立中高一貫教育校を設置します。

高度専門職業人145 の創出やセミナーなどの充実
　中小企業の若手社員や離職後の女性などのキャリアアップの機会を提供す

るため、市内の大学などによる高度専門職業人の創出を推進するとともに、

就業能力の開発に関するセミナー等の充実を図ります。

札幌・北海道の将来を担う創造性豊かな人材を育成します。

高等教育機関などの特性を生かした人材育成

142【リテラシー】何かの分野や物事に習熟してそれを使いこなすことができる能力。
143【次世代型博物館】ここでは、自然の成り立ちや人と自然の関わりを、市民と共に探究し、札幌への理解を深め、創造性を育む、街

や市民に開かれた次世代型の自然系総合博物館をいう。
144【国際理解教育】日本の伝統と文化を大切にし、世界の人々の多様な生活や文化を理解し尊重する態度を養うとともに、世界平和に

貢献し、国際社会で信頼と尊敬を得るにふさわしい資質を育成する教育。
145【高度専門職業人】ここでは、社会経済の各分野において指導的役割を果たす高度で専門的な職業能力を有する人材をいう。

短期的な取組 長期的な取組

ロードマップ

状況に応じた事業の見直し、充実
国際感覚豊かな人材を活用した産業振興の推進

創造性を育む教育プログラム
の充実

国際理解教育の推進、海外と
の交流促進
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アートマネジメント146 人材の創出
　アートマネジメントを活用した文化芸術活動の一層の推進を図るため、（仮称）アートセンターにお

いて、必要な理論を学ぶ講座を実施するとともに、現場を体験する実習を行うなど、アートマネジメン

ト人材の創出を進めます。

短期的な取組 長期的な取組

ロードマップ

若手社員や離職後の女性などのキャリアアップ
の促進

アートマネジメント人材の創出

高度専門職業人の創出、就業
能力開発セミナー等の充実

アートセンターの設置に向け
た取組

146【アートマネジメント】ここでは、アート資産（施設、イベント、アーティスト・市民）それぞれの質を高め、相互の連携をコー
ディネートすることをいう。

147【アーティスト・イン・レジデンス】アーティストの滞在型創造活動、またその活動を支援するシステム。
148【二地域居住】一般に、都市住民等が、多様なライフスタイルを実現するための手段の一つとして、農山漁村等に定期的・反復的に

滞在・居住することにより、都市の住居に加え複数の生活拠点を持つことをいう。ここでは首都圏と札幌市の2つの地域に生
活拠点を持つことを指す。

留学生の誘致促進
　留学生の受入れを促進し、多文化共生による都市の魅力向上や、グローバ

ルな視野を持つ市内学生の育成を図るため、大学などによる留学生誘致活動

への支援を行うとともに、札幌市の海外ネットワークを活用し、留学生の誘

致に向けたPRを実施します。

高度人材の誘致・活躍
　市民の創造性を高め、まちの活性化を図るため、アーティスト・イン・レ

ジデンス147 の実施を通じて、国内外から芸術家を招き、市民が身近に芸術

に触れ合う機会を提供します。

　また、二地域居住148 の推進等により、創造的活動に携わる人材を誘致す

るなど、道外の優れた人材が、札幌で活躍する機会を提供します。

優れた人材の知識や経験などを生かします。

留学生や高度人材の積極的な誘致・活躍

短期的な取組 長期的な取組

留学生や高度人材の誘致促進 留学生や高度人材の活躍によるまちの活性化の促進

ロードマップ
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優れた人材の就業支援

短期的な取組 長期的な取組

ロードマップ

優れた人材と企業のマッ
チング支援

留学生の市内就業ニーズ
の把握と支援方策の検討

創造性豊かな優れた人材と企業のマッチング支援の充実

留学生の就職や起業への支援の展開

成果指標
指標選定の考え方 指　　標 現状値 目標値

子どもが育つ環境の豊か
さを示す指標

子どもが自然、社会、文化などの体験
をしやすい環境であると思う人の割合

63.9％
（平成24年度）

70％
（平成34年度）

国際化の要素の一つであ
る海外からの留学生の受
入状況を示す指標

海外からの留学生数 1,813人
（平成23年度）

3,400人
（平成34年度）

　札幌市は人口に占める女性の割合が政令指定都市の中で一番高い一方、女性の有業率149 は全国平均

を下回っています。また、高齢化が進行する中で、元気に活躍する高齢者が増えています。

　これらの方々が活躍しやすい環境づくりを行うことで、女性ならではの視点による付加価値の向上や

新たな市場の開拓が進み、また、多様化する社会的課題への対応に向けた活動が活発化することなどに

より、新たな雇用が生み出され、地域経済の活性化にもつながっていきます。

6-❷　誰もが活躍できる社会の実現

現状分析と施策の方向性～SWOT分析より～（137 ページ参照）

149【有業率】15歳以上人口に占める有業者の割合。

　企業の高度化により、経営基盤の強化や収益性を高めるため、優れた人材

と企業のマッチング支援の強化を図るとともに、留学生などのグローバル人

材に対する就職セミナーや就業マッチングを推進します。
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　子育てなどと仕事が両立できるように、子育て支援環境の充実やワーク・ライフ・バランス150 の取

組の促進などを通じて、働く意欲のある女性の活躍しやすい環境をつくります。また、豊富な社会経

験・知識・技能を持つ高齢者の起業、就職を支援すること等により、社会的課題を解決するソーシャル

ビジネスやコミュニティビジネス151 などの活動を促進し、女性を始め、誰もが活躍できる社会を実現

します。

150【ワーク・ライフ・バランス】やりがいのある仕事と充実した個人生活が調和したバランスの良い働き方。
151【コミュニティビジネス】地域の課題を住民、NPO、企業などが連携して、ビジネスの手法を用いて解決しようとする事業。

女性が活躍しやすい環境をつくります。

女性の起業や就職の支援

主な取組

　女性の活躍を支援するため、女性の潜在的な力を生かした起業や就職への

支援を行うとともに、公開講座などによる離職後のキャリアアップの機会提

供を通じて、女性の再就職を支援します。

短期的な取組 長期的な取組

起業や就職、キャリアアップの支援の充実

ロードマップ

起業等、キャリアアップ
支援、ニーズの把握と支
援方策の検討

図1－7　男女別有業率（平成19年10月 1日現在）

＜資料＞　総務省「就業構造基本調査」
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短期的な取組 長期的な取組

ニーズに即した子育て環境の整備促進
（多様な保育サービスの充実）

ロードマップ

多様な保育ニーズの的確
な把握
保育サービスの充実

短期的な取組 長期的な取組

ワーク・ライフ・バランスの普及啓発と取組企業への支
援の充実

ロードマップ

ワーク・ライフ・バラン
スの促進、ニーズの把握
と支援方策の検討

多様な保育サービスの充実
　子育てしながら働きたい女性の活躍を支援するため、認可保育所の整備を

進めるとともに、事業所内保育などの地域型保育や休日保育を推進します。

また、延長保育や一時預かりなどの地域子ども・子育て支援事業を拡充する

ほか、認定こども園152 への移行支援を行います。

放課後児童クラブの利便性向上
　小学校に通う子どもを持つ世帯の就労などを支えていくため、放課後児童クラブの充実を図るほか、

学校と児童会館の併設化の検討を進めます。

子育て支援環境の充実

ワーク・ライフ・バランスの促進

　地域や家族の協力なども得ながら、子育てと仕事を両立できる環境を整備

し、誰もが活躍できる社会を実現するため、市民や市内企業へのワーク・ラ

イフ・バランスの普及啓発を行うとともに、取組企業へのアドバイザー派遣

などの支援を行います。

152【認定こども園】幼稚園や保育所などが教育と保育の両方の機能を提供するとともに、子育て支援事業を行う施設のこと。

　多様化する地域課題をビジネスの手法をとり入れて解決するとともに、就

業機会の創出にもつながるソーシャルビジネスやコミュニティビジネスの活

動を促進するため、経営相談・融資に加え、助言者となる先輩起業者との出

会いや起業者同士の交流の場を提供するなど、その立ち上げを支援します。

社会的課題を解決するための活動を促進します。

ソーシャルビジネスなどの立ち上げ支援
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　生涯現役社会を実現するため、豊富な知識や経験を持つ高齢者が、企業や

ソーシャルビジネス等の場で活躍する支援を進めるとともに、遊休農地等を

活用して行う自給的農業や就農など（定年起農）を支援します。

高齢者の活躍の支援

短期的な取組 長期的な取組

立ち上げ支援、ニーズの
把握と支援方策の検討 立ち上げ支援の充実

ロードマップ

短期的な取組 長期的な取組

ロードマップ

活躍の場の発掘

起業や就職の支援

高齢者の活躍の場の段階的な充実

成果指標
指標選定の考え方 指　　標 現状値 目標値

ワーク・ライフ・バラン
ス社会の進展に対する市
民意識を示す指標

仕事と生活の調和が取れていると思う
人の割合

47.4％
（平成24年度）

70％
（平成34年度）

女性が活躍しやすい環境
の充実度を示す指標 女性の有業率 46.0％

（平成19年度）
60％

（平成34年度）
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　地球規模での温暖化の進行や東日本大震災に伴う福島第一原子力発電所の事故を踏まえ、今

後、低炭素社会と脱原発依存社会153 を実現し、先人たちが築いてきた財産を未来に引き継い

でいくためには、環境負荷の少ない低炭素型の都市構造154 を形成していくことが大切です。

また、新たな技術などを取り入れたエネルギー政策をまちづくりの中心に位置付け、エネル

ギー転換や効率的なエネルギー利用を進めていくことが、エネルギーの大消費地である札幌に

とってますます重要になります。そこで、「低炭素社会・エネルギー転換」のテーマでは、2

つの創造戦略を掲げます。

153【脱原発依存社会】ここでは、再生可能エネルギーの普及促進や省エネルギーの取組の推進などにより、原子力発電がなくても暮ら
していけるようになった社会をいう。

154【都市構造】ここでは、自然環境や鉄道・道路・上下水道・公園・緑地・学校や区役所等の建築物など、都市を構成する基盤となる
構造物などで構成されるもので、地理的な条件などを踏まえながら、どこの自然環境を保全するか、道路や公園などをどのよ
うに配置するか、土地の利用形態やそこに建つ建物の密度（ボリューム）などを市街地の中にどう設定するか、といった都市
の構造をいう。

戦略の設定

創造戦略7 低炭素都市創造戦略
～環境負荷の少ない都市の形成～

創造戦略8 次世代型エネルギー創造戦略
～エネルギー効率と安定性の向上～

第３節 低炭素社会・エネルギー転換
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　地下鉄駅などの交通結節点155 を核に都市機能が集約しており、買い物や通院など日常生活に利用す
る公共交通の利便性も確保されることで、自家用車等での移動による温室効果ガス156 の排出量が抑制
される、環境に優しい交通体系が確立した持続可能な集約型の都市が構築されています。さらに、豊か
な自然と調和することで、都市を取り囲む自然の恩恵も享受できるみどり豊かで環境負荷157 の少ない
都市が形成されています。

低炭素都市創造戦略　 ～環境負荷の少ない都市の形成～創造戦略7

10年後の目指すべき姿

◆環境負荷の少ない都心のまちづくりの推進
◆地下鉄駅周辺などへの生活関連機能の導入支援

実現するために変わります！
パラダイム
シフト

環境に優しいコンパクトな都市の構築

　高齢化の進行により、自家用車を利用できない市民の増加が見込まれます。
　また、地球環境問題に対する関心が高まる中で、これまで計画的に整備してきた公共交通ネットワー
クを生かし、二酸化炭素の排出をできるだけ抑えていくことが重要になっています。
　このためには、地下鉄駅周辺などに都市機能を集積する、集約型の都市への再構築を進めることが必
要です。

　将来的な人口規模、年齢構成などを見据えながら、エネルギー効率の良い集約型の低炭素都市への再
構築を進めます。そのため、地下鉄などの公共交通体系を基軸とした土地利用の高度化を図るととも
に、都心や地下鉄駅などの交通結節点を核に都市機能の集積を促進していくことにより、都市活動によ
る環境負荷を低減します。

7-❶　持続可能な集約型の都市への再構築

155【交通結節点】複数あるいは異種の交通手段の接続が行われる場所。
156【温室効果ガス】地表面から宇宙空間に放出される熱の一部を吸収し、大気温の上昇を引き起こすガス。主なものにCO2、フロン、

メタンなどがある。
157【環境負荷】人の活動により自然環境に加えられる影響であって、環境の保全上の支障の原因となるおそれのあるものをいう。

現状分析と施策の方向性 ～SWOT分析より～（138ページ参照）
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都市計画マスタープラン158 の見直し
　都市活動による環境負荷の低減や効率的なエネルギー利用を進める都市構

造への転換を図るため、札幌の都市計画の基本的な考え方を示した都市づく

りの指針となる札幌市都市計画マスタープランを見直します。

低炭素まちづくり計画の策定検討
　低炭素型のまちづくりを推進するため、「都市の低炭素化の促進に関する

法律」に基づく低炭素まちづくり計画の策定に向けた検討を進めます。

低炭素都市への再構築を進めます。

計画的な二酸化炭素の排出抑制

主な取組

短期的な取組 長期的な取組

都市計画マスタープ
ランの見直し 都市計画マスタープランに基づく都市づくりの推進

ロードマップ

再開発などの推進

　低炭素型のまちづくりを推進するため、集約型の都市への再構築に向けて都市再開発方針を見直すと

ともに、新たな方針に基づく再開発などを推進します。

短期的な取組 長期的な取組

再開発方針の見直し 低炭素社会の実現に向けた新たな方針に基づく再開発の
推進

ロードマップ

158【都市計画マスタープラン】これからの札幌の都市づくりの指針として、目指すべき都市の将来像と、その実現に向けた取組の方向
性を全市的視点から整理した計画で、平成4年の都市計画法改正により規定された市町村の都市計画に関する基本的な方針の
こと。

都心まちづくり計画の見直し
　集約型の都市への再構築を進めるとともに、環境首都・札幌を象徴

する環境低負荷型の都心を構築するために、将来の社会経済情勢の変

都心や地下鉄駅周辺などに都市機能の集積を促進します。

都心の利便性を高めるまちづくりの推進
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159【区域内実容積率】ここでは、対象区域内の建物の延べ床面積の合計に対する対象区域の面積の割合をいう。
160【地域交流拠点】この戦略編の第2章「戦略を支える都市空間」で設定。交通結節点である主要な地下鉄・JR駅の周辺で、都市基

盤の整備状況や機能集積の現況・動向などから、地域の生活を支える主要な拠点としての役割を担う地域や、区役所を中心に
生活利便機能が集積するなど、区の拠点としての役割を担う地域。

地下鉄駅周辺などでの重点的な取組の推進

　交通結節点への機能集積等による低炭素型の都市への再構築を進め

るため、新さっぽろ駅周辺、真駒内駅周辺、篠路駅周辺、苗穂駅周辺

といった、地下鉄駅周辺などでの重点的な取組を推進します。また、

地下鉄白石駅では、直結する区役所を中心とした街区の整備を進めま

す。

　さらには、これら以外の地下鉄駅周辺等に、区役所など公共施設の

重点的配置を進めるとともに、生活関連機能の導入などへの支援を行います。

短期的な取組 長期的な取組

創世交流拠点の再開発事業の検
討・調整

市民交流複合施設の供用開始、地下歩道の整備、
コージェネレーションシステムの導入・ネットワーク化検討

ロードマップ

ロードマップ
短期的な取組 長期的な取組

拠点機能強化支援策の枠
組みや制度の検討

地下鉄駅周辺への都市機能の集積の推進、公共施設の重
点的配置

新さっぽろ駅周辺ま
ちづくり計画策定 低炭素まちづくりの推進、歩行者ネットワークの充実

化を見据えて、都心まちづくり計画の見直しを行います。

重点的なまちづくりの推進
　都心への機能集積や利便性の向上を図るため、交流拠点（札幌駅、大通、創世）の整備や創成川以東

地区のまちづくりを重点的に推進します。

指標選定の考え方 指　　標 現状値 目標値

都心と地域交流拠点の機
能集積状況を示す指標

都心の区域内実容積率159 219％
（平成23年度）

250％
（平成34年度）

地域交流拠点160 の区域内実容積率 93％
（平成23年度）

105％
（平成34年度）

成果指標
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利便性向上などによる公共交通の利用促進
　持続可能な公共交通体系を維持していくため、再開発を活用したバリアフ

リー化の促進等により、駅周辺施設などの利便性の向上や、地下鉄駅構内の

未利用空間を活用したにぎわいや交流の場の創出などにより、公共交通の利

用を促進します。

公共交通に対する市民の意識醸成
　自家用車から公共交通への利用転換を促進するため、学校や地域などで、公共交通について学ぶ機会

を設けることなどにより、「自動車の過度な利用を控え、公共交通を皆で支える」という市民の意識醸

成を図ります。

地下鉄駅周辺などでの重点的な取組の推進（再掲71ページ）

公共交通の利用促進を図ります。

重層的な取組による公共交通の利用促進

主な取組

161【運輸部門】エネルギー消費量や温室効果ガス排出量のうち、自動車、航空、船舶、鉄道などの利用によるものを示す際に使用する
表現。

　札幌市では、自家用車などの運輸部門161 からの二酸化炭素の排出割合が高いことに加え、公共交通

の利用率の低下が見込まれています。

　そのような中、都市活動による二酸化炭素の排出量を抑制し、持続可能な都市を構築していくために

は、市民・来訪者の多様な活動を支える、公共交通を中心とした環境に優しい交通体系の確立が必要で

す。

　持続可能な都市を支える交通体系を実現するため、地下鉄や路線バスなど公共交通の利用促進を図る

とともに、地域の特性に応じた効率的で使いやすい地域公共交通体系を確立していきます。また、路面

電車の積極的な活用を図るとともに、都心や地下鉄駅周辺における歩行空間ネットワークの充実、自転

車利用環境の改善などにより、市民・来訪者の移動の快適性や交通環境の向上を図ります。

7-❷　多様な活動を支える環境に優しい交通体系の確立

現状分析と施策の方向性～SWOT分析より～（138ページ参照）

短期的な取組 長期的な取組

段階的な公共交通への転換促進

ロードマップ

公共交通の利便性向上や市民の意識醸成などによる
利用促進
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使いやすい地域公共交通体系を確立します。

生活交通の確保やバスの利便性向上

　自家用車への過度な依存を避けながら、地域での生活が維持できるよう、

地域の需要に応じた路線バスルートの見直し等の運行の最適化を図る取組

や、多様な主体と連携した生活交通を確保する取組などを推進します。ま

た、ノンステップバスの導入支援などによるバスの利便性向上を図ります。

短期的な取組 長期的な取組

地域との協働による生活
交通の在り方の検討 必要に応じたルートの見直しも含めた生活交通の確保

ロードマップ

ループ化の整備と延伸の検討
　二酸化炭素の排出が少なく、環境に配慮した公共交通機関のシンボ

ルでもある路面電車の更なる活用を図るため、現路線のループ化によ

り利便性を向上させるとともに、3地域（都心・創成川以東・桑園）

への延伸を検討します。

利便性と沿線の魅力の向上
　路面電車の利便性を高め、利用を促進していくため、観光情報や沿線地域のイベント情報などを電停

から発信するシステムの導入や、バリアフリー化を推進します。また、路面電車沿線の魅力の向上を図

るため、地域と協力しながら、沿線の魅力づくり指針を作成し、景観まちづくり162 を推進します。

都心や地下鉄駅周辺の移動の快適性や交通環境の向上を図ります。

路面電車の延伸の検討や沿線の魅力づくりの推進

162【景観まちづくり】ここでは、良好な景観の形成に関する様々な取組を通して進めるまちづくりをいう。

ロードマップ
短期的な取組 長期的な取組

路面電車の3地域への延伸検討 延伸に向けた計画策定など

路面電車のループ
化整備、沿線の魅
力向上の取組

沿線の魅力向上の取組（沿道のにぎわい創出、再開発の実施）



74

は
じ
め
に

資 

料 

編

第

1
章

第

2
章

第

3
章

第
1
節

第
2
節

第
3
節

第
1
節

第
2
節

第
3
節

地下歩行ネットワークへの接続や歩行空間の整備促進

　快適な歩行空間の創出により環境負荷の少ないまちづくりを進める

ため、再開発や沿道ビルの建て替えなどの機会を捉えて、地下歩行

ネットワークへの接続や、空中歩廊、民有地におけるオープンスペー

ス163 の整備などを促進します。

　また、都心での歩行者の利便性を高めるために、まちづくりと連携

した地下歩行ネットワークの拡大を検討します。

短期的な取組 長期的な取組

地下歩行ネットワークへ
の接続の促進 沿道ビルの地下歩行ネットワークへの接続

拡大整備可能箇所の検討 拡大整備可能箇所への整備の推進

ロードマップ

163【オープンスペース】ここでは、公園、広場、河川、農地、建築物の敷地内の空地など、建築物などによって覆われていない空間を
いう。

総合的な駐輪対策の推進
　都心や駅周辺の都市景観を改善するとともに、歩行者の移動環境を向上さ

せるため、再開発等による民間敷地への駐輪場の拡大や公共駐輪場の整備、

駐輪場附置義務条例の見直し、自転車等放置禁止区域の拡大など、総合的な

駐輪対策を推進します。

安全な自転車利用に向けた取組の推進
　安全な自転車利用を促進するため、自転車利用者に対するルール・マナーの周知・啓発に加え、自動

車ドライバーに対しても自転車の車道走行に配慮する意識啓発を行うとともに、自転車走行空間の明確

化に向けた取組を推進します。

総合的な自転車利用環境の改善

短期的な取組 長期的な取組

駐輪台数の確保や禁
止区域の拡大などの
検討

駐輪台数の確保と条例の見直し、禁止区域の拡大、利用環境
の改善などの実施

ロードマップ
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成果指標
指標選定の考え方 指　　標 現状値 目標値

公共交通の質的充実度を
示す指標 公共交通に対する満足度 74.7％

（平成24年度）
90％

（平成34年度）

公共交通の利用度を示す
指標【再掲25ページ】 公共交通の利用者数 108万人／日

（平成24年度）
110万人／日
（平成34年度）

　自然と共生したライフスタイルは札幌の魅力であ

る一方で、自然環境を象徴するみどりの総量は、開

発などを要因として減少傾向にあり、また、札幌市

の市街化区域の緑被率164 は、政令指定都市の平均

を下回っています。

　こうした中、札幌の魅力を維持・向上し、環境負

荷を低減していくためには、自然環境の保全を図る

とともに、都市を取り囲む豊かな自然と共生する、

みどり豊かな都市づくりが必要です。

　都市を取り囲む自然の恩恵を享受できる札幌らしい豊かな都市環境と景観を次世代に引き継ぐため

に、生物多様性165 や森林などの自然環境の保全、みどりの創出とネットワーク化を推進します。ま

た、市街化調整区域166 については、自然環境の保全を前提としつつ、その特質を生かした土地利用の

在り方の検討を進めます。

7-❸　自然との共生とみどり豊かな都市づくりの推進

164【緑被率】一定の広がりの地域で、樹林・草地、農地、園地などの緑で覆われる土地の面積割合で自然度を表す指標の一つ。
165【生物多様性】地球上の多種多様な生き物全てがそれぞれ支え合い、つながり合いながら生きている状態を表した概念であり、生態

系・種・遺伝子の3つの多様性からなるもの。
166【市街化調整区域】都市計画法（第7条）により、都市計画に定める区域区分の一つであり、無秩序な市街化を防止するために、市

街化を抑制すべき区域をいう。

現状分析と施策の方向性～SWOT分析より～（138ページ参照）

図1－8　緑被面積

（ha）

平成8年

19年

31,761

31,225

0 20,000 25,000 30,000

＜資料＞　札幌市
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生物多様性に関する普及啓発の推進
　自然との共生に配慮した低炭素社会の実現に向けて、生物多様性に対する

意識を醸成するため、ワークショップの開催などにより、生物多様性に関す

る普及啓発を推進するとともに、円山動物園における学習機能の強化を図り

ます。

調査・モニタリング 167 の実施
　生物多様性に関する科学的知見やデータの充実を図るため、生物生息状況を把握するための調査・モ

ニタリングを実施します。

生物多様性の保全を推進します。

生物多様性の理解を深める機会や場の創出と調査の実施

主な取組

民有地への緑化の促進
　都心や地下鉄駅周辺の良好な生活環境や街並みの創出と低炭素型の

まちづくりの実現に寄与するため、再開発や緩和型土地利用計画制度

の運用、緑化活動への助成などにより、民有地における緑化を促進し

ます。

都心のオープンスペースの創出
　都心におけるみどり環境を向上させ、更に魅力を高めていくため、花やみどりを主体とした潤いのあ

る景観づくりに取り組むとともに、新たなオープンスペースの創出を図ります。

みどりの創出とネットワーク化を推進します。

みどり豊かなオープンスペースの創出とネットワーク化

短期的な取組 長期的な取組

ワークショップの開催、調査・モニタリングの
実施などによる生物多様性の理解促進

生物多様性の保全に向けた取組の拡
大

ロードマップ

167【モニタリング】監視、あるいは観察すること。

短期的な取組 長期的な取組

民間緑化活動への助成 都心における効果的な緑化の推進

ロードマップ
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公園の機能再編・再整備などの推進
　市民の日常的な公園の利用を促進し、健康増進やコミュニティの活

性化を一層図るため、都心周辺部などの既成市街地168 における公園

整備や、地域特性・市民ニーズに応じた公園の機能再編・再整備に取

り組み、持続可能な公園マネジメントを進めます。

子どもの主体性を育む遊び場づくりの推進
　子どもの自主性、創造性、協調性を育むために、子どもを見守るボランティアの養成などを通じて、既存

の公園や公共空間などを活用しながら子どもが自由に遊べる場（プレーパークなど）の拡充を図ります。

公園の機能再編や子どもの遊び場づくりの推進

短期的な取組 長期的な取組

地域特性や市民ニーズに応じた公園の機能再編・再
整備

持続可能な公園マネジメントの
充実

ロードマップ

森林の保全や市街化調整区域の特質を生かした土地利用を進めます。

森林管理や農地保全の推進

　二酸化炭素の吸収源や水源の涵養といった、森林機能を保全するた

めに、天然・人工林の区分に応じた森林管理手法を検討・実施します。

　また、農作物の生産のほか、良好な景観形成、健康づくり、レクリ

エーションの場など、多面的機能を持つ農地を保全し、その機能を生

かしていくため、地域の特性に応じた多様な担い手による取組を推進します。

168【既成市街地】ここでは、都心の周辺部など、古くから開けている市街地をいう。

短期的な取組 長期的な取組

森林管理手法の検討 森林の機能や特性に応じた保全と活用を推進

地域ごとの農地保全手法
の検討

地域の特性に応じた多様な担い手による保全・利用の推
進

ロードマップ

成果指標
指標選定の考え方 指　　標 現状値 目標値

市民の生物多様性の理解
度を示す指標 生物多様性の理解度 33.1％

（平成23年度）
70％

（平成34年度）

札幌市のみどりの豊かさ
を示す指標 保全されているみどりの面積 21,422 ha

（平成24年度）
21,800 ha

（平成34年度）
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　次世代エネルギーシステム169 が普及するとともに、新たな技術が積極的に取り入れられています。

また、効率が良く安定したエネルギー供給を支える自立分散型のエネルギーネットワークの整備が効果

的に展開されています。さらに、市民の環境意識も高まることで、家庭や企業などの省エネルギー・創

エネルギー・蓄エネルギーが進むとともに、廃棄物の発生・排出抑制の更なる促進やごみ焼却エネル

ギーの効果的な活用などにより、循環型社会が実現しています。

次世代型エネルギー創造戦略　 ～エネルギー効率と安定性の向上～創造戦略8

10年後の目指すべき姿

◆エリア単位でのエネルギーネットワーク構築の促進
◆都心のエネルギーマネジメントの促進

実現するために変わります！
パラダイム
シフト

効率的で安定したエネルギーネットワークの構築

電気

熱

　札幌市は、道内で最大のエネルギー消費地であるとともに、冬期間のエネルギー消費量が多く、ま
た、二酸化炭素の排出量に占める民生部門からの排出割合が高いという特徴（課題）があります。
　こうした中、技術開発が進んでいる次世代エネルギーシステムの普及促進により、これらの課題を広
域的な視野も踏まえた上で克服していくことが必要です。

　エネルギー転換と効率的なエネルギー利用の促進を図るため、エネルギー政策に関わる将来的な構
想・基本計画を策定します。また、次世代エネルギーシステムや高断熱・高気密住宅、寒冷地仕様技術
等の先進的なシステムなどの普及を促進するとともに、これらの技術の研究・開発を産・学・官が連携
しながら積極的に推進します。さらに、道内最大のエネルギー消費地である札幌として、広域的な再生
可能エネルギーの普及促進など、北海道の特徴を生かした取組を推進します。

8-❶　次世代エネルギーシステムの普及促進

169【次世代エネルギーシステム】太陽光発電などの再生可能エネルギーシステムや電気と熱を同時に作り出すシステムなどに加え、IT
技術を活用して電力供給、需要に係る課題に対応する送電システムなど、効率的なエネルギー利用を可能とするシステム全般
をいう。

現状分析と施策の方向性 ～SWOT分析より～（138ページ参照）
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エネルギー政策に関わる構想などを策定します。

エネルギー政策に関わる将来的な構想・基本計画の策定

主な取組

　都市全体でのエネルギー転換などを進めるため、エネルギー政策に関わる

将来的な構想とともに、中長期的な基本計画を策定します。

短期的な取組 長期的な取組

エネルギー
基本計画策定

計画の推進
エネルギー政策に関わ
る将来的な構想策定

ロードマップ

次世代エネルギーシステムの導入促進
　次世代エネルギーシステムの普及促進により、都市全体のエネル

ギー効率を高めるため、補助対象機器の拡大などによる省エネル

ギー・再生可能エネルギー機器導入支援の強化や、メガソーラーなど

の大規模再生可能エネルギーシステムの設置への支援、再開発などに

おける再生可能エネルギーの導入を誘導します。

事業者などとのマッチングの推進
　太陽光発電を更に普及させていくため、遊休地などへの太陽光発電

を設置する事業者と土地所有者等のマッチングを推進します。

先進的なシステムなどの普及を促進します。

次世代エネルギーシステム導入促進策の強化

短期的な取組 長期的な取組

事業者と土地所有者のマッチ
ングによる太陽光発電の推進 道内の再生可能エネルギーの普及促進

大規模太陽光発電などによる
遊休地の土地利用の促進

災害に強いエネルギー供給シ
ステムの確立

支援制度の改善などによる段階的な充実

ロードマップ
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先進的な省エネルギー技術の普及促進
　冬のエネルギー消費を抑えるため、積雪寒冷に関連する技術を導入した札

幌版次世代住宅170 や次世代自動車171 の研究・普及を促進します。

 家庭・オフィスなどでのエネルギーベストミックス172 のシステム設置支援
　スマートコミュニティの構築や、家庭・オフィス等における効率的なエネルギー利用の促進などによ

り都市全体のエネルギー利用の効率化を図るとともに、災害時の電源の確保にも対応するため、コー

ジェネレーションシステム173 や蓄電池・再生可能エネルギーを効率的に組み合わせるエネルギーベス

トミックスのシステムの設置を支援します。

省エネルギー・次世代エネルギーシステムに関する技術の研究・開発・普及の促進

短期的な取組 長期的な取組

先進的な技術の普及促進
家庭内のエネルギーベス
トミックスの促進

支援制度の改善などによる段階的な充実

ロードマップ

広域的な再生可能エネルギーの普及を促進します。

広域的な再生可能エネルギーの活用に向けた取組の推進

　道内の豊富な再生可能エネルギーのポテンシャル174 を積極的に活用し

て、安定的なエネルギー供給を促進するため、札幌市近郊における再生可能

エネルギー導入の支援や市民・事業者の出資によるファンドの設立を支援す

るとともに、風力・地熱・太陽光発電、バイオマスの熱利用などの広域的な

活用の方向性の検討を進めます。

170【札幌版次世代住宅】独自の高断熱・高気密住宅の基準として定めた「札幌版次世代住宅基準」の要件を満たした住宅のこと。
171【次世代自動車】ハイブリッド自動車・電気自動車・プラグインハイブリッド自動車・燃料電池自動車・クリーンディーゼル自動

車・天然ガス自動車など、走行時における環境負荷が小さい自動車の総称。
172【エネルギーベストミックス】1つのエネルギーに依存するのではなく、家族構成やライフスタイルなどに合わせて、次世代エネル

ギーなども組み合わせながら、最適なエネルギー利用を図ること。
173【コージェネレーションシステム】発電時に発生した排熱を、冷暖房や給湯などに利用し、総合的なエネルギー効率を高める仕組み

のこと。
174【ポテンシャル】潜在的な力。可能性としての力。

短期的な取組 長期的な取組

広域的な再生可能エネル
ギー導入促進の枠組みの
調査・検討

広域的な再生可能エネルギーの積極的な活用

ロードマップ
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成果指標
指標選定の考え方 指　　標 現状値 目標値

再生可能エネルギーの普
及状況を示す指標 太陽光による発電量 0.1 億 kWh

（平成23年度）
4.4 億 kWh

（平成34年度）

分散型電源の普及状況を
示す指標 分散型電源システムによる発電量 2.0 億 kWh

（平成23年度）
4.0 億 kWh

（平成34年度）

　環境への負荷に対する懸念に加えて、災害時におけ

る電力などの確保に対する不安や、脱原発依存社会の

実現に向けた機運が高まっています。

　一方、市内には、既存の熱供給システムが存在して

いることから、これを生かしながら、自立分散型のエ

ネルギーネットワークを展開することでエネルギーの

効率性を高めていくことが必要です。

　環境負荷低減を促進し、安定したエネルギー供給を支えるため、都市の中枢機能が集中し、エネル

ギー消費量の多い都心などにおいて、既存の熱供給体制も活用しながら、電力や熱を効率的に供給する

システムが計画的に配置された自立分散型エネルギーネットワークの構築を促進します。

8-❷　自立分散型エネルギーネットワークの展開

自立分散型エネルギーネットワークの構築を促進します。

都心における重点的なエネルギー施策の展開

主な取組

都心のエネルギー施策に関する将来像の検討
　エネルギー消費量が多い都心において、官民の協働により、環境負荷の低減を図るとともに、災害時

などでも安定的な都市活動を継続していくため、行政と民間の役割分担を示すなど、都心のエネルギー

施策に関する将来像の検討を進めます。

現状分析と施策の方向性～SWOT分析より～（138ページ参照）

図1－9　原子力発電の今後の在り方
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＜資料＞　 札幌市「平成23年度エネルギー
に関する市民意識調査」
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エネルギーネットワークの構築の促進
　効率的で安定したエネルギー供給を支えるため、既存のエネルギーネットワークも活用しながら、エ

リア単位での自立分散型エネルギー供給拠点の整備と、これらの供給拠点と建物などを結ぶネットワー

クの構築を促進します。

都心のエネルギーマネジメントの促進
　都心のエネルギー供給の最適化を図るため、熱需要者であるビルのネット

ワークへの接続や、ビル単位でのエネルギー管理システム175 の導入、建築

物の低炭素化などを促進する仕組みを構築します。

熱供給事業体176 の将来像の検討
　エネルギー供給と消費の双方の最適化により効率性を向上させるため、熱供給事業体の役割や将来像

について、熱供給事業者などと検討・協議を進めます。

エネルギーマネジメントの促進

短期的な取組 長期的な取組

都心のエネルギー
施策の検討

エリア単位での自立分散型エネルギー供給拠点整備促進

供給拠点と建物などをつなぐネットワーク構築促進

ビル単位でのエネルギー管理システム導入促進

ロードマップ

既存の熱供給ネットワークを生かした効率的・安定的なエネルギー利用の検討・推進

　低炭素型のまちづくりの推進とともに、スマートコミュニティ177 のモデ

ル的な展開を図るため、新さっぽろ駅周辺、真駒内駅周辺のまちづくりにお

いて、既存の熱供給ネットワークを生かした効率的・安定的なエネルギー利

用を検討・推進します。

短期的な取組 長期的な取組

エネルギー利用形態や導
入の在り方の検討 まちづくりに合わせたエネルギーの導入推進

ロードマップ

175【エネルギー管理システム】電気やガスなどのエネルギー使用状況を適切に把握・管理し、削減につなげるシステム。
176【熱供給事業体】一定のエリアへ熱供給を行う組織。
177【スマートコミュニティ】電力、水、交通・物流、医療、情報など、あらゆるインフラの統合的な管理・最適制御を実現した次世代

のコミュニティ。
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成果指標
指標選定の考え方 指　　標 現状値 目標値

自立分散型エネルギー
ネットワークの展開の度
合いを示す指標

都心におけるネットワークへの接続建
物数

106棟
（平成24年度）

124棟
（平成34年度）

　市民の自家用車への依存度が高いほか、冬期間のエネルギー消費量が多く、市民や企業の意識と行動

変革が課題となっています。

　このため、環境教育やエネルギーの見える化178 の促進などにより、市民・企業の環境意識の更なる

向上を図ることで、環境負荷低減の取組を推進することが重要です。

　地球温暖化179 対策などの環境負荷を低減する取組の推進により、社会全体でのエネルギー消費量の

低減を図ります。そのため、公共施設での先導的な取組や環境教育の推進などにより、市民・企業の環

境意識の醸成・向上を図ることで、環境に優しいライフスタイルへの転換や環境負荷を低減する行動な

どを促進します。

8-❸　市民・企業による環境負荷低減の取組の推進

178【エネルギーの見える化】電気や熱などのエネルギー使用量を、リアルタイムで確認できるようにすること。
179【地球温暖化】人間の活動により、大気中の二酸化炭素などの温室効果ガスが増加し、地球全体の気温が追加的に上昇する現象。

現状分析と施策の方向性～SWOT分析より～（138ページ参照）

図1－11　 部門別二酸化炭素排出量割合  
（平成20年度）
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＜資料＞　札幌市、環境省、北海道

図 1－10　 月別電力使用量（平成22年度）
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市有施設への再生可能エネルギーシステムなどの積極的な導入
　市民の省エネ・創エネ意識の醸成を図るため、市有施設へ太陽光発電等の

再生可能エネルギーやLED照明180、分散型電源などを積極的に導入します。

環境教育の推進
　環境に配慮したライフスタイルの定着を促進するため、学校や青少

年科学館、円山動物園（次世代エネルギーパークなど）における環境

教育を推進するとともに、子どもたちが体験を通じて、考えながら学

び、実践していくための学習機能の強化を図ります。

環境に優しいライフスタイルへの転換などを促進します。

公共施設への先導的システム導入や環境教育の推進

主な取組

短期的な取組 長期的な取組

市有施設の省エネ推進の
ためのモデル事業 市有施設でのエネルギーマネジメントの拡大

ロードマップ

エネルギーの見える化などの促進
　節電意識の醸成や、エネルギー効率の向上のため、家庭におけるエネル

ギーの見える化の推進や、ビル単位でのエネルギー管理システムの導入を促

進します。

省エネルギーの促進
　市民・企業における省エネルギーの取組の拡大によって、都市全体の環境負荷低減を図るため、節電

キャンペーンやエコドライブ活動の定着促進などの省エネルギー普及促進事業を推進するとともに、市

有施設における対策で得られた省エネルギーのノウハウを、民間施設へ普及させる取組を進めます。

スマートコミュニティなどの研究・普及への支援
　効率的なエネルギー利用を促進するため、スマートコミュニティや街区単位でのエネルギーマネジメ

ントなどの研究や普及に向けた支援を行います。

市民・企業における省エネルギーの取組の促進

180【LED照明】発光ダイオード（LED）を使用した照明器具であり、蛍光灯などと比べると省エネルギー効果が高い。

短期的な取組 長期的な取組

自主的な省エネ行動などの喚起

ロードマップ

省エネルギー普及促進事業の推進
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成果指標
指標選定の考え方 指　　標 現状値 目標値

市民の環境配慮行動の実
践状況を示す指標 環境配慮活動を実践している人の割合 61％

（平成24年度）
90％

（平成34年度）

省エネなどの実践状況を
示す指標 電力需要量181 94億 kWh

（平成24年度）
86億 kWh

（平成34年度）

　廃棄物は、新たなごみルールの適用によって排出量が抑制されていますが、今後も、排出量のリバウ

ンドを抑えて、ごみ減量目標を達成することが重要となっています。

　ごみの発生・排出抑制や、リサイクルの推進を図ることに加え、清掃工場のごみ焼却エネルギーの効

果的な活用などによる、循環型社会の構築が必要です。

　循環型社会の形成を推進するため、市民や事業者の環境意識の更なる向上を図りながら、発生・排出

抑制やリサイクルの推進などによる廃棄物の減量や、廃棄物発電182・熱利用による高効率なエネル

ギー回収などを総合的に推進します。また、近隣自治体などとの協力体制の充実を図り、廃棄物の広域

処理を推進します。

8-❹　循環型社会の構築

生ごみの堆肥化やごみ減量行動の促進
　家庭ごみの発生・排出を抑制するライフスタイルの定着を促進するため、

生ごみの堆肥化を促進するとともに、ごみ減量行動のメリットの見える化な

どを推進します。

事業ごみのリサイクルの推進
　資源回収を更に進めて、ごみのリサイクル化を推進するため、商店街など地域の事業者の連携による

効率的な資源回収の支援・促進を行います。

廃棄物の減量などを推進します。

市民や事業者の自主的な取組の推進

主な取組

181【電力需要量】ここでは、市民・企業などが北海道電力株式会社から供給を受ける電力量をいう。
182【廃棄物発電】廃棄物を焼却処分する際の排熱を利用して行う火力発電の一種。

現状分析と施策の方向性～SWOT分析より～（138ページ参照）
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短期的な取組 長期的な取組

家庭ごみの発生・排出を抑え
るライフスタイルの普及促進 更なるごみの発生・排出抑制の推進

ロードマップ

資源化などの推進

　循環型社会を構築するため、清掃工場から排出される焼却灰の資源化や廃

棄物系バイオマス資源の有効利用、使用済み小型家電に含まれる有用金

属183 の資源化などを推進します。

ロードマップ
短期的な取組 長期的な取組

新たな資源化手法の導入 更なる資源化の推進

ロードマップ
短期的な取組 長期的な取組

エネルギー回収システムの調査・検討 より効率的なエネルギー回収シ
ステムの導入

高効率なエネルギー回収を推進します。

清掃工場における廃棄物発電や熱利用の推進

　都市における代替エネルギーとして廃棄物を位置付け、最大限に活用して

いくため、清掃工場において、より効率的なエネルギー回収システムを導入

することにより、廃棄物発電や熱利用などを推進します。

近隣市町村との協力体制の充実

　ごみをエネルギーとして効率的に活用していくために、近隣市町村とごみ

の広域処理に向けた取組を進めるなど、協力体制の充実を図ります。

183【有用金属】金、プラチナなどの貴金属、チタン、タングステン、モリブデンなどのレアメタルのこと。

ロードマップ
短期的な取組 長期的な取組

広域処理に関する協力体制の検討、協議 広域処理が必要な場合、迅速に
実施
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成果指標
指標選定の考え方 指　　標 現状値 目標値

市民のごみ減量・リサイ
クル行動の取組状況を示
す指標

生ごみの減量・リサイクル（水切り減
量、堆肥化など）に取り組んでいる世
帯の割合

87.5％
（平成24年度）

95％
（平成34年度）

市内のごみのリサイクル
状況を示す指標 札幌市が処理するごみのリサイクル率 26.7％

（平成24年度）
30％

（平成34年度）
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第1節　都市空間の現状と取組の方向性  

　１　札幌の都市基盤の整備状況 

　２　戦略的に取り組む3つのテーマからの考察 

　　 （1）暮らし・コミュニティ 

　　 （2）産業・活力 

　　 （3）低炭素社会・エネルギー転換 

第2節　都 市空間の創造に当たっての基本的な考え方 

　１　都市空間創造の基本目標 

　２　目指す都市空間 

　 　（1）魅力ある市街地 

　 　（2）活力があふれ世界を引きつける都心 

　 　（3）多様な交流を支える交流拠点 

　 　（4）持続可能な都市を支えるネットワーク 

　 　（5）都市基盤の維持・保全と防災力の強化 

第3節　都市空間創造戦略 

　１　魅力ある市街地 

　２　活力があふれ世界を引きつける都心 

　３　多様な交流を支える交流拠点 

　４　持続可能な都市を支えるネットワーク 

　５　都市基盤の維持・保全と防災力の強化 
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　これまでの札幌のまちづくりは、急激な人口の集中に対応するため、計画的に市街地を拡大することに力

点を置いてきました。

　特に、都市の人口集中が続いた昭和40年代には、その急激な拡大・成長を計画的にコントロールする

ことが強く求められる中で、国はこれに対応するため、昭和43年（1968年）に、それまでの都市計画

法を抜本的に改正した新たな都市計画法を制定し、区域区分（線引き）184 制度の創設を始めとする土地利用

計画制度の充実を図りました。

　これを受け、札幌市では、昭和46年（1971年）に札幌市長期総合計画を初めて策定し、目指すべき

都市像として「北方圏の拠点都市」と「新しい時代に対応した生活都市」を掲げて以来、これを実現するた

めに、一貫して計画的な都市づくりを進め、第3次札幌市長期総合計画（昭和63年（1988年）策定）

の頃までには、地下鉄や骨格道路など、今日の札幌を形づくる都市基盤185 は、ほぼ整備されました。

　さらに、平成12年（2000年）に策定した第4次札幌市長期総合計画において、これまで増加を続け

てきた人口の伸びが鈍化していく見通しの中、都市づくりの目標に「コンパクト・シティ186」の概念を掲

げ、市街地の外延的拡大の抑制を基調とし、生活の質の向上や高齢者の安全で安心な暮らしなどを実現でき

る都市づくりを進めてきました。

　そして、今後、これまで一貫して増加を続けてきた札幌の人口が、市制施行後、初めて減少に転じること

が見込まれていますが、そのような状況の中にあっても、社会構造の変化に適切に対応しながら、都市の魅

力と活力を維持・向上していくためには、開拓当初に島義勇187 が描いた「五州第一の都（世界一の都）を

つくる」という大志を今一度、思い起こし、目指すべき都市像にある「世界が憧れるまち」の再構築に取り

組んでいくことが必要です。

　そこで、この章では、第1章に掲げる「創造戦略」の展開を支え、このビジョンで目指す都市像の実現

に向けた都市整備の基本方針として、都市空間188 を創造するための基本的な考え方と、今後10年間で集

中的に取り組む都市整備に関する施策を「都市空間創造戦略」として示します。

184【区域区分（線引き）】無秩序な市街化を防止し、効率的な公共投資と計画的な市街地の形成を図るため、都市計画区域を市街化区域
と市街化調整区域に区分する制度。市街化区域は、すでに市街地を形成している区域及びおおむね10年以内に優先的かつ計
画的に市街化を図るべき区域。市街化調整区域は、市街化を抑制する区域。

185【都市基盤】ここでは、鉄道・道路・上下水道・公園・緑地・学校や区役所等の建築物など、都市を構成する基盤となる構造物をい
う。

186【コンパクト・シティ】市街地の外延的拡大を抑制し、既存市街地の再生・活用を図るとともに、市街地の外の自然環境を保全す
る、都市づくりの基本的考え方。

187【島義勇】明治2年、開拓使判官として、札幌のまちづくりに着手した人物。
188【都市空間】ここでは、都市構造（「自然環境」、「都市基盤」などで構成されるもので、地理的な条件などを踏まえながら、自然環境

の保全や、都市基盤の配置などを市街地の中にどう設定するか、といった都市の構造）に基づき形成された都市の空間で、市
民や企業の様々な活動が展開される場となる空間（人の活動も考慮した都市の姿）をいう。

第2章 戦略を支える都市空間
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第１節 都市空間の現状と取組の方向性

　ここでは、都市基盤の整備状況と、第1章の創造戦略で設定したテーマである「暮らし・コミュニ

ティ」、「産業・活力」、「低炭素社会・エネルギー転換」の3つのパラダイムの転換が求められる視点か

ら、都市空間の現状と取組の方向性を示します。

　これまで、計画的なまちづくりを進めてきた結果、上下水道の普及率や道路の舗装率などは、他都市

と比較しても極めて高い水準にあり、札幌の都市基盤は、ほぼ充足している状況にあると言えます。

現　状

189【都市計画道路】都市の健全な発展と秩序ある整備を図るため、都市計画に定める都市施設の一つ。

1　札幌の都市基盤の整備状況

図2－1　都市基盤の整備状況の政令指定都市比較（平成22年度）

注：（　）内の数値は政令指定都市（平成22年度末現在の全国19市）内の順位

＜資料＞　札幌市、国土交通省、大都市統計協議会

札幌市
政令指定都市平均

都市計画道路改良率
　　　　　　（1位）

道路舗装率
（1位）

人口十万人当たり
地下鉄営業キロ
（3位）

市民一人当たり
都市公園面積
（4位）

人口千人当たり
市営住宅戸数
（7位）

水道普及率
（7位）

下水道普及率
（4位）

92.0％

99.4％

2.5km

12.4m2

14.4戸14.4戸
99.9％

99.7％
72.3％72.3％

90.7％90.7％

2.4km2.4km

8.4m28.4m2

14.9戸

99.3％

92.6％92.6％

表 2－1　都市基盤の整備状況（平成22年度）

＜資料＞　札幌市、国土交通省

都市基盤 項目 整備状況

地下鉄 地下鉄営業路線延長
人口十万人当たり地下鉄営業キロ

48 km
2.5 km

道路
道路延長
道路舗装率
都市計画道路189 改良率 1）

5,638 km
99.4％
92.0％

水道 配水管延長
水道普及率

5,835 km
99.9％

下水道 下水道管路延長
下水道普及率

8,155 km
99.7％

公園 都市公園総面積
市民一人当たり都市公園面積

2,236 ha
12.4 m2

建築物 市営住宅管理戸数
人口千人当たり市営住宅戸数

27,518戸
14.4 戸

注：1）都市計画道路改良率＝都市計画道路整備済延長 /都市計画道路計画延長
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　一方で、札幌オリンピックの開催（昭和47年（1972年））を契機に、急速に整備を進めてきた都

市基盤の老朽化が進み、今後、その更新時期が集中的に訪れます。

　将来の人口規模なども見据えながら、老朽化が進む都市基盤を計画的かつ効率的に維

持・保全するとともに、市有建築物の適正な再配置を進めます。また、耐震化や代替性の

確保190 など、災害に強い都市基盤の整備などを行います。

取組の方向性

都市基盤の効率的な維持・保全

190【代替性の確保】例えば、上下水道の管路のルートを複数化することにより、一方の管路が地震で使用できなくなった場合でも、他
方の管路で代替することなどにより、災害による被害を少なくすることを指す。

図2－2　道路延長及び舗装状況の推移

注： 「舗装」は、アスファルト舗装要綱等の基準による舗装。「簡易舗装」は、アスファルト舗装
要綱等によらない簡易な舗装で、アスファルト層の厚さが3～4 cm程度の舗装

＜資料＞　札幌市

（km）
6,000

5,000

4,000

3,000

2,000

1,000

0
昭和
37

40 43 46 49 52 55 58 61 平成
元年

4 7 10 13 16 19 22（年）

砂利道

舗　装

簡易舗装

札幌オリンピック 管理延長

図 2－3　市有建築物の5年間ごとの建築面積

＜資料＞　札幌市

0 0 2
10

47

76

94
100

68

53 53

26
16

2

13

7

12 17

16

17
27

6 1

1

15

29

33 31

26

20
16 12 9

7
19

39
49 52

26
16 10 8 6

学校教育系施設 公営住宅 一般施設その他

120

100

80

60

40

20

0

（万m2）

昭和27年
以前

28～
32年

33～
37年

38～
42年

43～
47年

48～
52年

53～
57年

58～
62年

63～
平成4年

5～
9年

10～
14年

15～
19年

20年
以降

札幌オリンピック

注：施設面積は千m2単位で四捨五入しているため、合計と一致しない場合がある。
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⑴　暮らし・コミュニティ

　高齢化の進行状況は地域によって大

きな差異が生じており、特に郊外部で

は高齢化率が高くなっています。

　また、市民の今後の住み替えニーズ

を見ると、都心や地下鉄・JRの徒歩

圏など利便性の高い地域を望む傾向に

あります。

現　状

　高齢者などの日常的な移動に対する不安を解消し、誰もが安心・快適に暮らせるよう

に、公共・医療・商業機能など多様な都市機能の集約化を図ります。

　人口減少に伴う様々な地域課題に対応するまちづくりを進めます。

取組の方向性

超高齢社会を見据えた都市機能の集約

地域の特性に応じた取組の展開

2　戦略的に取り組む3つのテーマからの考察

図2－4　 札幌市の統計区別高齢化率
（平成22年10月 1日現在）

注：「国勢調査」の結果による。65歳以上の人口の割合

＜資料＞　札幌市

豊平区

清田区

白石区

中央区

北区

西区

南区

手稲区 東区

厚別区

20％以上30％未満 20％未満
40％以上 30％以上40％未満

図 2－5　住み替えの予定または希望の場所

＜資料＞　札幌市「第4回道央圏パーソントリップ調査」

（％）0 20 40 60 80 100

札幌都心部
16.7 11.2 6.8 4.5 6.3

まだ決めていない
34.8

地下鉄・JRの
徒歩圏
18.7

札幌都心部以外の
市区町村の中心市街地 郊外の住宅地

郊外の田園地域　2.0
転勤までわからない
その他の場所
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⑵　産業・活力

　札幌の都心には高速道路がアクセスされていないなど他都市と比較すると、経済を支える物流機能が

脆弱な状況にあります。

現　状

　都心へのアクセス性の向上を図るなど、人やモノの効率的な流れを支える交通ネット

ワークの強化を図ります。また、北海道新幹線の札幌延伸効果を道内に波及させるために

も、これを見据えた交通ネットワークの強化による道内連携を進めます。

取組の方向性

経済を支える交通ネットワークの強化

図2－6　自動車専用道路網の比較

（●印は各都市の市役所の位置）
＜資料＞　札幌市

札幌市 仙台市

広島市 福岡市
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⑶　低炭素社会・エネルギー転換

　平成24年（2012年）に「都市の低炭素化の促進に関する法律」が制定されるなど、全国的にも

低炭素型のまちづくりが求められており、環境首都を目指す札幌も、これに積極的に取り組むことが必

要です。

　また、市内には、都心や一部の地域において、熱供給に関する基盤が整備されていますが、老朽化に

伴う再構築が必要とされています。

現　状

図2－7　北海道熱供給公社の都心部供給区域

①中央エネルギーセンター　②札幌駅南口エネルギーセンター　③道庁南エネルギーセンター
④中央郵便局　⑤ JRタワー　⑥道庁　⑦北海道警察本部　⑧植物園　⑨斗南病院　⑩時計台
⑪市役所　⑫NHK　⑬テレビ塔　計96件

＜資料＞　平成24年度札幌市エネルギー転換調査報告書

図 2－8　札幌エネルギー供給公社の供給区域

＜資料＞　平成24年度札幌市エネルギー転換調査報告書

①SE山京ビル　②東京建物札幌ビル　③札幌第1合同庁舎　④札幌駅高架下ビル（パセオ）
⑤小田ビル　⑥NSS・ニューステージ札幌ビル　⑦都心北融雪槽　⑧札幌医療福祉デジタル専門学校
⑨札幌エルプラザ　⑩8.3 スクエア北ビル
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　通勤距離の短縮や公共交通の利用率向上などにより、都市活動に伴うエネルギー消費の

抑制を図るため、公共交通を基軸としたまちづくりを推進します。

　都市活動による温室効果ガス排出量の削減・エネルギー消費量の抑制を図り、環境首

都・札幌の実現を目指すために、既存の熱供給に関する基盤を最大限に生かしながら、エ

ネルギー拠点の創出などによるエネルギーネットワークの強化を促進します。

取組の方向性

公共交通を基軸としたまちづくりの推進

エネルギーネットワークの強化
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第２節 都市空間の創造に当たっての基本的な考え方～おおむね20年先を展望～

　前節で導き出した取組の方向性から、これからの都市空間を創造するための基本目標を次のとおり設定し

ます。

基本目標

持続可能な札幌型の集約連携都市への再構築を進める

○ 超高齢社会を見据え、地下鉄駅の周辺などに、居住機能と生活を支える多様な都市機能

を集約することで、効率的に都市サービスを享受できるコンパクトな都市

○ 良好な環境を備える郊外での暮らしが選択できるなど、住まいの多様性が確保された札

幌らしいライフスタイルが実現できる都市

○ 公共交通を基軸としたまちづくりの推進や、新たなエネルギーネットワークの構築など

による環境都市

○ 都市の活力を創出するため、道内外と多様な交通ネットワークでつながる、北海道の中

心都市

○都市基盤が効率的に維持・保全され、災害に強い安全・安心な都市

・都市基盤の効率的な維持・保全

・経済を支える交通ネットワークの強化

・超高齢社会を見据えた都市機能の集約
・地域の特性に応じた取組の展開

・公共交通を基軸としたまちづくりの推進
・エネルギーネットワークの強化

都市基盤

産業・活力

暮らし・コミュニティ

低炭素社会・エネルギー転換

取
組
の
方
向
性

1　都市空間創造の基本目標
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　札幌型の集約連携都市への再構築を進めるため、都市空間の創造に当たっての「コンセプト」を

以下のとおり設定した上で、次項において、目指す都市空間を示します。

都市空間の創造に当たっての「コンセプト」

自然

田園・農

・再生可能エネルギー
・観光資源

道内

石狩湾新港

海

小樽港

新千歳空港

苫小牧港

道内外とつながる多様な
ネットワーク

新たなエネルギーネット
ワークの構築

高い利便性と豊かな自然
環境を享受できる札幌ら
しいライフスタイル

公共交通を基軸とした
まちづくり

都市機能を集約

安全・安心な都市

札幌型の集約連携都市のイメージ

共創都市さっぽろ
～ S・L・I・M City Sapporo ～

市民・企業と共に
創り上げていく都市

持続可能性 安心・快適で質の高い生活

ustainability

エネルギーやモビリティなど
多様なマネジメント

S ivableL

創造性の発揮

nnovationI anagingM

※S・L・I・M（スリム）とは、Sustainability（持続可能性）、Livable（安心・快適で質の高い生活）、Innovation（創造性
の発揮）、Managing（エネルギーやモビリティなど多様なマネジメント）の頭文字を指し、S・L・I・M City Sapporo
とは、これらを包括した都市の概念
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　都市空間創造の基本目標を実現するためには、市民・企業が共に目指すべき都市空間を共有することが必

要です。

　そこで、目指すべき都市空間を、都市空間の種別（市街地、都心、拠点、ネットワーク、都市基盤）に分

けて、以下に示します。

⑴　魅力ある市街地

定
　
義

おおむね環状通の内側と地下鉄の沿線、地域交流拠点に位置付けられている JR駅の周辺

　快適で効率的な都市活動が展開できるよう、都心周辺や地下鉄沿線などの利便性の高い地域にお

いて、良好な都市景観の形成を図るとともに、集合型の居住機能と、居住者の生活を支える多様な

機能の立地を促進することで、比較的高密度で質の高い複合型の市街地を目指します。

191【札幌市住区整備基本計画】より快適で安全な生活圏の形成と秩序ある開発誘導を図るため、札幌市が昭和48年に策定した計画。
住んでいる人が徒歩で行動できる範囲を一つの「住区」として捉え、各住区内に基幹施設として学校、公園、道路を適正に配
置することを目指している。1住区は、鉄道や幹線道路などによって形成される面積約100 ha、人口約1万人を標準として
おり、計画策定区域は市街化区域のうち、昭和45年の人口集中地区などを除いた約15,000 ha（132住区）を対象として
いる。

定
　
義

札幌市住区整備基本計画191 などに基づき、低層住宅地を主として計画的に整備してきた地域

　自然と調和したゆとりあるライフスタイルが実現できる低層住宅を主体とした良好な市街地を維

持・保全していくために、日常生活を支える機能の立地などに対応するとともに、地域の足となる

生活交通の適切な確保などにより、高齢者も含め、誰もが安心して暮らすことができる住宅地を目

指します。

定
　
義

複合型高度利用市街地と郊外住宅地以外の地域

ア 複合型高度利用市街地

イ 郊外住宅地

ウ 一般市街地

2　目指す都市空間
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　戸建て住宅や集合型の住宅など、地区の特性に応じて、多様な居住機能と居住者の利便や就労な

どを支える機能が相互の調和を保って立地する住宅地と、工業地・流通業務地などから構成される

市街地を目指します。

⑵　活力があふれ世界を引きつける都心

定
　
義

JR札幌駅北口の一帯、大通東と豊平川が接する付近、中島公園、大通公園の西側付近を頂点とす
る、ほぼひし形に広がる区域

　高次な都市機能の集積や魅力ある都市空間の創出など、札幌の顔にふさわしいまちづくりを重点

的に進めていくことで、市民生活の質の向上を支えるとともに、札幌を世界にアピールすることが

できる、魅力的な都心を目指します。

　また、地下歩行ネットワークや路面電車の更なる活用などによる回遊性の向上や、都心内の交通

環境の改善を図るなど、人を中心としたまちづくりを推進します。

　さらに、エネルギー消費量の抑制や、災害時の都市活動の持続性を高めるために、先進的かつ積

極的なエネルギー施策の展開により、環境首都・札幌を象徴する都心を目指します。

⑶　多様な交流を支える交流拠点

定
　
義

交通結節点である主要な地下鉄・JR駅の周辺で、都市基盤の整備状況や機能集積の現況・動向な
どから、地域の生活を支える主要な拠点としての役割を担う地域のほか、区役所を中心に生活利便
機能が集積するなどして区の拠点としての役割を担う地域

　周辺地域の住民もアクセスする場としての利便性を高めるため、区役所などの公共機能や、商

業・業務・医療などの中核的な都市機能の集約を図るとともに、これらの都市機能を身近に利用す

ることができるよう、居住機能との複合化を促進します。

　特に地下鉄始発駅などでは、後背圏に広がる郊外部の住民の生活を支えるとともに、近隣の魅力

資源や隣接都市、空港・港湾などとの連携を意識した多様な機能を整備したゲートウェイ192 拠点

として位置付け、その機能向上を促進します。

　また、空中歩廊や地下歩行ネットワークへの接続など、冬でも快適な歩行空間の創出を促進する

ことなどにより、高齢者なども安心して暮らすことができるまちを目指します。

192【ゲートウェイ】玄関口。

ア 地域交流拠点
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○地下鉄始発駅

　新さっぽろ、宮の沢、麻生・新琴似、真駒内、栄町、福住

○その他

　大谷地、白石、琴似、北24条、平岸、澄川、光星、月寒、手稲、篠路、清田

定
　
義

産業や観光、文化芸術、スポーツなど、国際的・広域的な広がりをもって利用され、札幌の魅力と
活力の向上を先導する高次な都市機能が集積する拠点

　産業や観光、文化芸術、スポーツなど、札幌が持つ高次な都市機能を十分に生かし、国内外から

の投資や多くのヒト・モノを呼び込むために、必要な基盤・施設の整備や、都市機能をさらに高め

る取組の推進などにより、魅力と活力あふれる都市を目指します。

円山動物園周辺、藻岩山麓周辺、北海道大学周辺、苗穂、東雁来、モエレ沼公園・サッポロさ

とらんど周辺、大谷地流通業務団地、東札幌、札幌テクノパーク、札幌ドーム周辺、定山渓、

芸術の森周辺

⑷　持続可能な都市を支えるネットワーク

　過度な自動車利用を控えた生活を支える、公共交通を中心とした交通ネットワークを更に活用し

ていくため、交通結節点の整備や、地下鉄の利便性の向上等による利用促進を図るとともに、地域

の移動を支えるバスネットワークの維持・向上に向けた取組などを進めます。

　また、都心での快適な移動を支えるとともに、個性的な景観や魅力的な空間を演出する路面電車

については、そのループ化の推進や延伸の検討を進めるとともに、路面電車沿線の魅力向上を図り

ます。

　さらに、市内交通の円滑化を図るとともに、都市間・地域間連携や空港・港湾へのアクセスを支

える骨格道路網を始めとする交通ネットワークの強化を図ります。

　加えて、北海道新幹線の札幌延伸効果を道内に波及させるためにも、これを見据えた交通ネット

ワークの強化などにより、市民生活や経済・観光などを支える円滑な交通ネットワークの構築を目

指します。

イ 高次機能交流拠点

ア 交通ネットワーク
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　みどりの持つ機能が効果的に発揮されるように、骨格的なみどりのネットワークである環状グ

リーンベルト193 やみどりの軸（オープンスペース・コリドー194）の充実につながる公園・緑地・

河川の整備、みどりの保全を推進します。また、人口構造の変化等に伴い、公園などの利用形態も

変化していることから、地域のニーズ等に合わせた公園の機能再編や再整備に取り組むほか、都心

周辺部では、公園・緑地を整備するとともに、再開発や緩和型土地利用計画制度等を活用しなが

ら、良好なオープンスペースの充実を図ることなどにより、札幌らしい、みどり豊かな都市を目指

します。

　低炭素社会と脱原発依存社会の実現のために、既存の熱供給に関する基盤を有効に活用しなが

ら、都心や拠点などにおいて、自立分散型のエネルギー供給体制と、これをつなぐネットワークの

確立を進めるとともに、都市開発等に合わせたエネルギーネットワークの構築などを促進します。

　また、再生可能エネルギーに関する広域的な活用促進などによる創エネルギーの推進により、エ

ネルギーの利用効率と安定性が高い都市を目指します。

193【環状グリーンベルト】ここでは、札幌の自然条件を生かして、市街地をみどりの帯で包み込むものをいう。
194【オープンスペース・コリドー】コリドーの本来の意味は「廊下」「回廊」など。ここでは、市街地を貫通し、都市にうるおいをもた

らすオープンスペースの軸となることを目指すものとしてコリドーと称している。

⑸　都市基盤の維持・保全と防災力の強化

　公共サービス経費の増大を抑制しながら、ニーズに合わせた効果的な市民サービスの提供により

市民生活の利便性を確保していくために、将来的な人口規模などを見据えながら、都市基盤の効率

的かつ計画的な維持・保全や機能の見直し・複合化などを推進します。

　また、地震や大雨等の災害に強い都市を構築していくために、施設や道路・上下水道などの維

持・保全と併せて、耐震化等を計画的に進めることにより、安全・安心な市民生活が実現する都市

を目指します。

イ みどり豊かな空間のネットワーク

ウ エネルギーネットワーク
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清田清田

新さっぽろ

大谷地

篠路

光星

平岸

栄町

澄川

月寒月寒

・新琴似

地下鉄と地下鉄駅
JRとJR駅
路面電車
高速道路
骨格道路網

都心

地域交流拠点

高次機能交流拠点

凡　例

芸術の森周辺

北海道大学
周辺

モエレ沼公園・サッポロさとらんど周辺モエレ沼公園・サッポロさとらんど周辺

石狩市の市街地

小樽市の
市街地

平地のみどり

奥山のみどり

環状
グリーンベルト

札幌テクノパーク

定山渓

東雁来

円山動物園周辺

藻岩山麓周辺

苗穂

大谷地流通業務団地

札幌ドーム周辺

東札幌

江別市の市街地

北広島市の市街地

複合型高度利用市街地

一般市街地

郊外住宅地

工業地

石狩市の市街地

小樽市の市街地

奥山のみどり

ニセコ・洞爺湖
道内各地へ

新しいエネルギー拠点

原始林

江別市の市街地

北広島市の市街地

新千歳空港

旭川・富良野
道内各地へ

南幌、長沼、栗山
道内各地へ

都心部

工業地

国内外へ

国内外へ

周辺都市が持つ資源を活用する
広域連携の強化

田園のみどり・水辺

複合型高度利用市街地

郊外住宅地

エネルギーの広域的連携

エネルギーネットワーク
強化重点地区

空港、港湾

地域交流拠点  

広域交通ネットワーク
圏域内交通ネットワーク
広域的エネルギー連携

都心アクセス道路
北海道新幹線
みどりのネットワーク
環状通
高速道路
ＪＲ
地下鉄
凡　例

田園のみどり

※郊外住宅地がブロックに分かれている
　のは、地域ごとにその特性が異なる、
　多様な地域が存在することをイメージ
　しています。

丘珠空港

新千歳空港

小樽港

苫小牧港

石狩湾新港

札幌型の集約連携都市　将来の都市空間図

市街地区分・主要な拠点の位置図
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第３節 都市空間創造戦略～今後10年間の施策の方向性～

　第2節で示した目指すべき都市空間を実現するため、今後、具体的に取り組む都市づくりの方向性を、

都市空間の種別ごとに示します。また、主な取組を記載することで、将来の都市空間の姿をより明確に示し

ていきます。

195【札幌市都市景観基本計画】市民、企業、そして行政が互いに協力して、札幌にふさわしい都市景観の形成を目指すために、平成9
年（1997年）に札幌市が策定した計画。

196【札幌市景観計画】景観法第8条の規定に基づく景観計画（以下「景観計画」という。）として策定するものであり、景観ゾーンの
景観形成方針と土地利用との一体的展開を図り、より実効性が高い景観施策を推進することを目的に、平成19年（2007
年）に札幌市が策定（適用は平成20年から）した計画。

197【景観計画重点区域】景観計画区域（札幌市の場合、市域全域）の内、地区の特性を踏まえ、特に良好な景観の形成を図るべき区域。

　複合型の市街地形成を促進するため、再開発や緩和型土地利用計画制度の運用などにより、地区特性

に応じて、集合型の居住機能と居住者の生活を支える多様な機能（商業等の生活利便機能、医療・福祉

機能など）の立地を促進します。なお、再開発は、複合型高度利用市街地と都心、地域交流拠点での実

施を原則とします。

1　魅力ある市街地
⑴　複合型高度利用市街地

質の高い複合型の市街地形成を促進します。

再開発などによる多様な機能立地の促進

主な取組

路面電車沿線、JR篠路駅周辺、JR苗穂駅周辺、新さっぽろ駅周辺、JR琴似駅周辺、JR手稲駅

周辺など

景観に関する制度の見直し
　札幌らしい魅力的な都市景観を形成していくため、札幌市都市景観基本計画195、札幌市景観計画196

などの見直しを行います。また、特に良好な景観形成を図る区域として定める景観計画重点区域197 の

新たな指定を検討します。

地域特性に応じた景観まちづくりの促進
　地域の特性に応じた魅力的な景観を形成していくため、市民・企業の景観に対する関心の喚起や、よ

り主体的に関わる機会の創出などにより、景観まちづくりを促進します。

札幌らしい景観まちづくりの推進
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　地域が主体となった住環境の保全などの取組を支援するため、住民の意向や自主的活動の熟度なども

踏まえながら、地区計画198 などのまちづくりルールの策定に向けた地域の取組を支援します。

まちづくりルールの策定支援

　誰もが安心して日常生活を営めるまちづくりを進めるため、日常生活を支える利便施設が徒歩圏内に

立地可能となるよう、土地利用計画制度の適切な運用を行います。

　また、周辺の住環境への影響に配慮しながら、地域の特性や居住者のニーズに応じた機能（介護サー

ビスや子育て支援、コミュニティ支援機能など）の導入に対応するため、市民や企業等が連携して地域

資源を活用しながら生活環境の維持・向上を図る地域マネジメントの導入などを推進します。

　さらに、良好な住環境の保全等を図るために、地域が主体となった地区計画などのまちづくりルール

の策定に向けた取組を支援します。

安心して暮らせる郊外住宅地を目指します。

利便機能の立地への対応や地域特性に応じた取組の推進

地域の足を確保する取組の推進

空き家などの活用

198【地区計画】建物の用途、高さ、壁面の位置、敷地の規模など、地区のルールを定める都市計画。
199【インセンティブ】人の意欲を引き出すために、外部から与える刺激、動機付け、誘因。
200【コミュニティガーデン・菜園】ここでは、未利用地などを活用し、地域住民などが協力しながらつくり出していく地域の「庭・菜

園」をいう。

　自家用車への過度な依存を避けながら、地域での生活が維持できるよう、地域の需要に応じた路線バ

スルートの見直し等の運行の最適化を図る取組や、多様な主体と連携した生活交通を確保する取組など

を推進します。また、ノンステップバス導入支援などによるバスの利便性向上を図ります。

※ 多様な主体と連携した生活交通を確保する取組としては、例えば以下のようなものが想定されます。

地域が主体となったボランティア運行、バス事業者との適切な役割分担による地域交通ネット

ワークの維持など

⎛
｜
｜
｜
⎝

⎞
｜
｜
｜
⎠

　地域コミュニティを維持していくため、空き家等を活用した地域の居場所づくりを支援します。

　また、今後、増加が見込まれる空き家や空き地を適切に管理・活用する新たな手法を総合的に検討し

ていきます。

※新たな手法としては、例えば以下のようなものが想定されます。

民間の資金や取組の活用、公共的利用に対する所有者へのインセンティブ199、コミュニティ

ガーデン・菜園200、エネルギー創出の場としての活用など

⎛
｜
｜
｜
⎝

⎞
｜
｜
｜
⎠

⑵　郊外住宅地
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　戸建て住宅や集合型の住宅など、多様な居住機能と生活利便機能などが相互に調和して立地できるよ

う、適切な土地利用計画制度の運用を行うとともに、地域が主体となった地区計画などのまちづくり

ルールの策定に向けた取組を支援します。

一般市街地の生活の維持・保全を図ります。

土地利用計画制度の適切な運用

地域の足を確保する取組の推進 （再掲106ページ）

　工業や流通業務の操業環境の維持・向上を図るため、適切な土地利用計画制度の運用を行います。

工業地・流通業務地を維持・保全します。

産業団地の適正な維持

　都心の魅力を更に高め、世界からヒト・モノ・投資を引きつけるとともに、環境首都・札幌を象徴す

る環境低負荷型の都心を構築するため、将来の社会経済情勢の変化を見据えて、都心まちづくり計画の

見直しを行います。

2　活力があふれ世界を引きつける都心

都心の将来像を定めます。

札幌の顔にふさわしい重点的なまちづくりを推進します。

都心まちづくり計画の見直し

都心のにぎわい・憩いの創出

交流拠点の整備
　都心の魅力や価値の向上をけん引していくため、北海道新幹線の札幌延伸の進捗や、民間施設の建て

替え動向などを見据えながら、新たな活動や交流の場となる札幌駅交流拠点、大通交流拠点、創世交流

拠点の整備を検討・実施していきます。

⑶　一般市街地
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にぎわい・憩いの空間の創出
　都心の魅力と活力を向上させていくため、にぎわいや憩いの場となるオープンスペースの整備や、地

下歩行空間・道路空間を活用した、にぎわいの創出などを進めます。

　民間投資を最大限に活用した都心の機能向上を図るため、再開発などの積極的な展開を推進します。

　都心にありながら、低利用な土地が多いなどの課題を抱える創成川以東地区の再生を図るため、この

地区を今後の都心まちづくりの重点地区と位置付け、居住を中心に様々な機能が身近に構成される利便

性の高いまちづくりを推進します。

再開発などの積極的な展開

創成川以東地区のまちづくりの推進

　民間開発の誘発による都心の活性化を図るため、開発事業者とまちづくり会社202 や地域のまちづく

重層的なマネジメントによるまちづくりの推進

201【サイドリザベーション】軌道を道路の端に寄せて敷設し、歩道から直接路面電車に乗降可能となる整備方式。
202【まちづくり会社】必要な収益事業を実施しながら、自ら活動資金を生み出し、具体的かつ確実にまちづくりに取り組む組織。行政

には無い経営感覚や民間の視点・発想と、地域が共有したビジョンに基づき、地域の活用と管理を展開することで、まちの資
産価値や魅力を高め、持続的で多様な都市活動を創出するほか、更なる民間投資の誘発を目指す。札幌市においては「札幌大
通まちづくり株式会社（平成21年設立）」と「札幌駅前通まちづくり株式会社（平成22年設立）」が存在している（平成
25年4月現在）。

主な取組

札幌駅交流拠点（北海道新幹線の札幌延伸を見据えた検討、北8西1地区の整備、北5西1地

区の整備検討）、大通交流拠点、創世交流拠点（市民交流複合施設の整備、北1西1地区の整

備、大通東1地区の検討）など

主な取組

北3条広場の整備、路面電車のループ化（サイドリザベーション201）に合わせた沿道のにぎわい

創出、南一条まちづくりの事業化検討、札幌駅前通地下歩行空間への沿道ビルの接続促進など

主な取組

北8西1地区、南2西3南西地区（狸小路）、北4東6地区（中央体育館）、北1西1地区

（創世1.1.1 区）、北2西4地区（旧三井ビル）、北5西1地区の検討、鉄道線以北エリア（北6

東3周辺など）のまちづくりの検討など

主な取組

北4東6地区、鉄道線以北エリア（北6東3周辺など）のまちづくりの検討、東4丁目線の機

能向上等の検討など
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り組織等との連携強化への支援などにより、様々な主体が連携した重層的なマネジメントによる都心再

生のまちづくりを積極的に推進します。

街区単位のマネジメント
民間開発などの街区単位でのきめ細か
なマネジメントを推進

地区のマネジメント
地区特性を生かした民間主体のまちづく
りを推進

都心全体のマネジメント
都心全体の魅力や活力を高める総合的
なまちづくりを推進

重
層
的
な
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
の
展
開

　市民や来訪者の快適な回遊性を高めるため、路面電車のループ化や、再開発・沿道ビルの建て替えな

どの機会を捉えて、地下歩行空間への接続や空中歩廊・民有地におけるオープンスペース203 の整備な

どを促進するとともに、超高齢社会に対応した、積雪寒冷地にふさわしい安心・快適な歩行空間を確保

するため、地下歩行ネットワークの拡大の検討を進めます。また、交通環境の改善を図るため、都心を

通過する自動車を効果的に抑制するための道路機能強化や、過度な駐車場整備を誘発しないための既存

施設の有効活用などの駐車場設置の在り方などを検討します。

　都心の良好な景観創出を図るとともに、歩行者の安全な移動を支えるため、駐輪場の整備・拡大や、

自転車の放置禁止区域の拡大など、総合的な自転車利用環境の改善策を進めます。

主な取組

路面電車のループ化、西2丁目地下歩道の整備、札幌駅前通地下歩行空間への沿道ビルの接続促

進、南一条まちづくりの事業化検討、豊平川通延伸の検討など

都心の回遊性の向上や交通環境の改善を図ります。

回遊性を高める多様なネットワークの強化・拡大

自転車利用環境を改善する総合的取組の推進

203【オープンスペース】ここでは、公園、広場、河川、農地、建築物の敷地内の空地など、建築物などによって覆われていない空間を
いう。
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主な取組

再開発を活用した駐輪場の拡大（北1西1、南2西3）、公共駐輪場の整備、自転車等放置禁止

区域の拡大、駐輪場附置義務条例の見直し、走行空間の明確化の検討、自転車利用に関するルール

やマナーの周知・啓発など

　エネルギー消費量が多い都心において、官民の協働により、環境負荷の低減を図るとともに、災害時

などでも安定的な都市活動を継続していくため、行政と民間の役割分担を示すなど、都心のエネルギー

施策に関する将来像の検討を進めます。

先進的・積極的なエネルギー施策の展開を図ります。

エネルギー施策に関する将来像の検討

　効率的で安定したエネルギー供給を支えるため、既存のエネルギーネットワークも活用しながら、エ

リア単位での自立分散型エネルギー供給拠点の整備と、これらの供給拠点と建物などを結ぶネットワー

クの構築を促進します。

　都心のエネルギー供給の最適化を図るため、熱需要者であるビルのエネルギーネットワークへの接続

や、ビル単位でのエネルギー管理システムの導入、建築物の低炭素化などを促進する仕組みを構築しま

す。

エネルギーネットワークの強化・拡大

エネルギーマネジメントの促進

主な取組

北2西4地区（旧三井ビル）、北8西1地区、北1西1地区（創世1.1.1 区）、北4東6地区

（中央体育館）など
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今後10年間の都心での主な取組

ＥＣ

ＥＣ

ＥＣ

ＥＣ

ＥＣ ＥＣ

ＥＣ

北８西１再開発

北５西１街区の
整備検討

北４東６再開発
中央体育館の整備

北１西１地区
再開発

北３条広場の整備

民間都市再生
事業の実施

大通交流拠点
西２丁目
地下歩道

南２西３地区
再開発

路面電車のループ化・
沿道のにぎわい創出

北海道
新幹線

東４丁目線の機能
向上などの検討

南１条まちづくりの事業化検討

鉄道線以北エリアの
まちづくりの検討

駅前通地上・地下
のにぎわい創出

創成川以東地区の
まちづくりの推進

創世交流拠点

札幌駅交流拠点

都心のエネルギーネット
ワークの強化・拡大

凡 例

ＥＣ（エネルギーセンター）

既存

新設予定

拠点的なみどり

北海道新幹線（予定）

路面電車（既設）

路面電車のループ化

地下歩道の整備

都心のエネルギー
ネットワークエリア

交流拠点

骨格軸・展開軸

創成川以東地区の
まちづくりエリア

南１条まちづくりの
事業化検討

駅前通地上地下の
にぎわい創出

まちづくり・整備の検討

再開発等(短期的な取組）
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　拠点機能の向上を図るため、再開発や緩和型土地利用計画制度の運用のほか、様々な制度や支援策の

運用などを通じて、特に、超高齢社会の到来に対応した多様な都市機能（商業などの生活利便機能、区

役所などの公共機能、医療・福祉機能など）の誘導を図ります。

　後背圏の住民の交流や、周辺市町村や近隣の魅力資源等との連携などを促進するため、エリアごとの

まちづくりの方向性を定めた上で、再開発などを積極的に誘導しながら、重点的な整備を促進します。

　特に、新さっぽろ駅と地下鉄真駒内駅の周辺では、リーディングプロジェクト204 として、大規模な

土地利用転換などに合わせて、拠点の特徴を踏まえたまちづくりを進めます。

3　多様な交流を支える交流拠点

地下鉄駅周辺などの機能向上を促進します。

再開発などによる都市機能の誘導

地下鉄始発駅（ゲートウェイ拠点）の重点的な整備の促進

主な取組

JR篠路駅周辺、地下鉄白石駅周辺（白石複合庁舎の整備）、地下鉄新さっぽろ駅・JR新札幌駅

（以下「新さっぽろ駅」という。）周辺、地下鉄真駒内駅周辺、JR琴似駅周辺、JR手稲駅周辺など

主な取組

○新さっぽろ駅周辺（厚別副都心地区）のまちづくり

　新さっぽろ駅周辺（厚別副都心地区）は都心機能の一翼を担う先導的な拠点として位置付け、重

点的なまちづくりを推進します。

　・ 市営住宅余剰地等を核として、周辺地域なども意識した商業機能の充実や、超高齢社会に対応

した健康・福祉産業を始めとする高度な業務機能の集積などの推進

　・江別市や北広島市なども含む広大な後背圏の生活を支える拠点としてのまちづくりの推進

　・地下鉄コンコースを中心とした歩行者ネットワークの充実と地下鉄の利用促進

　・既存の熱供給ネットワークを活用した低炭素型まちづくりの検討

　・新たなまちづくり計画の策定

○真駒内駅周辺のまちづくり

　真駒内地域はもとより南区全体の拠点として、駅前地区の再生に向けた取組を展開します。

　・旧真駒内緑小学校の跡施設を活用した多様な連携・交流の推進

　・駅前地区を中心とした滞留・交流空間等の充実や土地利用再編の推進

　・周辺の魅力資源への入り口にふさわしい場の形成の推進

　・既存の熱供給ネットワークを活用した低炭素型まちづくりの検討

204【リーディングプロジェクト】先導的・横断的・戦略的な取組のこと。

⑴　地域交流拠点
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　高齢者を始め、誰もが冬期間でも安心・快適に移動することができる空間を創出していくため、再開

発などを活用した地下鉄コンコースへの接続や、空中歩廊による駅への接続などを促進します。

　市民の生活利便性を向上していくため、今後の区役所の建て替えに当たっては、地域交流拠点や都心

への配置を原則とし、地下鉄駅などとの接続による利便性の向上に努めます。

快適な歩行空間の創出促進

区役所等の拠点などへの配置

主な取組

・地下鉄白石駅周辺（地下鉄白石駅と白石複合庁舎を接続）

・新さっぽろ駅周辺（地下鉄コンコースへの接続などを検討）

・地下鉄真駒内駅周辺（将来的な南区役所と地下鉄真駒内駅との接続などを検討）

・JR苗穂駅周辺（JR苗穂駅と空中歩廊による接続など）

・JR琴似駅周辺（JR琴似駅と空中歩廊による接続など）など

主な取組

白石区役所、南区役所など

　活力ある産業の育成や豊かな都市文化の醸成などのため、それらを先導する高次な都市機能が集積す

る拠点として次の12箇所を位置付け、その機能集積や高度化に向けた取組を推進していきます。

都市機能を高める取組を推進します。

活力や都市文化を高める機能の集積・高度化

　観光・環境学習・生物多様性の保全・市民の癒し空間などの拠点として、さらに、産・学・官の

連携による環境負荷の低減など多様なメッセージの発信拠点としての役割を果たすための機能強化

を図ります。

円山動物園周辺

　藻岩山の豊かな自然環境や周辺の施設などを生かし、観光客や市民を引きつける魅力の向上を図

ります。

藻岩山麓周辺

⑵　高次機能交流拠点
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　次世代型のエネルギー利活用や、新しい産業振興の源泉となる技術の研究開発、さらには活力あ

る企業や人材の育成などに向けて、産・学・官が協働して取り組むための中心的な拠点として位置

付け、連携を図ります。

北海道大学周辺

　都心への近接性を生かして、スポーツ・集客交流産業の振興や利便性の高い複合型市街地形成を

図るため、中央体育館の整備等を進めるとともに、都心を含めた地域の回遊性を高める交通環境の

整備や再開発などによる市街地整備を進めます。

苗穂

　モエレ沼公園・サッポロさとらんどや豊平川に近接した地理的環境を生かし、子育て世代や高齢

者が生き生きと暮らすまちを目指すとともに、環境負荷の少ない良好な住環境のモデル地区として

の整備を進めます。また、食関連産業を始めとするものづくり産業などの集積を図ります。

東雁来

　文化芸術、スポーツ、レクリエーション活動など、市民や来訪者の創造性を刺激する多様な活動

の拠点として、水辺や農地、埋蔵文化財などを生かした良好な空間の更なる活用を図ります。

モエレ沼公園・サッポロさとらんど周辺

　団地の機能更新や高度化などにより物流の効率化を進め、交通混雑の緩和、環境への負荷や物流

コストの低減に資する拠点としての役割の向上を図ります。

大谷地流通業務団地

　集客交流産業の振興と活力ある企業や人材の育成を先導する拠点として、札幌コンベンションセ

ンター205 や産業振興施設、商業・業務施設などの更なる活用や連携を図ります。

東札幌

　エレクトロニクスセンターを核として、バイオや食関連を含めた研究開発拠点としての再構築を

推進し、食やバイオ、IT が連携した産業・研究支援の強化を図ります。

札幌テクノパーク

　スポーツや集客交流産業の振興に関わる拠点性を高めるため、多様なイベントの開催や周辺の施

設や空間とも連携するなど、更なる活用を図ります。

札幌ドーム周辺

205【札幌コンベンションセンター】札幌市白石区に立地している国際会議や展示会、イベントなどが開催される総合型コンベンション
センター。
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　豊かな自然環境を生かし、自然と共生した様々な体験が可能な宿泊・滞在型の観光拠点として、

その魅力を高めるとともに、更なる活用を図ります。

定山渓

　文化芸術の拠点として更なる活用を図るとともに、札幌市立大学との連携の強化や札幌アート

ヴィレッジ206 への企業集積を図るなど、文化芸術や産業の振興、産・学・官連携による研究開発

を促進します。

芸術の森周辺

　地下鉄や JRの駅における交通結節点としての利便性を高めるため、交通広場の整備や駅の移転橋上

化とともに、自由通路や周辺の道路整備などを推進します。

4　持続可能な都市を支えるネットワーク

公共交通の利用促進を図ります。

地下鉄・JR駅などの交通結節点の利便性を高める整備の推進

主な取組

JR篠路駅周辺のまちづくりに伴う基盤整備、地下鉄栄町駅交通広場の整備、JR苗穂駅の移転橋

上化と周辺の基盤整備など

路面電車に関する整備などの推進

ループ化やバリアフリー化の推進、延伸の検討
　路面電車を更に活用していくため、路面電車のループ化を進めるとともに、沿線の道路整備や電停の

バリアフリー化を推進します。また、3地域（都心、創成川以東、桑園）への延伸の検討を進めます。

沿線の魅力づくりの推進
　良好な街並みやにぎわいを感じる活動などによって、路面電車沿線の魅力を高めていくため、地域と

協力しながら、沿線の魅力づくりの指針を作成し、景観まちづくりを推進します。

主な取組

ループ化の実施、沿線の道路整備（南1条通、西7丁目通、福住・桑園通）、電停のバリアフ

リー化の実施、3地域への延伸の検討など

206【札幌アートヴィレッジ】札幌市南区に位置している、札幌の都市機能と雄大な自然環境を生かした芸術・文化系産業団地。

⑴　交通ネットワーク



116

は
じ
め
に

資 

料 

編

第

1
章

第

2
章

第

3
章

第
1
節

第
2
節

第
3
節

第
1
節

第
2
節

第
3
節

　バス等の利便性向上を図るため、地域の需要に応じた路線バスルートの見直し等の運行の最適化を図

る取組や、多様な主体と連携した生活交通を確保する取組などを推進します。また、ノンステップバス

の導入支援などによるバスの利便性向上を図ります。さらに、軌道系交通機関が整備されていない地域

交流拠点である清田において、その拠点性を高めるため、バス待ち環境の改善など公共交通サービスの

利便性向上などに努めます。

　道内外をつなぐ広域的な交通ネットワークの充実を図るため、北海道新幹線の札幌延伸の円滑な事業

推進、早期開業に向けた取組を進めます。また、新幹線の札幌延伸を見据えた札幌駅交流拠点の再整備

検討や、都心へのアクセス性向上に向けた取組を進めます。

骨格道路網などを強化します。

バス等の利便性向上に向けた取組の推進

新幹線を見据えた取組の推進

広域連携の強化と市内交通の円滑化

主な取組

地域交通計画の策定、ノンステップバス導入への支援など

主な取組

札幌駅交流拠点の再整備検討、創成川通の機能強化検討など

主な取組

環状通、米里・行啓通、宮の森・北24条通（（仮）北24条大橋）、道道札幌北広島環状線（屯

田・茨戸通、（仮）札幌江別大橋）、国道337号（札幌大橋）、国道275号、山本通、札幌新

道、清田通、道道西野真駒内清田線（盤渓北ノ沢トンネル）、国道230号、富丘通など

主な取組

創成川通の機能強化検討・豊平川通の延伸検討など

骨格道路網などの整備
　都市間・地域間連携や周辺の空港・港湾との連携を強化するため、骨格道路網や地域間をつなぐ幹線

道路などの未整備区間の整備を推進します。

都心アクセス強化道路軸の検討
　高速道路などからの都心へのアクセス性を高めるため、都心アクセス強化道路軸の検討を、国とも連

携しながら進めます。
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骨格道路網図

環状通
北海
道縦
貫自
動車
道

国道５号

北１条・宮の沢通

北１条・宮の沢通

西野真駒内清田線

北海道横断自動車道

国道337号

札幌新道国
道
５
号

北
海
道
横
断
自
動
車
道

環
状
通

国
道
2
3
1
号

北５条・手稲通

羊ヶ丘通

新川通

札
幌
北
広
島
環
状
線

札幌北広島環状線

国道275号

江別恵庭線伏
古
・拓

北通

国道36号

国道12号

厚別
通

江別
3番
通

南郷通

国道274号

国
道
12
号

国
道
2
3
0
号

国道230号

豊
平
川
通

国道453号

国
道
4
5
3
号

厚
別
東
通

札
幌
新
道

国
道
23
1号 札

幌
当
別
線

国道337号

国道337号

北海道横断自動車道

清田

新さっぽろ

・新琴似

大谷地

篠路

光星

平岸

栄町

澄川

月寒

芸術の森周辺

北海道大学
周辺

モエレ沼公園・サッポロさとらんど周辺

札幌テクノパーク

定山渓

東雁来

円山動物園周辺

藻岩山麓周辺

苗穂

大谷地
流通業務団地

札幌ドーム周辺

東札幌

石狩市の市街地

小樽市の
市街地

江別市の市街地

北広島市の市街地

高速交通体系（高速道路等）
連携道路
環状道路
放射道路
都心アクセス強化道路軸

都心

地域交流拠点

高次機能交流拠点

凡　例
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　市街地を取り囲むみどり（環状グリーンベルト）の充実を図るため、拠点となる公園緑地の整備を進

めるとともに、より効果的な森林管理の手法を検討・展開していきます。また、骨格的なみどりの軸

（オープンスペース・コリドー）の充実を図るため、河川や道路のみどりを保全・創出するとともに、

公園緑地の整備やリニューアルを推進します。

⑵　みどり豊かな空間のネットワーク

骨格的なみどりのネットワーク化を推進します。

骨格となるみどりの充実

主な取組

円山公園、あいの里・福移の森緑地、丘珠空港緑地、東雁来公園、厚別山本公園、月寒公園、小金

湯さくらの森、山口緑地など

みどりの将来像図

みどり豊かな市街地

山地丘陵地のみどり
（里山）

奥山のみどり
（都市計画区域外）

平地のみどり
（里地）

創
成
川
コ
リ
ド
ー

北
東
コ
リ
ド
ー

豊
平
川
コ
リ
ド
ー

南東コリドー

大通コリドー

新川コリドー

石狩市の市街地
小樽市の市街地

江別市の市街地

北広島市の市街地

環状グリーンベルト
　札幌の自然条件を生かして、市街地をみどりの帯で包み込むもの。
オープンスペース・コリドー
　コリドーの本来の意味は「廊下」「回廊」など。本章では、市街地を貫通し、都市にうるおいをもた
らすオープンスペースの軸となることを目指すものとしてコリドーと称している。
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　都心部をみどり豊かな潤いのある空間とするため、公共空間における花やみどりを主体とした北国ら

しい魅力ある景観づくりに取り組むとともに、再開発や緩和型の土地利用計画制度なども活用しなが

ら、にぎわいや憩いの場となるみどり豊かなオープンスペースを整備します。また、民間施設の敷地内

緑化や屋上緑化・壁面緑化を支援します。

　農産物の生産のほか、良好な景観形成、健康づくり、レクリエーションの場など、多面的役割を持つ

農地を保全し、その機能を生かしていくため、地域の特性に応じた多様な担い手による取組を推進しま

す。

　良好な都市環境を維持・創造するため、人口の増加により、身近な公園が一層不足すると予想される

既成市街地への公園整備を進めます。また、再開発や緩和型の土地利用計画制度の運用などを活用し、

みどり豊かなオープンスペースの創出を誘導します。

　より市民に親しまれる公園としていくため、年齢構成の変化といった地域の特性や市民のニーズなど

を踏まえ、地域住民と共に、公園の機能再編や再整備を進めます。

　市街地のみどりの充実や地域の特色ある景観づくりを、地域コミュニティの醸成にもつなげるため、

市民や企業との協働によるみどりづくりの活動を推進します。

市街地のみどりの充実・ネットワーク化を推進します。

オープンスペースの整備や民間施設の緑化への支援

地域特性に応じた多様な担い手による農地保全の取組推進

既成市街地へのみどりの創出

地域特性に応じた公園の機能再編・再整備

市民や企業との協働によるみどりづくりの推進

主な取組

公共空間への緑化の推進、北3条広場の整備、民間施設における屋上・壁面緑化等への助成運用

など

主な取組

観光農園等の振興に向けた関係者のネットワーク構築（協議会の設立）など
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　自立分散型エネルギーネットワークを段階的に拡大し、エネルギー効率の高い都市を構築するため、

大規模な再開発などと連動して、既存のエネルギーネットワークとの接続や、再開発の区域内における

ネットワークの構築などを促進します。

　地域単位でのエネルギー消費を効率化し、重層的なエネルギーネットワークを構築するため、スマー

トコミュニティの構築や、一定のエリアでエネルギーの共有や IT を活用した一括管理を行うシステム

の構築など、企業の先進的・実験的な取組を促進します。

　低炭素社会と脱原発依存社会の実現に向けた「環境首都」にふさわしいまちづくりを進めるため、新

さっぽろ駅周辺、真駒内駅周辺において、既存の熱供給ネットワークを生かした効率的・安定的なエネ

ルギー利用を検討・推進します。

　ごみをエネルギー資源として効率的に活用するため、駒岡清掃工場の建て替えに伴い、ごみ焼却エネ

ルギーのより効率的な回収システムを導入し、廃棄物発電や熱利用を推進します。

都市開発等に合わせたエネルギーネットワークの構築などを促進します。

都心で先進的・積極的なエネルギー施策の展開を図ります。

拠点におけるエネルギーネットワークの構築などを促進します。

再開発などと連動したネットワーク構築の促進

先進的・実験的取組の促進

既存の熱供給ネットワーク活用の推進

ごみ焼却エネルギー活用の推進

エネルギー施策に関する将来像の検討 （再掲110ページ）

エネルギーネットワークの強化・拡大 （再掲110ページ）

エネルギーマネジメントの促進 （再掲110ページ）

⑶　エネルギーネットワーク
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創エネルギーを推進します。

再生可能エネルギーの利用促進

未利用地への再生可能エネルギーシステムの導入支援
　再生可能エネルギーの利用拡大を図るため、ごみ埋立地や市街化調整区域の未利用地を活用して太陽

光発電などの再生可能エネルギーシステムの導入を支援します。

家庭・オフィス等でのエネルギーベストミックスの設置支援
　スマートコミュニティの構築や、家庭・オフィス等における効率的なエネルギー利用の促進などによ

り都市全体のエネルギー利用の効率化を図るとともに、災害時の電源を確保するため、コージェネレー

ションシステムや蓄電池・再生可能エネルギーを効率的に組み合わせるエネルギーベストミックスのシ

ステムの設置を支援します。

広域的な再生可能エネルギーの普及促進
　道内の豊富な再生可能エネルギーのポテンシャルを積極的に活用して、安定的なエネルギー供給を促

進するため、札幌市近郊における再生可能エネルギー導入の支援や風力・地熱・太陽光発電、バイオマ

スの熱利用などの広域的な活用の方向性の検討を進めます。

主な取組

市街化調整区域、厚別山本ごみ処理場の活用など

　ライフサイクルコスト207 の縮減や更新費用の平準化208 を図り、持続可能な都市運営を実現するた

め、将来の人口動態などを見据えながら、都市基盤の効率的かつ計画的な維持・保全を進めます。その

際、市民生活を支える上下水道については、施設の更新や拡充を着実に進めるとともに、水環境の保全

や水源の分散化にも取り組みます。

　市有建築物の効果的・効率的な運用を図るため、人口動態や年齢構成の変化、市民ニーズ、維持管理

費などを総合的に勘案しながら、機能の複合化や集約化、民間施設との連携といった手法による効果的

かつ効率的な再配置などを進めるための基本方針を策定し、これに基づく取組を推進します。

5　都市基盤の維持・保全と防災力の強化

都市基盤の効率的かつ計画的な維持・保全などを推進します。

都市基盤の維持・保全

都市基盤の適切な再配置と活用

207【ライフサイクルコスト】製品や構造物などの調達・製造から使用、廃棄までの全般的な費用。
208【費用の平準化】ここでは、集中する都市基盤の更新時期を分散させ、ある年度への更新費用の集中を避けることをいう。
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　特に、地域の一定の範囲に配置されている学校施設については、空き教室を活用した機能の複合化な

どにより、コミュニティ機能の集約化の検討を進めます。

　また、上下水道の施設などの更新時には、エネルギー効率の高いシステムへの再編成や、既存施設を

有効利用した発電設備の導入など、効率的、複合的な施設の活用を図ります。

　災害に強い都市としていくため、住宅や多数の市民が利用する建築物の耐震化を促進するとともに、

都心や地域交流拠点では、再開発等により災害時の帰宅困難者対策などを促進します。

　また、災害時における市民の円滑な避難や迅速な救助・応急活動を可能とするため、防災拠点や収容

避難場所となる建築物、緊急輸送路としての役割を担う道路の沿道に立地する建築物の耐震化を促進し

ます。

　地震や大雨などの災害時の被害を最小限に止めるため、道路や上下水道などの多重化209 や耐震性・

代替性の向上を図るとともに、雨水対策や消防水利の確保などを進めます。

災害に強い都市を構築します。

建築物の耐震化などの促進

災害に強い都市基盤の整備

主な取組

○ 水道施設：浄水場210・配水池211 の耐震化、配水幹線の連続耐震化、水源水質の保全、水源の分

散化、送水管の多重化、緊急貯水槽の整備など

○ 下水道施設：汚泥圧送管の多重化、東雁来雨水ポンプ場・雨水拡充管212・豊平川雨水貯留管213

の整備、雨水流出抑制の推進など

○道路施設：橋りょうの耐震化・長寿命化214 など

○河川：河川改修、流域貯留浸透施設215 の整備など

○消防水利の確保：防火水槽の整備など

209【多重化】上下水道の管路などのルートを複数設けることで、災害時に、ある管路が破損した場合でも、他の管路で送水などを補う
ことができるもの。

210【浄水場】河川から取り入れた水（原水）を安全で安心して飲める水道水に処理する施設。
211【配水池】市内に配る水量を調整するために、一時的に水道水を蓄えておく施設。
212【雨水拡充管】大雨時に浸水被害を軽減するため、雨水を速やかに流す管。
213【雨水貯留管】大雨時に浸水被害を軽減するため、雨水を一時的に貯める管。
214【長寿命化】適切な保全や改修を行うことで、施設をより長持ちさせること。
215【流域貯留浸透施設】洪水を防ぐため、公園や学校のグラウンドを部分的に掘り下げ、敷地内に降った雨水を一時的に貯留する施設。
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清田

新さっぽろ

・新琴似

光星

平岸

栄町

澄川

篠路

月寒

苗穂

藻岩山麓周辺

円山動物園周辺

丘珠空港

白石区複合庁舎
（白石区役所）

市営住宅下野幌団地建て替え

月寒市営住宅建て替え

駒岡清掃工場建て替え
（真駒内地区への熱供給拠点）

路面電車沿線
再開発

道道西野真駒内清田線
（盤渓北ノ沢トンネル）

宮の森・北24条通
((仮)北24条大橋）

栄町駅交通広場

国道337号（札幌大橋）

道道札幌北広島環状線
（（仮）札幌江別大橋）

国道275号

札幌新道

環状通

国道230号

路面電車沿線
の整備

篠路駅周辺まちづくり

東雁来区画整理

新さっぽろ駅周辺まちづくり

真駒内駅周辺
まちづくり

琴似駅周辺
再開発

手稲駅周辺再開発

苗穂駅周辺まちづくり

あいの里・福移の森緑地

厚別山本公園

月寒公園

小金湯さくらの森

山口緑地

丘珠空港緑地

東雁来公園

円山公園
円山動物園

道道札幌北広島環状線
（屯田・茨戸通）

札幌テクノパーク

芸術の森

モエレ沼公園・サッポロさとらんど周辺

札幌ドーム周辺

定山渓

東雁来

北海道大学
周辺

東札幌

大谷地流通業務団地

石狩市の市街地

小樽市の
市街地

江別市の市街地

北広島市の市街地

地下鉄と地下鉄駅
JRとJR駅
路面電車
高速道路
みどりの軸（オープンスペース・コリドー）

凡　例

都心

地域交流拠点

高次機能交流拠点

拠点の強化

拠点の強化と共に市街地の
再構築を進める

交通ネットワークの強化

みどり空間ネットワークの創出

北海道新幹線（予定）

都心アクセス強化道路軸（予定）

＜想定される主な取組＞

今後10年間の主な取組
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　これまでの戦略編で見てきたとおり、人口減少社会の到来、高齢化の進行、エネルギー転換の必要性な

ど、社会経済情勢の大きな変化に的確に対応するため、パラダイムの転換が求められる3つの分野に重点

的かつ集中的に経営資源を投入する必要があります。

　一方で、今後も加速することが見込

まれる生産年齢人口の減少傾向が、労

働力や企業の生産活動など都市の活力

に影響を与え、その結果、市税収入な

どの財源が落ち込むことが懸念されて

います。

　また、急速な高齢化の進行や長引く

景気低迷を受け、今後も扶助費などの

社会保障関係費が大幅に増加していく

ことや、昭和40年代～50年代にか

けて集中的に整備を進めてきた市有建

築物の老朽化が進み、今後、これらの

更新や維持・保全にかかる経費が増大

していくことなどが見込まれていま

す。さらに、過去に借り入れた市債の

償還は漸次軽減していきますが、昨今

の臨時財政対策債216 の発行増加によ

り、今後は公債費が増加することも懸

念されています。

　そのような中にあっても、第1章

「創造戦略」と第2章「戦略を支える

都市空間」に掲げる札幌の魅力を磨き

高める取組を効果的に進めていくため

には、パラダイムの転換による新たな

視点と価値観を踏まえた行財政運営に

取り組み、限りある経営資源を有効に

活用していく必要があります。

　そこで、この章においては、今後の

行財政運営上、特に踏まえるべき重要

な視点を示します。

216【臨時財政対策債】本来、地方交付税として交付されるべき額の不足を補うために発行する特別な市債であり、その元利償還金は後
年度の地方交付税において100％措置される。

第3章 戦略の展開に当たって踏まえるべき行財政運営の視点

図3－1　市有建築物の5年間ごとの建築面積

＜資料＞　札幌市

注： 施設面積は千m2単位で四捨五入しているため、合計と一致しない場合
がある。
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1　市民自治の更なる深化　～市民が主役のまちづくり～
　パラダイムの転換による新たな視点と価値観を踏まえ、「新しい創成期」を切り開く行財政運営を着実に

行っていくためには、これまで培ってきた「自分たちのまちは自分たちがつくる」という市民自治を、徹底

した情報提供と市民議論を通じて深化させ、誰もが本当の豊かさ、幸せを感じることができる「札幌らしい

まちの姿」を共に思い描き、共有し、共に築き上げていく必要があります。

⑴　より詳細で分かりやすい情報提供
　市民との対話を更に深めていくため、これまで提供してきた事業関連の情報に加え、基礎的な数値デー

タや制度の比較資料、さらには、行政コストを示すなど、より詳細で分かりやすい情報提供を行い、市民

が市政を肌で感じ、積極的に市政に参加できる環境づくりを進めていきます。

⑵　徹底した市民議論
　多様な地域の担い手から構成される区民協議会・まちづくり協議会等との意見交換や、子ども議会との

更なる連携などを通じて、徹底した議論を丁寧に積み重ね、地域や様々な世代の声を適切に市政に反映し

ていきます。

⑶　新しい公共217の成長
　市民、企業や町内会・NPOを始めとする様々な団体が取り組むまちづくり活動が広がりをみせてきて

いますが、複雑・多様化する社会的課題に対し、さらに的確に対応していくためには、コミュニティビジ

ネスやソーシャルビジネスなどのビジネス的な手法を取り入れた取組が、ますます必要になってきていま

す。

　このため、こうした活動が次々と生まれる環境を整え、その活動の活性化を積極的に支援していくこと

で、地域で生じている様々な課題にきめ細やかに対応していきます。

2　変化に対応できる組織
⑴　柔軟な組織運営体制の構築
　市民が主役のまちづくりを進め、今後増大していく様々な地域課題を迅速かつ効果的に解決していくた

めに、区役所やまちづくりセンターなどを始めとして地域に身近な行政機関のコーディネート機能を強化

する取組を進めていきます。

　また、時代の変化に即応した施策を機動的かつ効率的に展開するため、戦略編で掲げる課題に対して

は、部局間の連携はもとより、組織横断的なプロジェクトチームの設置や、従来組織の再編を通じたより

効率的な組織体制の構築などによって、積極的に取り組んでいきます。

217【新しい公共】公共サービスを市民自身やNPOが主体となり提供する社会、現象又は考え方。これまでの公共サービスは、行政が
提供する立場、市民は供給される立場であったが、新しい公共では市民も公共サービスの提供者となること、行政は市民に場
を提供し、信頼し、権限を譲り移すことが求められる。

行財政運営の視点
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　例えば、戦略的な国際展開を図るため、部局横断的な体制を組んで対応するほか、地域課題の解決に向

けた組織横断的な支援体制や、区役所と本庁の機能・役割分担の在り方などの検討を進めていきます。ま

た、国際芸術祭の開催など、札幌らしい特色のある国際的なイベントの開催などに当たっては、単なるイ

ベントの実施にとどめることなく、都市ブランドの創造や集客につなげるといった観点のもと、幅広い関

係部局で連携していきます。

⑵　職員の能力向上
　人材が経営資源として重要であることを再認識し、各種研修やOJTを通じて、複雑・多様化する市民

ニーズや、様々な行政課題の変化に的確に対応できる職員の育成を行うとともに、これらの職員を適切に

配置することによって、戦略の効果的な展開を支えていきます。

3　持続可能な財政運営
⑴　計画的な財政運営
　指定都市の中でも財政基盤が脆弱であり、地方交付税など国から交付される財源の割合が高い札幌市に

おいては、国の地方分権改革や消費税等の税財政制度の動向に大きな影響を受けることから、先々の財政

状況を正確に見通すことは極めて難しい状況にありますが、今後も財政の現状を常に市民と情報共有しな

がら、計画的な財政運営を行っていきます。

　また、行財政運営の計画策定時には、計画的な財政運営の指標となる適切なベンチマークを設定し、中

長期的な視点による財政規律の維持を図ります。

⑵　機動的な予算の編成と執行
　財政規律を保ちながら、パラダイムの転換を踏まえた新たな市民ニーズに的確に対応していくため、慎

重かつ堅実な経済見通しに基づき事業の積極的な重点化を図りつつ、刻々と変化する社会経済情勢や不測

の事態に敏感に反応し、適時適切な予算対応を可能とするため、柔軟で機動的な「通年型アジリティマネ

ジメント218」による財政運営を推進します。

⑶　財源の確保を意識した事業展開と不断の見直し
　地域経済の活性化に資する施策、事業展開によって、強固な産業基盤を確立するとともに、安定的な雇

用環境を創出することで、市民所得や市内総生産を向上させ、市税収入などの財源を確保していきます。

　その一方で、新規事業はもとより、既に実施している事業についても、人口減少・超高齢化社会を視野

に入れた将来のまちづくりへの貢献度や、財政運営に与える影響など、様々な観点から、事業内容や事業

水準、事業手法などを総合的に判断し、不断の見直しを行っていきます。

218【通年型アジリティマネジメント】ここでは、年度中の様々な状況変化に応じて、年間を通じて、迅速で機敏な制度運用・経営管理
を積極的に行うことをいう。
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4　サービス水準や受益と負担の在り方
⑴　行政サービスの水準の在り方
　今後、かつて経験したことのない人口減少や超高齢社会を迎え、人口の増加や市域の広がりなど、これ

までの量的拡大を背景にした行政サービスや施設整備の水準を維持することは困難になります。

　そのため、これからのサービス水準については、税により賄う必要性や経営資源の配分における世代間

のバランスなどを考慮し、市民意見等も踏まえながら、その在り方を検討していきます。

　特に、今後も大きな割合を占める社会保障関連経費については、中長期的な視点に立ち、誰もが安心し

て生活を送るために必要なセーフティネット219 の確保を基本としながらも、例えば、多様な市民が共生

をしていくという視点で、年齢一律での基準に限らない柔軟な制度設計を検討していきます。

⑵　受益と負担の在り方
　行政サービスの水準の維持や拡大・充実を図るために、更なる利用者負担や財源が必要と認められる領

域については、長期的な視点に立ち、他都市事例や市民意見等も踏まえながら、その負担の在り方につい

て、検討を進めます。

　また、少子高齢化などの社会構造の変化や環境・エネルギーなどの新たな社会課題に対応するために必

要な費用については、全体としての抑制を図った上で、市民や企業との役割分担や、社会全体としての適

切な負担の在り方を検討していきます。

5　市有財産の保全と活用
⑴　市有建築物の更新
　少子高齢化に伴う市民ニーズの変化に応じた新たなまちづくりと、今後発生する市有建築物の大量更新

の潜在的な需要を踏まえ、複合的利用や機能転換などを進めることで、総量を抑制しつつ、市民の利便性

を高める工夫をしていきます。

　また、既存の行政区域などにとらわれない効率的で利便性の高い施設配置の在り方についても検討を進

めます。

⑵　市有財産や施設の潜在力の発揮
　貴重な経営資源である市有財産や施設については、その潜在力を十分に生かすことで更なる質的な向上

を図り、最小の経費で最大の効果を発揮することが必要です。

　特に、文化芸術や観光、MICE関連施設については、様々な魅力を効果的に発信することによって集客

力が高まり、大きな経済効果をもたらす潜在力を秘めていることから、効率的な管理にとどまらない創造

的な観点や手法によりこれらを活用し、更に魅力を高めていきます。

219【セーフティネット】「安全網」と訳され、網の目のように救済策を張ることで全体に対して安全や安心を提供するための仕組みのこと。
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6　市民・企業などとの連携の強化
　複雑・多様化する社会的課題に対しては、社会が一丸と

なって取り組むことがより効果的であり、市民・企業などの

力を生かすことが重要であることから、行政を含めた相互の

連携協働の関係を一層深化させる取組を進めていきます。

　そして、都市の価値の総合的な向上を図るために、都市基

盤の整備等については、公共施設の整備だけにとどまらず、

規制緩和や補助制度などを通じて、民間企業の投資の動きを

活発化するための支援を行っていきます。

7　北海道と道内市町村との連携体制の確立
　このビジョンでは、「北海道の発展なくして、札幌の発展はない」との考え方の下、道内市町村と手を携

えるとともに、札幌・北海道が持つ資源を生かしながら、北海道全体の未来を創造するという、札幌市の目

指すべき都市像を掲げています。

　また、このビジョンにおける取組の中には、札幌市単独ではなく、北海道や道内市町村、さらには道内民

間企業と連携する、すなわち道内連携を行うことにより、高い成果や実効性が確保されるものがあります。

　こうしたことを踏まえ、北海道と札幌市の役割分担を明確にしていくとともに、様々な分野において連携

を深め、北海道や道内市町村との互恵的（Win-Win）な関係を築いていく「道内連携推進プロジェクト」

を展開していきます。

道内民間企業・団体等

道内市町村

北海道

個別具体分野ごとに
必要なメンバーと連携体制を構築し
ビジョンの実効性を高める

経

　済

連
携観

　光

防

　災

エ
ネ
ル
ギ
ー

ビジョン実現に向け連携が必要な分野

札幌市

プロジェクトのイメージ

○例えば、札幌市と連携し、観光
客の誘致を図る　など

○例えば、札幌のブランドイメージを活用
し、商品の付加価値の向上を図る　など

○例えば、道・市連携による効率的な行
政推進体制の構築　など

市
内
民
間
企
業
・
団
体
等

企業等

道内市町村

札幌市

市民

北海道
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　札幌市がこれまでに取り組んできた道内連携の取組には、以下のようなものがあります。

1　北海道との連携

　昭和47年（1972年）から「北海道・札幌市行政懇談会」を開催し、知事と市長の間で、北

海道と札幌市との連携方策の検討や、懸案事項に関する調整などを図っているほか、経済や観光な

どについては、分野別の連携会議を設置し、両者の調整を図りながら効果的な事業の推進に努めて

います。

2　道内市町村との連携

⑴　 中核都市6市（札幌市、旭川市、函館市、釧路市、帯広市、北見市）の連携
　平成21年（2009年）から「道内中核都市市長会議」を開催し、これら6都市の市長が圏

域同士の連携や活性化の方策について意見交換しているほか、その下部組織として、経済分野に

おける「北海道内都市経済活性化会議」や、観光分野における「道内中核都市観光連携協議会」

を設置し、PR事業の共同実施などに取り組んでいます。

⑵　 札幌広域圏8市町村（札幌市、江別市、千歳市、恵庭市、北広島市、石狩
市、当別町、新篠津村）の連携

　平成9年（1997年）に「札幌広域圏組合」を設置し、圏域の観光PRの共同実施や広域的

な事業の推進に取り組んでいます。また、平成19年（2007年）からは「札幌広域圏首長懇

談会」の開催を通じて、これら8市町村の長が圏域の活性化の方策などについて協議していま

す。さらに、平成21年（2009年）に「さっぽろ広域観光圏推進協議会」を設置し、道内外

からの観光客の誘客・周遊促進に向けた事業を実施しています。

札幌市の道内連携体制の現状
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　札幌市では、これまで取り組んできた道内連携を深化させていくため、連携体制を更に深めると

ともに、新たな取組も実施していきます。

1　現状の連携体制の深化

⑴　北海道との連携
　北海道・札幌市行政懇談会の下部組織として分野別の会議を設定しながら、具体の取組を進め

ていきます。さらに、北海道・札幌市の若手職員による政策研究会議である「政策研究みらい会

議」を設置し、将来の北海道全体の活性化について議論や提言を実施します。

⑵　道内中核都市との連携
　「北海道内都市経済活性化会議」や「道内中核都市観光連携協議会」に加え、効果的な連携が

期待できる分野で協議を行い、連携拡大を目指します。

今後の北海道との連携で想定される検討テーマ

○ ファンドを活用した農商工連携の推進や、道内の再生可能

エネルギーの普及

○食の安全・安心や防災に関する危機管理上の協定の締結

○ 両者の行政上の連携の在り方や効率的な行政推進方策につ

いて、市民の利便性の観点からの研究

○ 政策研究みらい会議において、道内の地域資源の掘り起こ

しや、札幌の都市機能を使った道内産品の販路拡大方策を

検討　など

今後の中核都市連携で想定される検討テーマ

○ 札幌のブランドイメージと豊富な一次産品を組み合わせ、

付加価値の高い食品として売り出すための方策の検討

○ 道内で長期滞在しつつ複数の圏域を巡る、都市間周遊型の

観光ルートの共同開発と、その売り込み

○ 圏域の代表都市として、圏域内の企業と札幌市内の企業と

のコーディネート機能の構築　など

道内連携推進プロジェクト
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⑶　札幌広域圏構成市町村との連携
　札幌広域圏組合などとも協力しつつ、近隣に位置するという特性も踏まえながら連携分野の拡

大に取り組みます。

今後の札幌広域圏連携で想定される検討テーマ

○ 圏域の農産品の付加価値の向上を図る取組の実施

○ 札幌市民がより圏域に親しみ、域内経済循環を高めるた

め、市民が圏域を周遊するための周遊ルートの開発

○ 圏域内での再生可能エネルギーの共同普及

○ ごみ処理など複数市町村で実施することが効率的な事務の

共同処理方策の検討　など

想定される支援の内容

○ 生産者らから直接仕入れを行う道産食材の直売マートであ

る「HUGマート」などにおいて販売イベントを実施する

際の支援

○ 地下歩行空間などを活用した観光イベントを行う際の支援

○ 道内生産者と札幌市内の企業とのマッチング　など

2　札幌市が積極的に取り組むこと

⑴　連携したい市町村等のための窓口の設置
　札幌市と連携をしたり、札幌の都市機能を使ってビジネスに取り組んだりしたいという道内市

町村や道内の民間企業などに対する、札幌市の窓口を設けることで、連携先に対するワンストッ

プサービスを提供していきます。

⑵　連携促進のための具体の取組の実施
　道内市町村が、札幌の持つ都市機能を活用しながら自らの地域の魅力発信等を行う際、経費面

などでの支援を行うとともに、連携に取り組みやすい体制づくりを進めます。今後も、道内市町

村などのニーズも踏まえつつ、こうした取組を深化させていきます。
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1　暮らし・コミュニティ

Ⅰ SWOT分析

内
部
要
因（
市
の
特
性
・
課
題
）

強
み

弱
み

外部環境（社会経済情勢の変化、時代の潮流）

機　会

■市民活動の高まり
■団塊の世代の退職に伴う元気高齢者の
増加

■新しい公共の台頭
■ノーマライゼーションに対する意識の
高まり

■地域課題を解決するビジネスへの期待
■価値観（ライフスタイル）の多様化

脅　威

■人口減少・少子高齢化の進展
■核家族化の進展
■高齢単身世帯・要介護者等の増加
■障がい者等の社会的孤立の懸念
■自ら支援にたどり着けない市民の増加
■東日本大震災などの大規模災害の発生
■子育てに対する不安感や負担感の増大
■買い物難民の増加
■雇用形態の多様化
■支援を必要とする若者の増加
■積雪寒冷による冬期間の厳しい気候

機会×強み
【強みで機会を生かす施策】

◆地域で共生する環境づくり
　 地域における共生・協働の推進
　 高齢世代の積極的な社会参加等の促進

◆地域マネジメントの推進
　 まちづくりセンターの機能強化と地
域内連携の推進

　 新たな地域課題に対応する地域マネ
ジメントの推進

◆地域活動を活発化する環境づくり
　 地域のまちづくり活動の担い手とな
る人材の発掘・育成

　 様々な活動主体同士の連携促進
　 市民の居場所・地域活動拠点づくり

の推進

■地域の組織基盤（まち
づくりセンター、福
祉のまち推進セン
ター、連合町内会等）
の存在
■まちづくり活動件数
の増加
■市内で活動するNPO
法人の増加
■大学等の高等教育機
関の集積
■医療機関・介護事業
所等の集積
■計画的に整備された公
共交通ネットワーク

■町内会における加入
率の低下
■地域活動の担い手の
不足
■一世帯当たりの人数
の減少
■自然災害など寒冷地
特有の環境整備の必
要性

脅威×強み
【強みで脅威を克服する施策】

機会×弱み
【弱みを克服して機会を逃さない施策】

脅威×弱み
【弱みを克服して最悪の事態を招かない施策】

◆子ども・若者を社会全体で育成・支援
する環境づくり

　 子育てしやすい環境づくり
　 子ども・若者の多様な学びの機会や
まちづくり活動への参加機会の拡充

　 社会的自立が困難な若者への支援体
制の充実

◆市民の孤立を防ぐ支え合いの環境づくり
　 地域福祉活動に対する支援の充実
　 地域の活動主体間の連携促進による
地域福祉ネットワークの推進

◆地域に密着した保健・福祉・医療の相
談・支援体制の充実

　 支援を必要とする市民を適切に把握
する体制の構築

　 保健・福祉・医療のネットワークに
よる相談・支援体制等の充実

◆歩いて暮らせるまちづくり
　 拠点の機能向上と市街地における生
活利便機能の維持

　 バリアフリー化の推進等による誰も
が暮らしやすい環境整備

◆雪と共存した暮らしを支える除排雪推進
　 市民・企業・行政の協働による地域
特性に応じた除排雪の推進

　 安全な冬期交通環境等の確保と地域
内協働の推進

◆災害に備えた地域防災体制づくり
　 市民・地域・企業・行政による実践
的な地域防災体制の構築

◆災害に備えた地域防災体制づくり
　 避難場所環境整備や備蓄物資の拡充
等による防災機能の向上
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2　産業・活力

内
部
要
因（
市
の
特
性
・
課
題
）

強
み

弱
み

外部環境（社会経済情勢の変化、時代の潮流）

機　会

■グローバル化の進展
■アジアの人口増加と経済発展
■新幹線の北海道・札幌延伸
■ライフスタイルや価値観の多様化
■災害リスクを回避する企業行動

脅　威

■人口減少による国内市場（道内市場
を含む）の縮小
■全国的な少子高齢化の進行（生産年
齢人口の減少）
■国家財政・社会保障制度への不安
■東日本大震災後のエネルギーへの不安
■経済の低成長化、所得・雇用の不安
定化

機会×強み
【強みで機会を生かす施策】

◆食の魅力を生かした産業の高度化
　 食関連産業同士の連携や他分野産業
との連携の促進

　 新たな価値の創造から道外販路の確
保までの支援

　 道内外からの企業の誘致、集積

◆魅力あるまちづくりと観光振興の一体
的推進

　 市民と観光客が共に楽しむ札幌らし
い魅力資源の創造

　 観光消費による経済循環の活性化

◆広域連携ネットワークの強化と投資環
境の充実

　 道内の産業間連携の向上
　 道央圏における主要な空港や港湾等
との交通ネットワークの強化

　 道都・札幌の都心の魅力づくり
　 バックアップ機能やものづくり機能
を集積するための環境づくり

◆シティプロモート戦略の積極展開
　 札幌ならではのライフスタイルの魅
力の世界への発信

　 札幌らしい特色のある国際的なイベ
ントの開催

　 シティプロモートの推進

◆創造性を生かしたイノベーションの誘発
　 創造的な活動と企業の交流の促進
　 創造的なものづくりにチャレンジす
るベンチャー企業や起業家の育成

◆世界の活力を取り込む国際戦略の積極
展開

　 アジアや北方圏に対するマーケティ
ング活動や戦略的なMICE誘致

　 企業や市民の国際化を促進する仕組
みづくり

■北海道・札幌市には
豊かな資源（自然、食
料）が存在
■地域ブランドの高い
魅力度
■フード特区、コンテン
ツ特区などによる規制
緩和や国からの支援
■IT・バイオ・コンテ
ンツ産業の集積
■道内外をつなぐ人や
物の流れの結節点と
しての機能
■道内の高等教育機関
や研究・開発機関の
集積
■医療機能の集積
■少ない自然災害のリ
スク
■全人口に占める女性
の割合が高い

■中小零細企業の多さ
■製造業の脆弱性
■道内分配型の卸売・
小売業やサービス業
への偏重
■企業のグローバル化
への遅れ
■質の高い観光施設やホ
スピタリティの不足
■女性の有業率の低さ
■合計特殊出生率の低さ

脅威×強み
【強みで脅威を克服する施策】

機会×弱み
【弱みを克服して機会を逃さない施策】

脅威×弱み
【弱みを克服して最悪の事態を招かない施策】

◆エネルギー転換に対応した環境産業の
創造

　 創蓄省エネルギーやエネルギーマネ
ジメントの産業化の推進

　 エネルギーに関連する企業や技術の
誘致

◆超高齢社会に対応した健康・福祉産業
の創造

　 健康・福祉関連のものづくり・サー
ビス産業の振興

　 医療・医薬分野、機能性食品などの
研究開発の促進

　 先端医療技術を活用した関連産業の
振興

◆将来を担う創造性豊かな人材の育成・
活用

　 子どもたちの経験を豊かにする環境
づくり

　 高等教育機関などによる人材の育成
　 優れた人材の知識や経験などの活用

◆市民の潜在的な力の活用
　 ワーク・ライフ・バランスの推進
　 社会的課題を解決するための活動の
促進

　 女性や高齢世代による起業や就職の
促進
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3　低炭素社会・エネルギー転換

内
部
要
因（
市
の
特
性
・
課
題
）

強
み

弱
み

外部環境（社会経済情勢の変化、時代の潮流）

機　会

■脱原発依存社会の実現に向けた機運の
高まり

■国際的な再生可能エネルギー重視への
動き

■次世代エネルギー技術の開発の進展
■環境産業の市場拡大
■東日本大震災を契機とした省エネの意
識や行動の変化

■地球環境問題に対する高い意識

脅　威

■震災時の電力や熱源の確保への不安
（特に冬場）
■全国的な電力不足への不安（計画停電）
■世界規模のエネルギー危機の懸念
■地球環境問題の深刻化

機会×強み
【強みで機会を生かす施策】

◆持続可能な集約型の都市への再構築
　 低炭素まちづくりの推進
　 都心への高次な都市機能の集積
　 地下鉄駅周辺の拠点機能と利便性の
向上

◆自然との共生とみどり豊かな都市づく
りの推進

　 生物多様性保全に対する意識醸成
　 市街地におけるみどりの創出と連携
　 環境保全とともに都市の質を高める
市街化調整区域の土地利用の検討

◆次世代エネルギーシステム普及の促進
　 エネルギー政策に関わる長期的な構
想の策定

　 再生可能エネルギーなどの次世代エ
ネルギーシステムの普及促進

　 広域的な再生可能エネルギーの普及
促進

◆持続可能な都市を支える交通体系の確立
　 公共交通の利用促進と持続可能な公
共交通体系の検討

　 市民・来訪者の快適な移動を支える
機能強化や空間の創出

◆市民・企業による環境負荷低減の取組
の推進

　 公共施設での先導的な取組や環境教育
の推進によるライフスタイルの転換

■熱供給ネットワーク
の整備
■道内の再生可能エネ
ルギーのポテンシャ
ルの高さ
■積雪寒冷地技術の保有
■市街地と隣接する豊
かな自然環境
■一人当たり都市公園
面積が広い
■自然と共生した札幌
のライフスタイル
■計画的に整備された
交通ネットワーク
■集約された都市機能

■冬期間のエネルギー
消費量が大きい
■民 生・運 輸 部 門 の
CO2排出割合が高い

■市民の車への依存度
が高い

脅威×強み
【強みで脅威を克服する施策】

機会×弱み
【弱みを克服して機会を逃さない施策】

脅威×弱み
【弱みを克服して最悪の事態を招かない施策】

◆自立分散型エネルギーネットワークの
展開

　 都心における自立分散型エネルギー
ネットワークの強化

　 既存の都市基盤を活用した効率的な
エネルギー利用の促進

◆循環型社会の構築
　 廃棄物の減量
　 効率的なエネルギー回収
　 近隣自治体などとの協力体制の充実
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NO 指標選定の考え方 指　　標 現状値 目標値

第1節　暮らし・コミュニティ

創造戦略1　地域福祉力創造戦略

1-①　市民の孤立を防ぐ支え合いの環境づくり

1 孤立を防ぐ環境に対する
市民意識を示す指標

孤立死について心配していな
い市民の割合

43.1％
（平成22年度）

55％
（平成34年度）

2 地域福祉活動に取り組む
団体の割合を示す指標

福祉推進委員会を組織してい
る単位町内会の割合

53.6％
（平成23年度）

59％
（平成34年度）

1-②　地域に密着した保健福祉サービスを提供する環境づくり

3
必要な保健福祉サービス
が受けられる環境に対す
る市民意識を示す指標

生活や健康福祉に関して困っ
ていることや相談したいこと
の相談先がない高齢者の割合

27.0％
（平成22年度）

20％
（平成34年度）

4
障がいのある方にとって
のまちの暮らしやすさを
示す指標

障がいのある人にとって地域
で暮らしやすいまちであると
思う人の割合

28.1％
（平成24年度）

60％
（平成34年度）

1-③　災害に備えた地域防災体制づくり

5 市民の防災行動に対する
取組状況を示す指標

災害に対する備えを行ってい
る家庭の割合

72.8％
（平成24年度）

80％
（平成34年度）

6 地域の自主的な防災活動
の充実度を示す指標

災害に備えた活動を行ってい
る自主防災組織の割合

84.6％
（平成24年度）

95％
（平成34年度）

創造戦略2　共生社会創造戦略

2-①　地域で共生する環境づくり

7
障がいのある方にとって
のまちの暮らしやすさを
示す指標
【再掲　創造戦略1　No.4】

障がいのある人にとって地域
で暮らしやすいまちであると
思う人の割合

28.1％
（平成24年度）

60％
（平成34年度）

8 高齢者の社会参加の状況
を示す指標

高齢者の活動度（社会貢献活
動を行う高齢者の割合）

57.8％
（平成24年度）

70％
（平成34年度）

9 障がいのある方の一般就
労の状況を示す指標

就労支援施設などの福祉施設
から一般就労への移行者数

231人
（平成23年度）

300人
（平成34年度）

2-②　子ども・若者を社会全体で育成・支援する環境づくり

10 子育て環境全般に対する
市民意識を示す指標

子どもを生み育てやすい環境
だと思う市民の割合

55.2％
（平成24年度）

80％
（平成34年度）

11 保育環境の充実度を示す
指標 保育所待機児童数 757人

（平成25年度）
0人

（平成27～34
年度）

2-③　歩いて暮らせるまちづくり

12 住んでいる地域の住環境
の充実度を示す指標

住んでいる地域の住環境に満
足している人の割合

80.1％
（平成24年度）

95％
（平成34年度）

13 公共交通の利用度を示す
指標 公共交通の利用者数 108万人/日

（平成24年度）
110万人/日
（平成34年度）

Ⅱ 成果指標一覧
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NO 指標選定の考え方 指　　標 現状値 目標値

創造戦略3　地域マネジメント創造戦略

3-①　地域活動を活発化する環境づくり

14 地域活動への市民の意識
を示す指標 町内会加入率 71.1％

（平成24年度）
75％

（平成34年度）

15 NPO活動の活発さを示
す指標

市内に主たる事務所を置く
NPO認証法人数

857団体
（平成24年度）

1,300団体
（平成34年度）

3-②　地域マネジメントの推進

16 市民活動の活発さを示す
指標

「市民まちづくり活動」に参
加したことのある市民の割合

41.8％
（平成24年度）

85％
（平成34年度）

17
地域活動への市民の意識
を示す指標
【再掲　創造戦略3　No.14】

町内会加入率 71.1％
（平成24年度）

75％
（平成34年度）

3-③　雪と共存した暮らしの推進

18 協働による雪対策の取組
状況を示す指標

冬の暮らしに関する地域内協
働の取組に参加した団体数

1,096団体
（平成24年度）

1,400団体
（平成34年度）

19
市民のウインタースポー
ツ活動の活発さを示す指
標

ウインタースポーツをする市
民の割合

11.7％
（平成24年度）

25％
（平成34年度）

第2節　産業・活力

創造戦略4　札幌型産業創造戦略

4-①　食の魅力を生かした産業の高度化

20 市内食料品製造業の集積
状況を示す指標

食料品製造業の製造品出荷額
等

2,053億円
（平成22年度）

2,400億円
（平成34年度）

21
市内食料品製造業の粗付
加価値創出の取組状況を
示す指標

食料品製造業の粗付加価値額 782億円
（平成22年度）

940億円
（平成34年度）

4-②　魅力あるまちづくりと観光振興の一体的推進

22
観光地としての魅力、受
入環境の充実度などを示
す指標

観光地としての総合満足度
（「満足」と回答した人の割
合）

27.0％
（平成24年度）

40％
（平成34年度）

23 集客交流の札幌市経済に
対する貢献度を示す指標 札幌市内での総観光消費額 3,743億円

（平成24年度）
4,700億円

（平成34年度）

24 集客交流の状況を示す指
標 年間来客数 1,304万人

（平成24年度）
1,500万人

（平成34年度）

4-③　エネルギー転換に対応した環境産業の創造

25 新分野進出等に関する企
業の取組状況を示す指標

新製品・新技術の開発や新分
野進出に取り組むと答える企
業の割合

58.1％
（平成24年度）

75％
（平成34年度）

26
新たな価値を創造するベ
ンチャー企業の集積状況
を示す指標

大学発ベンチャー企業数（環
境・エネルギー）

21社
（平成23年度）

30社
（平成34年度）

4-④　超高齢社会に対応した健康・福祉産業の創造

27
新分野進出等に関する企
業の取組状況を示す指標
【再掲　創造戦略4　No.25】

新製品・新技術の開発や新分
野進出に取り組むと答える企
業の割合

58.1％
（平成24年度）

75％
（平成34年度）
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28 市内バイオ産業の景況感
を示す指標 バイオ産業の売上高 313億円

（平成23年度）
730億円

（平成34年度）

創造戦略5　都市ブランド創造戦略

5-①　世界の活力を取り込む国際戦略の積極展開

29 グローバル化に対する企
業の取組状況を示す指標

グローバル化への取組を行っ
ている企業の割合

8.7％
（平成24年度）

45％
（平成34年度）

30
集客交流の要素の一つで
あるMICEの振興度合
いを示す指標

国際会議の開催件数 83件
（平成23年度）

120件
（平成34年度）

5-②　創造性を生かしたイノベーションの誘発

31
IT・コンテンツを活用し
た経営改善に対する企業
の意識を示す指標

IT・コンテンツを活用して高
付加価値をつけようと思って
いる企業の割合

13.2％
（平成24年度）

20％
（平成34年度）

32 クリエイティブ産業の集
積を示す指標

クリエイティブ産業の従事者
数

37,390人
（平成21年度）

39,000人
（平成34年度）

5-③　広域連携ネットワークの強化と投資環境の充実

33
札幌を含めた広域経済圏
企業の輸出に対する取組
状況を示す指標

札幌を含めた広域経済圏の輸
出額

1,838億円
（平成23年度）

2,000億円
（平成34年度）

34
経済・雇用の活性化につ
なげるための企業誘致の
取組状況を示す指標

誘致施策を活用した立地企業
数

累計80社
（平成24年度）

累計175社
（平成34年度）

5-④　シティプロモート戦略の積極展開

35
観光地としての魅力、受
入環境の充実度などを示
す指標
【再掲　創造戦略4　No.22】

観光地としての総合満足度
（「満足」と回答した人の割
合）

27.0％
（平成24年度）

40％
（平成34年度）

36
集客交流の状況を示す指
標
【再掲　創造戦略4　No.24】

年間来客数 1,304万人
（平成24年度）

1,500万人
（平成34年度）

創造戦略6　産業人材創造戦略

6-①　将来を担う創造性豊かな人材の育成・活用

37 子どもが育つ環境の豊か
さを示す指標

子どもが自然、社会、文化な
どの体験をしやすい環境であ
ると思う人の割合

63.9％
（平成24年度）

70％
（平成34年度）

38
国際化の要素の一つであ
る海外からの留学生の受
入状況を示す指標

海外からの留学生数 1,813人
（平成23年度）

3,400人
（平成34年度）

6-②　誰もが活躍できる社会の実現

39
ワーク・ライフ・バラン
ス社会の進展に対する市
民意識を示す指標

仕事と生活の調和がとれてい
ると思う人の割合

47.4％
（平成24年度）

70％
（平成34年度）

40 女性が活躍しやすい環境
の充実度を示す指標 女性の有業率 46.0％

（平成19年度）
60％

（平成34年度）
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第3節　低炭素社会・エネルギー転換

創造戦略7　低炭素都市創造戦略

7-①　持続可能な集約型の都市への再構築

41
都心と地域交流拠点の機
能集積状況を示す指標

都心の区域内実容積率 219％
（平成23年度）

250％
（平成34年度）

42 地域交流拠点の区域内実容積
率

93％
（平成23年度）

105％
（平成34年度）

7-②　多様な活動を支える環境に優しい交通体系の確立

43 公共交通の質的充実度を
示す指標 公共交通に対する満足度 74.7％

（平成24年度）
90％

（平成34年度）

44
公共交通の利用度を示す
指標
【再掲　創造戦略2　No.13】

公共交通の利用者数 108万人/日
（平成24年度）

110万人/日
（平成34年度）

7-③　自然との共生とみどり豊かな都市づくりの推進

45 市民の生物多様性の理解
度を示す指標 生物多様性の理解度 33.1％

（平成23年度）
70％

（平成34年度）

46 札幌市のみどりの豊かさ
を示す指標 保全されているみどりの面積 21,422 ha

（平成24年度）
21,800 ha

（平成34年度）

創造戦略8　次世代型エネルギー創造戦略

8-①　次世代エネルギーシステムの普及促進

47 再生可能エネルギーの普
及状況を示す指標 太陽光による発電量 0.1 億 kWh

（平成23年度）
4.4 億 kWh

（平成34年度）

48 分散型電源の普及状況を
示す指標

分散型電源システムによる発
電量

2.0 億 kWh
（平成23年度）

4.0 億 kWh
（平成34年度）

8-②　自立分散型エネルギーネットワークの展開

49
自立分散型エネルギー
ネットワークの展開の度
合いを示す指標

都心におけるネットワークへ
の接続建物数

106棟
（平成24年度）

124棟
（平成34年度）

8-③　市民・企業による環境負荷低減の取組の推進

50 市民の環境配慮行動の実
践状況を示す指標

環境配慮活動を実践している
人の割合

61％
（平成24年度）

90％
（平成34年度）

51 省エネなどの実践状況を
示す指標 電力需要量 94億 kWh

（平成24年度）
86億 kWh

（平成34年度）

8-④　循環型社会の構築

52
市民のごみ減量・リサイ
クル行動の取組状況を示
す指標

生ごみの減量・リサイクル
（水切り減量、堆肥化など）
に取り組んでいる世帯の割合

87.5％
（平成24年度）

95％
（平成34年度）

53 市内のごみのリサイクル
状況を示す指標

札幌市が処理するごみのリサ
イクル率

26.7％
（平成24年度）

30％
（平成34年度）
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　札幌市は、「札幌市まちづくり戦略ビジョン審議会条例」に基づき、戦略ビジョンの策定に当たり、福

祉、経済、都市計画などの各分野に精通した学識経験者、公募委員等で構成する審議会を設置し、札幌市長

の諮問の下、専門的な見地から検討を行いました。

　また、重点戦略等の具体的な検討に当たっては、よりコンパクトな体制で議論を深めるため、審議会内に

「地域・コミュニティ」、「経済・雇用」、「都市構造」の3つの専門部会を設けました。

　また、札幌市議会においても、総務委員会を中心に審議を行いました。

開催日
審議項目等

審議会 専門部会 札幌市議会

平成23.5.26 総務委員会
○ 戦略ビジョン策定方針

6.30

平成23年第2回定例会
本会議
○ 「札幌市長期総合計画審
議会条例」を「札幌市ま
ちづくり戦略ビジョン審
議会条例」に改正

7.27
総務委員会
○ 市民参加の取組状況
○ テーマ別ワークショップ
と市民評価との連携

8.8

第1回審議会
○  戦略ビジョンの策定につ
いて市長から諮問
○ 策定方針
○ 社会経済情勢と札幌市の
課題認識

9.13
第2回審議会
○ 戦略ビジョンの構成
○ まちづくりの基本目標

11.30

第3回審議会
○ 市民会議等での検討結果
○ まちづくりの基本目標、
基本的視点
○ 目指すべき都市像
○ 専門部会の設置

平成24.1.19

第1回都市構造部会
○ 札幌市の都市づくりの理
念・原則と基本目標の関係
○ 「第7章都市空間」の役
割と必要な視点

○ 戦略ビジョンと都市計画マ
スタープランの役割分担

Ⅲ 審議会及び市議会における審議経過
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開催日
審議項目等

審議会 専門部会 札幌市議会

1.23

第4回審議会
○ まちづくりの基本目標、
基本的視点

○ 重点戦略
○ 目指すべき都市像

3.7 第1回経済・雇用部会
○ 重点戦略

3.12
第2回都市構造部会
○ 重点戦略
○ 将来の都市空間像

3.14
第1回地域・コミュニティ
部会
○ 重点戦略

4.16
第3回都市構造部会
○ 重点戦略
○ 「第7章都市空間」の構
成案

4.24 三部会長会議
○ 重点戦略

4.26
第2回経済・雇用部会
○ 札幌商工会議所からの意
見聴取

○ 重点戦略

4.27
第2回地域・コミュニティ
部会
○ 重点戦略

7.17
第4回都市構造部会
○ 戦略ビジョンの構成
○ 重点戦略（案）
○ 「第7章都市空間」

7.27
第3回地域・コミュニティ
部会
○ 重点戦略（案）

7.30 第3回経済・雇用部会
○ 重点戦略（案）

8.10 総務委員会
○ 策定状況の中間報告
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開催日
審議項目等

審議会 専門部会 札幌市議会

9.27
第5回都市構造部会
○ 重点戦略（案）
○ 「第7章都市空間」

10.4 三部会長会議
○ 目指すべき都市像

10.9
第5回審議会
○ 戦略ビジョン＜ビジョン
編＞（骨子版）

○ 目指すべき都市像の設定

10.22 総務委員会
○ 策定状況の中間報告

10.29

第6回審議会
○ 戦略ビジョン＜ビジョン
編＞の策定に関する答申
書原案について最終審議
し、決定

11.9 ○ 戦略ビジョン＜ビジョン
編＞の策定に関する答申

11.29

総務委員会
○ 審議会からの戦略ビジョ
ン＜ビジョン編＞答申案
○ パブリックコメントの実
施

12.13

平成24年第4回定例会
本会議
○ 「札幌市議会の議決すべ
き事件に関する条例」の
改正

　 「総合計画（本市における
総合的かつ計画的な行政
運営を図るため、市政全
般にわたる政策の基本的
な方向性を定めるものを
いう。）の策定、変更又は
廃止」を議決すべき事件
とした。

12.17 第6回都市構造部会
○ 「第7章都市空間」

平成25.1.25
総務委員会
○ パブリックコメントの実
施結果

○ 当初案からの変更点
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開催日
審議項目等

審議会 専門部会 札幌市議会

2.22

平成25年第1回定例会
総務委員会
○ 議案第38号「札幌市ま
ちづくり戦略ビジョン
（ビジョン編）策定の件」

2.25

第4回地域・コミュニティ
部会
○ パブリックコメントの概
要

○ 重点戦略（案）

2.25
第4回経済・雇用部会
○ パブリックコメントの概
要

○ 重点戦略（案）

2.26
平成25年第1回定例会
本会議
○ 戦略ビジョン＜ビジョン
編＞を議決

2.27

第7回都市構造部会
○ パブリックコメントの概
要

○ 重点戦略（案）
○ 「第7章都市空間」

5.15
第7回審議会
○ 戦略ビジョン＜戦略編＞
答申素案についての審議

5.20 総務委員会
○ 策定状況の中間報告

5.29

第8回審議会
○ 戦略ビジョン＜戦略編＞
の策定に関する答申書原
案について最終審議し、
決定

6.11 ○ 戦略ビジョン＜戦略編＞
の策定に関する答申

7.3
総務委員会
○ パブリックコメント案
○ パブリックコメントの実
施

9.19
総務委員会
○ パブリックコメントの実
施結果
○ 当初案からの変更点

10.10 ○ 戦略ビジョン＜戦略編＞
の策定
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○札幌市まちづくり戦略ビジョン審議会
 （五十音順、敬称略、平成25年6月11日＜戦略編＞答申日現在）

○札幌市総合企画調査専門委員

氏　　名 所　　属　　等 所属部会　◎は部会長

会　長 内田　和男 北海道武蔵女子短期大学学長 ◎経済・雇用

副会長 小林　英嗣 （社）都市・地域共創研究所代表理事 ◎都市構造

委　員 浅香　博文 （社）札幌市身体障害者福祉協会会長 　地域・コミュニティ

委　員 五十嵐智嘉子 （社）北海道総合研究調査会理事長 　地域・コミュニティ

委　員 池田　光司 池田食品（株）代表取締役 　経済・雇用

委　員 石森　秀三 北海道開拓記念館館長 　経済・雇用

委　員 梶井　祥子 札幌大谷大学社会学部地域社会学科教授 　地域・コミュニティ

委　員 金子　勇 北海道大学大学院文学研究科教授 　地域・コミュニティ

委　員 川崎　阿久里 （株）世界文化社第5編集本部企画部参与 　経済・雇用

委　員 志済　聡子 日本アイ・ビー・エム（株）執行役員 　都市構造

委　員 杉岡　直人 北星学園大学社会福祉学部教授 ◎地域・コミュニティ

委　員 高木　晴光 NPO法人ねおす理事長 　地域・コミュニティ

委　員 田村　亨 北海道大学大学院工学研究院教授 　都市構造

委　員 為定　明雄 日本経済新聞社教育事業本部長 　経済・雇用

委　員 近久　武美 北海道大学大学院工学研究院教授 　都市構造

委　員 中嶋　圭 公募委員 　経済・雇用

委　員 服部　彰治 札幌大通まちづくり（株）取締役統括部長 　地域・コミュニティ

委　員 早川　渉 映画監督 　経済・雇用

委　員 福士　昭夫 石山地区町内会連合会会長 　地域・コミュニティ

委　員 星野　朱音 公募委員 　地域・コミュニティ

委　員 丸山　博子 丸山環境教育事務所代表 　都市構造

氏　　名 所　　属　　等 所属部会

木下　武徳 北星学園大学社会福祉学部准教授 地域・コミュニティ

中島　岳志 北海道大学公共政策大学院准教授 地域・コミュニティ

平本　健太 北海道大学大学院経済学研究科教授 経済・雇用

村木　美貴 千葉大学大学院工学研究科准教授 都市構造

山田　良 札幌市立大学デザイン学部講師 経済・雇用
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○札幌市まちづくり戦略ビジョン審議会条例
 昭和44年6月28日条例第30号
 （最終改正）平成23年6月30日条例第10号

　 （設置目的）
第１条　市長の諮問に応じ、本市の長期的なまちづくりの指針である札幌市まちづくり戦略ビジョンについ
て調査審議するため、札幌市まちづくり戦略ビジョン審議会（以下「審議会」という。）を設置する。
　 （組織）
第２条　審議会は、委員25人以内をもつて組織する。
２　委員は、学識経験者その他市長が適当と認める者のうちから、市長が委嘱する。
３　委員は、諮問された事項に係る調査審議が終了したときは、委嘱を解かれたものとみなす。
　 （会長及び副会長）
第３条　審議会に会長及び副会長各１人を置き、委員の互選により選出する。
２　会長は、会議の議長となり、会務を総括する。
３　副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときは、その職務を代理する。
４　会長、副会長ともに事故があるときは、あらかじめ会長の指名する委員が、その職務を代理する。
　 （会議）
第４条　審議会は、必要の都度会長が招集する。
２　審議会は、委員の過半数が出席しなければ、会議を開くことができない。
　 （専門部会）
第５条　審議会はその定めるところにより、専門部会を置くことができる。
２　専門部会に属すべき委員は、会長が指名する。
　 （庶務）
第６条　審議会の庶務は、市長政策室において行う。
　 （委任）
第７条　この条例に定めるもののほか、審議会の運営について必要な事項は、会長が審議会に諮つて定める。
　　　 附　則
　この条例は、公布の日から施行する。
　　　 附　則（昭和46年条例第45号）
１　この条例は、昭和47年４月１日（以下「施行日」という。 ）から施行する。 〔以下ただし書省略〕
２～６　省略
　　　 附　則（昭和49年条例第27号）
　この条例は、公布の日から施行する。
　　　 附　則（平成11年条例第39号）
１　この条例は、公布の日から施行する。
２～４　省略
　　　 附　則（平成12年条例第７号）
　 （施行期日）
１　この条例は、平成12年４月１日から施行する。 〔以下ただし書省略〕
　 （経過措置）
２　この条例の施行の際現に第２条の規定による改正前の札幌市長期総合計画審議会条例の規定による審議
会の委員である者の任期は、第２条の規定による改正後の札幌市長期総合計画審議会条例第２条第３項の
規定にかかわらず、なお従前の例による。
３、４　省略
　　　 附　則（平成17年条例第11号抄）
　 （施行期日）
１　この条例は、平成17年４月１日から施行する。
　　　 附　則（平成21年条例第12号抄）
１　この条例は、平成21年４月１日から施行する。
　　　 附　則（平成23年条例第10号抄）
１　この条例は、公布の日から施行する。
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　戦略ビジョンのうち、主に行政が優先的・集中的に行うことをまとめた＜戦略編＞（案）について、平成

25年7月16日（火）から平成25年8月14日（水）までの30日間、市民の皆様からのご意見を募

集し、いただいたご意見を参考に、当初案を一部変更しました。

　なお、ご意見の概要と、それに対する札幌市の考え方については、別冊「札幌市まちづくり戦略ビジョン

<戦略編>パブリックコメント意見集」に掲載しています。

　 ⑶　提出方法別内訳

　 ⑴　意見募集期間
　　平成25年7月16日（火）から平成25年8月14日（水）まで

　 ⑵　意見提出方法
　　郵送、FAX、Eメール、ホームページ上の意見募集フォーム、持参

　 ⑶　資料の配布・閲覧場所
　　・札幌市役所本庁舎
　　　1階ロビー／2階市政刊行物コーナー／10階市長政策室政策企画部企画課
　　・各区役所（総務企画課広聴係）
　　・各まちづくりセンター
　　・札幌エルプラザ
　　・ちえりあ（札幌市生涯学習センター）
　　・札幌市内各小中学校【子どもの意見募集用小冊子】
　　・札幌市内児童会館【子どもの意見募集用小冊子】
　　・札幌市ホームページ

　 ⑷　地域や経済界への説明など
　　・各区連合町内会長会議等での説明（6月～8月）
　　・大学生向けパブリックコメントワークショップの開催（7月16日、11大学45人参加）
　　・北海道中小企業家同友会との意見交換（7月29日）
　　・札幌商工会議所メールマガジンによる情報提供

1　意見募集実施の概要

　 ⑴　意見提出者数・意見件数
　　252人・579件

　 ⑵　年代別内訳

2　パブリックコメント（大人の意見）の内訳

年代 19歳以下 20代 30代 40代 50代 60代 70歳以上 不明 合計
人数 22  77 19 14 10 14  47 49 252
件数 63 183 53 24 21 45 101 89 579

提出方法 持参 HP 郵送 Eメール FAX 合計
提出者数 61人 19人 74人 36人 62人 252人
構成比 24.2％ 7.5％ 29.4％ 14.3％ 24.6％ 100％

Ⅳ パブリックコメント手続
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3　キッズコメント（子どもの意見）の内訳

分　　類 件数 構成比
戦略編全体に対する意見 39 6.7％
第1章　創造戦略 442 76.3％
第1節　暮らし・コミュニティ 224 38.7％
創造戦略1　地域福祉力創造戦略 53 9.2％
創造戦略2　共生社会創造戦略 104 18.0％
創造戦略3　地域マネジメント創造戦略 67 11.6％

第2節　産業・活力 123 21.2％
創造戦略4　札幌型産業創造戦略 50 8.6％
創造戦略5　都市ブランド創造戦略 44 7.6％
創造戦略6　産業人材創造戦略 29 5.0％

第3節　低炭素社会・エネルギー転換 95 16.4％
創造戦略7　低炭素都市創造戦略 59 10.2％
創造戦略8　次世代型エネルギー創造戦略 36 6.2％

第2章　戦略を支える都市空間 66 11.4％
第3章　戦略の展開に当たって踏まえるべき行財政運営の視点 21 3.6％
その他 11 1.9％

合計 579 100.0％
※札幌市まちづくり戦略ビジョン＜戦略編＞の構成に沿って分類しています。
※構成比の算出は四捨五入しているため、合計値とその内訳の累計値とは一致しない場合があります。

分　　類 件数 構成比
戦略編全体に対する意見 13 1.2％
第1章　創造戦略 1,006 92.0％
第1節　暮らし・コミュニティ 445 40.7％
創造戦略1　地域福祉力創造戦略 121 11.1％
創造戦略2　共生社会創造戦略 283 25.9％
創造戦略3　 地域マネジメント創造戦略 ４1 3.8％

第2節　産業・活力 142 13.0％
創造戦略4　札幌型産業創造戦略 70 6.4％
創造戦略5　都市ブランド創造戦略 51 4.7％
創造戦略6　産業人材創造戦略 21 1.9％

第3節　低炭素社会・エネルギー転換 419 38.3％
創造戦略7　低炭素都市創造戦略 230 21.0％
創造戦略8　 次世代型エネルギー創造戦略 189 17.3％

第2章　戦略を支える都市空間 48 4.4％
第3章　 戦略の展開に当たって踏まえるべ

き行財政運営の視点 11 1.0％

その他 15 1.4％
合計 1,093 100.0％

※ 札幌市まちづくり戦略ビジョン＜戦略編＞の構成に沿って分類しています。
※ 構成比の算出は四捨五入しているため、合計値とその内訳の累計値とは一致し
ない場合があります。

学年 人数
小学4年生以下 216人
小学5年生  83人
小学6年生  89人
中学1年生  83人
中学2年生  81人
中学3年生  38人
不明  19人

合計 609人

　 ⑴　意見提出者数・件数
　　609人・1,093件

　 ⑵　学年別内訳 　 ⑶　主な意見内訳

　 ⑷　意見内訳
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4　意見に基づく当初案からの変更点

　市民の皆様からいただいたご意見をもとに、当初案から 19 項目修正いたしました。また、他のご意見に
ついても、戦略ビジョンを推進する上で、可能な限り取り入れていきます。

箇 所 修正前 修正後

P8

第１章　創造戦略

第１節　 暮らし・コミュ
ニティ

１－①　 市民の孤立を防
ぐ支え合いの環
境づくり

（記載なし） （脚注）

【町内会】　安全・安心で快適なまちを

実現するために、地域住民の親睦や高

齢者の見守り、子育てに関する活動を

始めとして、除排雪、ごみステーショ

ンの管理、清掃活動、お祭りなど、地

域で生活するために欠かすことができ

ない活動を行っている住民等で組織さ

れる任意団体・地縁団体のこと。札幌

市では、約 65 万世帯が加入している（平

成 25 年 1月 1日現在）。

P10

第１章　創造戦略

第１節　 暮らし・コミュ
ニティ

１－①　 市民の孤立を防
ぐ支え合いの環
境づくり

＜成果指標＞

・ 地域福祉活動に取り組む団体数を示

す指標

・ 福祉推進委員会を組織している単位

町内会数

1,176 団体（平成 23 年度）

1,300 団体（平成 34 年度）

＜成果指標＞

・ 地域福祉活動に取り組む団体の割合

を示す指標

・ 福祉推進委員会を組織している単位

町内会の割合

53.6％（平成 23 年度）

59％（平成 34 年度）

P14

第１章　創造戦略

第１節　 暮らし・コミュ
ニティ

１－③　 災害に備えた地
域防災体制づく
り

＜現状分析と施策の方向性＞

　地震などの大規模災害に備え、地域

の避難場所における防災機能の向上に

向けた環境整備を推進します。

＜現状分析と施策の方向性＞

　地震などの大規模災害や、水害等の

地域特性に応じた災害の発生に備え、

地域の避難場所における防災機能の向

上に向けた環境整備を推進します。

P15

第１章　創造戦略

第１節　 暮らし・コミュ
ニティ

１－③　 災害に備えた地
域防災体制づく
り

（キッズコメント）

○   防火・防災教育の推進

　将来の自主防災活動の担い手を育成

するため、幼少年期から継続した防火・

防災教育を推進します。

○   防火・防災教育の推進

　将来の自主防災活動の担い手を育成

するため、災害時に主体的な行動がで

きるよう、成長段階に応じた災害活動

支援教育の充実を図るなど、幼少年期

から継続した防火・防災教育を推進し

ます。
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箇 所 修正前 修正後

P22

第１章　創造戦略

第１節　 暮らし・コミュ
ニティ

２－②　 子ども・若者を
社 会 全 体 で 育
成・支援する環
境づくり

（キッズコメント）

○   児童会館の活用促進

　子どもの多様な学びの機会の充実を

図るため、地域の住民との交流を通じ

た学びの場として、児童会館の更なる

活用を推進します。

○   児童会館の活用促進

　子どもの多様な学びの機会の充実を

図るため、子ども自身がまちづくり活

動に主体的に関わる機会の創出・拡大

や、地域の住民との交流を通じた学び

の場として、児童会館の更なる活用を

推進します。

P22

第１章　創造戦略

第１節　 暮らし・コミュ
ニティ

２－②　 子ども・若者を
社 会 全 体 で 育
成・支援する環
境づくり

【学生や若者のまちづくり活動への参加

促進】

　将来のまちづくりの担い手として、

若者のまちづくり活動への参加機会を

拡充するため、区と大学との連携協定

の拡充などにより、学生や若者のまち

づくり活動への参加を促進します。

【学生や若者のまちづくり活動への参加

促進】

　将来のまちづくりの担い手として、

若者のまちづくり活動への参加機会を

拡充するため、大学との連携協定の拡

充などにより、学生や若者のまちづく

り活動への参加を促進します。

P27

３－①　 地域活動を活発
化する環境づく
り

（記載なし） ○   学生や若者のまちづくり活動への参

加促進（再掲 22 ページ）

P25、P75

第１章　創造戦略

第１節　 暮らし・コミュ
ニティ

２－③　 歩いて暮らせる
まちづくり

第３節　 低炭素社会・エ
ネルギー転換

７－②　 多様な活動を支え
る環境に優しい交
通体系の確立

＜成果指標＞

公共交通の利用者数

現状値　107 万人（平成 23 年度）

目標値　108 万人（平成 34 年度）

＜成果指標＞

公共交通の利用者数

現状値　108 万人／日（平成 24 年度）

目標値　110 万人／日（平成 34 年度）

P38

第１章　創造戦略

第２節　産業・活力

４－①　 食の魅力を生か
した産業の高度
化

○   海外プロモーションの強化

　道産食品の重点的なブランド化を図

るため、札幌コンテンツ特区を活用す

るなど、北海道の食の海外プロモーショ

ンを一層強化します。

○   海外プロモーションの強化

　道産食品の重点的なブランド化を図

るため、イベントを活用した発信強化

や外食産業の海外展開を支援するとと

もに、札幌コンテンツ特区を活用する

など、北海道の食の海外プロモーショ

ンを一層強化します。



153

は
じ
め
に

資 

料 

編

第

1
章

第

2
章

第

3
章

第
1
節

第
2
節

第
3
節

第
1
節

第
2
節

第
3
節
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P40

第１章　創造戦略

第２節　産業・活力

４－②　 魅力あるまちづ
くりと観光振興
の一体的推進

（キッズコメント）

（記載無し） ○   様々な世代の視点を生かした魅力の

向上

　多様な観光ニーズに対応するため、

子どもを含む様々な世代の視点を生か

しながら、あらゆる世代が楽しめる札

幌・北海道らしい魅力的な観光資源を

発掘・創出し、その魅力を積極的に活

用していきます。

P43

第１章　創造戦略

第２節　産業・活力

４－②　 魅力あるまちづ
くりと観光振興
の一体的推進

＜成果指標＞

・観光地としての総合満足度

・札幌市内での総観光消費額

＜成果指標＞

・観光地としての総合満足度

・札幌市内での総観光消費額

・年間来客数

P59

５－④　 シティプロモー
ト戦略の積極展
開

＜成果指標＞

・観光地としての総合満足度（再掲）

・年間来客数

＜成果指標＞

・観光地としての総合満足度（再掲）

・年間来客数（再掲）

P66

第１章　創造戦略

第２節　産業・活力

６－②　 誰もが活躍でき
る社会の実現

○   多様な保育サービスの充実

　子育てしながら働きたい女性の活躍

を支援するため、認可保育所の整備を

進めるとともに、地域型保育や休日保

育を推進します。また、延長保育や一

時預かりなどの地域子ども・子育て支

援事業を拡充するほか、認定こども園

への移行支援を行います。

○   多様な保育サービスの充実

　子育てしながら働きたい女性の活躍

を支援するため、認可保育所の整備を

進めるとともに、事業所内保育などの

地域型保育や休日保育を推進します。

また、延長保育や一時預かりなどの地

域子ども・子育て支援事業を拡充する

ほか、認定こども園への移行支援を行

います。

P66

第１章　創造戦略

第２節　産業・活力

６－②　 誰もが活躍でき
る社会の実現

【ソーシャルビジネスなどの立ち上げ支

援】

　多様化する地域課題をビジネスの手

法をとり入れて解決するとともに、就

業機会の創出にもつながるソーシャル

ビジネスやコミュニティビジネスの活

動を促進するため、経営相談・融資や

助言者となる先輩起業者との出会いの

場を提供するなど、その立ち上げを支

援します。

【ソーシャルビジネスなどの立ち上げ支

援】

　多様化する地域課題をビジネスの手

法をとり入れて解決するとともに、就

業機会の創出にもつながるソーシャル

ビジネスやコミュニティビジネスの活

動を促進するため、経営相談・融資に

加え、助言者となる先輩起業者との出

会いや起業者同士の交流の場を提供す

るなど、その立ち上げを支援します。
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箇 所 修正前 修正後

P74

第１章　創造戦略

第３節　 低炭素社会・エ
ネルギー転換

７－②　 多様な活動を支
える環境に優し
い交通体系の確
立

○   安全な自転車利用に向けた取組の推

進

　安全な自転車利用を促進するため、

自転車利用に関するルール・マナーの

周知・啓発や、自転車走行空間の明確

化に向けた取組を推進します。

○   安全な自転車利用に向けた取組の推

進

　安全な自転車利用を促進するため、

自転車利用者に対するルール・マナー

の周知・啓発に加え、自動車ドライバー

に対しても自転車の車道走行に配慮す

る意識啓発を行うとともに、自転車走

行空間の明確化に向けた取組を推進し

ます。

P75

第１章　創造戦略

第３節　 低炭素社会・エ
ネルギー転換

７－③　 自然との共生と
みどり豊かな都
市づくりの推進

＜現状分析と施策の方向性＞

　自然と共生したライフスタイルは札

幌の魅力である一方で、自然環境を象

徴するみどりの総量は減少傾向にあり、

また、札幌市の市街化区域の緑被率は、

政令指定都市の平均を下回っています。

＜現状分析と施策の方向性＞

　自然と共生したライフスタイルは札

幌の魅力である一方で、自然環境を象

徴するみどりの総量は、開発などを要

因として減少傾向にあり、また、札幌

市の市街化区域の緑被率は、政令指定

都市の平均を下回っています。

P77

第１章　創造戦略

第３節　 低炭素社会・エ
ネルギー転換

７－③　 自然との共生と
みどり豊かな都
市づくりの推進

（キッズコメント）

【公園の機能再編・再整備などの推進】

　市民の日常的な公園の利用を促進し、

健康増進やコミュニティの活性化を一

層図るため、都心周辺部などの既成市

街地における公園整備や、地域特性・

市民ニーズに応じた公園の機能再編・

再整備に取り組み、持続可能な公園マ

ネジメントを進めます。

【公園の機能再編や子どもの遊び場づく

りの推進】

○   公園の機能再編・再整備などの推進

　市民の日常的な公園の利用を促進し、

健康増進やコミュニティの活性化を一

層図るため、都心周辺部などの既成市

街地における公園整備や、地域特性・

市民ニーズに応じた公園の機能再編・

再整備に取り組み、持続可能な公園マ

ネジメントを進めます。

○   子どもの主体性を育む遊び場づくり

の推進

　子どもの自主性、創造性、協調性を

育むために、子どもを見守るボランティ

アの養成などを通じて、既存の公園や

公共空間などを活用しながら子どもが

自由に遊べる場（プレーパークなど）

の拡充を図ります。
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P80

第１章　創造戦略

第３節　 低炭素社会・エ
ネルギー転換

８－①　 次 世 代 エ ネ ル
ギーシステムの
普及促進

【広域的な再生可能エネルギーの活用に

向けた取組の推進】

　道内の豊富な再生可能エネルギーの

ポテンシャルを積極的に活用して、安

定的なエネルギー供給を促進するため、

札幌市近郊における再生可能エネル

ギー導入の支援や市民・事業者の出資

によるファンドの設立を支援するとと

もに、風力・地熱・太陽光発電の広域

的な活用の方向性の検討を進めます。

【広域的な再生可能エネルギーの活用に

向けた取組の推進】

　道内の豊富な再生可能エネルギーの

ポテンシャルを積極的に活用して、安

定的なエネルギー供給を促進するため、

札幌市近郊における再生可能エネル

ギー導入の支援や市民・事業者の出資

によるファンドの設立を支援するとと

もに、風力・地熱・太陽光発電、バイ

オマスの熱利用などの広域的な活用の

方向性の検討を進めます。

P121

第２章　 戦略を支える都
市空間

　　４　 持続可能な都市
を支えるネット
ワーク

　（3）  エネルギーネッ
トワーク

○   広域的な再生可能エネルギーの普及

促進

　道内の豊富な再生可能エネルギーの

ポテンシャルを積極的に活用して、安

定的なエネルギー供給を促進するため、

札幌市近郊における再生可能エネル

ギー導入の支援や風力・地熱・太陽光

発電の広域的な活用の方向性の検討を

進めます。

○   広域的な再生可能エネルギーの普及

促進

　道内の豊富な再生可能エネルギーの

ポテンシャルを積極的に活用して、安

定的なエネルギー供給を促進するため、

札幌市近郊における再生可能エネル

ギー導入の支援や風力・地熱・太陽光

発電、バイオマスの熱利用などの広域

的な活用の方向性の検討を進めます。

P84

第１章　創造戦略

第３節　 低炭素社会・エ
ネルギー転換

８－③　 市民・企業によ
る環境負荷低減
の取組の推進

○   市有施設への再生可能エネルギーシ

ステムなどの積極的な導入

　市民の省エネ意識の醸成を図るため、

市有施設へ太陽光発電等の再生可能エ

ネルギーや LED 照明などを積極的に

導入します。

○   市有施設への再生可能エネルギーシ

ステムなどの積極的な導入

　市民の省エネ・創エネ意識の醸成を

図るため、市有施設へ太陽光発電等の

再生可能エネルギーや LED照明、分散

型電源などを積極的に導入します。

P84

第１章　創造戦略

第３節　 低炭素社会・エ
ネルギー転換

８－③　 市民・企業によ
る環境負荷低減
の取組の推進

（キッズコメント）

○   環境教育の推進

　環境に配慮したライフスタイルの定

着を促進するため、学校や青少年科学

館、円山動物園（次世代エネルギーパー

ク）における環境教育を推進します。

○   環境教育の推進

　環境に配慮したライフスタイルの定

着を促進するため、学校や青少年科学

館、円山動物園（次世代エネルギーパー

クなど）における環境教育を推進する

とともに、子どもたちが体験を通じて、

考えながら学び、実践していくための

学習機能の強化を図ります。
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P114

第２章　 戦略を支える都
市空間

　　３　 多様な交流を支
える交流拠点

　（2）  高次機能交流拠
点

「モエレ沼公園・サッポロさとらんど周

辺」

　文化芸術、スポーツ、レクリエーショ

ン活動など、市民や来訪者の創造性を

刺激する多様な活動の拠点として、水

辺や農地を生かした良好な空間の更な

る活用を図ります。

「モエレ沼公園・サッポロさとらんど周

辺」

　文化芸術、スポーツ、レクリエーショ

ン活動など、市民や来訪者の創造性を

刺激する多様な活動の拠点として、水

辺や農地、埋蔵文化財などを生かした

良好な空間の更なる活用を図ります。
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